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人類は、これまで、様々な恵みを与えてくれる優しい自然、時には命すら脅かす厳しい自然と、共に歩んできた。 
 

私たちは、培ってきた技術で、人類と自然が調和した社会を実現し、誰もが幸せを実感できる未来を拓く。 
 

自然の恵みを活かし、その営みを支え、脅威に備えることで、人々の笑顔を次代につなぐ。 

はじめに 
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 ご挨拶 

 

 

 

 

 

気候変動、自然資本の劣化、資源・エネルギー制約、人権や地域社会への配慮など、企業を取り巻く課題は、   
もはや将来のリスクではなく、いま私たちが正面から向き合うべき経営課題です。こうした時代において、企業に
求められるのは、社会の変化に受け身で対応することではありません。自らの事業を通じて、社会の持続可能性を
支え、未来に必要とされる価値を創り出していく強い意志と実行力です。 

カナデビアグループは、2050年に目指す姿として、「環境負荷をゼロにする」ことと、「人々の幸福を最大化す
る」ことを掲げています。私たちが目指すResilience Eco Society®は、環境との調和を図るとともに、人々の暮ら
しや社会・経済活動のレジリエンスを高める社会です。廃棄物処理、水、エネルギー、防災など、人々の生活に欠
かせない社会インフラの機能を守り、高めていくことは、これからの社会において一層重要になっています。だか
らこそ私たちは、こうした社会インフラを支える責任を自らの使命として受け止め、社会にとって「なくてはなら
ない」存在であり続けたいと考えています。 

2026年版の本レポートでは、TCFD、TNFDおよびTISFD Beta Version 0.1を参照し、気候・自然・人と社会を一
つの経営ストーリーとして整理しました。気候変動や自然資本への対応を個別の環境課題として捉えるだけでな
く、事業が影響を与える人々、事業を支える人々、地域社会、サプライチェーンとの関係を含めて、依存、インパ
クト、リスクおよび機会、戦略、移行計画、指標・目標に接続しています。 

本レポートは、カナデビアグループの現在地と、2050年に向けた挑戦の方向性を示すものです。すべてが完成し
た姿を示すものではありません。むしろ、未完成であることを率直に認めながら、それでも進むべき方向を明確に
し、課題から逃げず、一つひとつ実行に移していくという私たちの決意を示すものです。私たちは、技術と実装力
を磨き続け、現場での実践を積み重ねることで、社会の期待を超える価値を生み出してまいります。 

その実現に向けて最も重要なのは、社員一人ひとりが、自らの仕事の先にある人々の暮らし、地域社会、そして
次の世代の未来を思い描き、誇りと責任を持って行動することです。同時に、ステークホルダーの皆さまと率直に
対話し、時には厳しいご意見も受け止めながら、よりよい社会インフラ、資源循環、自然との共生、人々の幸福の
あり方をともに考えていきたいと思います。対話と実行を積み重ねることこそが、私たちの変革を前に進める力です。 

カナデビアグループは、環境との調和を図りながら、人々が安心して暮らし続けられるレジリエントな社会の実
現に向けて、技術の力と現場の力を結集し、挑戦を続けてまいります。ステークホルダーの皆さまには、本レポー
トを通じて、私たちの取組と今後の課題をご理解いただくとともに、カナデビアグループの挑戦に対する率直なご
意見を賜りますようお願い申し上げます。 

2026年10月 
代表取締役 取締役社⾧ 兼 グループCEO  

4 



カナデビアグループが、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、 
個別のテーマとしてではなく、カナデビアグループの事業、戦略、移行計画、リスク管理、指標・目標に接続する
一つの経営ストーリーとして整理した内容について、ハイライトをご紹介します。 

1
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 本章の位置づけ 
本章は、カナデビアグループの気候・自然・人と社会に関する開示レポート 2026(以下、

「本レポート」という)の全体像を、短時間で把握いただくためのハイライトです。本レポート
は、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、個別のテーマと
してではなく、カナデビアグループの事業、戦略、移行計画1)、リスク管理、指標・目標に接
続する一つの経営ストーリーとして整理することを目指しています。 

2026年版では、2025年4月1日から2026年3月31日までの実績を主な対象とし、報告期間後の
気候・自然関連の事象、ならびに同期間に新たに入手した情報は2026年8月31日まで反映して
います。2050年のサステナブルビジョン2)からバックキャストし、2030年、2040年、2050年に
向けた価値創造の方向性を示します。本章では、その要点を概観し、報告の前提、分析結果、
管理プロセス、指標・目標の詳細については、第2章以降で説明します。 

 

 

 カナデビアグループが目指す社会像 
カナデビアグループは、2050年に目指す姿として、「環境負荷をゼロにする」ことと、

「人々の幸福を最大化する」ことを掲げています。これらは別々の目標ではありません。自然
や環境の劣化を抑制することは、人々の安全・安心、健康、生活基盤、地域の持続可能性を支
える前提であり、人々の能力、信頼、つながりを高めることは、環境価値を社会に実装し続け
るための基盤になります。 

この考え方の基礎にあるのが、国際NGO The Natural Stepが提唱する「持続可能性4原則3)」
です  。第1から第3の原則は、地殻由来物質、人間社会が作り出した物質、自然の物理的劣化に
関する環境面の持続可能な社会の実現に必要な環境面の条件(または考え方)を示しています。第
4の原則は、人々が基本的ニーズを満たそうとする行動を妨げる構造的な障壁をなくすことを求
めています。 

カナデビアグループの事業は、廃棄物、水、エネルギー、防災、社会インフラを通じて、地
域の環境負荷を自然資本の環境復元力4)の範囲内にとどめると同時に、人々の安全・安心、健
康、能力、公平を支えることを目指しています。自然や環境の劣化の抑止が人々の幸福を支
え、人と自然の関係性の改善が自然や環境の回復を支える循環を、社会インフラとして実装し
ていくことが、カナデビアグループが目指すサステナブルな社会像、Resilience Eco Society®5)です。 

グループCEOインタビューでは、社会インフラを「なくてはならない」ものとして支えるこ
と、環境価値・社会価値を⾧期的な企業価値向上へつなげること、バリューチェーン6)全体から
社会を変えていくことについて、経営者の考えを紹介しています。詳細は第1章の特別コラムを
ご参照ください。 
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 2026年版レポートの主な特色 
 2026年版の最大の特色は、TCFD7)、TNFD8)およびTISFD Beta Version 0.1(TISFD β版)9)を参
照し、気候・自然・人と社会を一つの経営ストーリーとして整理したことです。気候・自然・
人と社会を個別テーマとして並べるのではなく、依存、インパクト、リスクおよび機会、戦
略、移行計画、指標・目標、データガバナンス10)を一体的に説明することを試みています。 

 第二の特色は、「人々の幸福を最大化する」ことを理念にとどめず、経営課題として整理し
始めたことです。2026年版では、TISFD β版を参照し、カナデビアグループの事業が影響を与
える人々と、事業を支える人々の双方を視野に入れ、人と社会に関する依存、インパクト、リ
スクおよび機会分析、戦略、移行計画、指標・目標への接続を試行的に整理しています。人と
社会に関する分析は初期段階にありますが、今後、データ取得、管理プロセス、指標・目標の
設定を段階的に高度化していく領域です。 

 第三の特色は、水、資源循環、地域レジリエンス11)に関する戦略的整理を進めたことです。
水は、自然資本、気候変動への適応、資源循環、人々の生活基盤をつなぐ重要な社会インフラ
です。水事業については、下水処理、バイオメタネーション12)、海水淡水化、リン・窒素の回
収等を通じた水資源・生態系保全への貢献を、自然資本および地域レジリエンスの観点から整
理しています。水は、気候・自然・人と社会をつなぐ重要な実装領域であり、今後、利水、資
源回収、地域循環、地域共創の視点から、カナデビアグループの戦略との接続をさらに高度化
していく領域です。 

 第四の特色は、統合戦略や移行計画に加え、KGI/KPI13)およびデータガバナンスを含む実
行・管理・測定の骨格を示したことです。気候・自然に関する指標と目標は、既に設定してい
るKPIを起点に高度化し、人と社会および統合価値に関する指標は、TISFD β版対応を踏まえて
段階的に定義していきます。また、GHG14)を先行領域としつつ、自然・人と社会を含む非財務
データを、将来的な制度開示や第三者保証15)に耐え得る経営情報へ段階的に高めるため、   
データガバナンスの方向性を整理しています。 

 第五の特色は、マテリアリティ16)である7つの成功の柱17)と気候・自然・人と社会の関係性を
示したことです。7つの成功の柱はサステナブルビジョンである「環境負荷をゼロにする」こ
と、および「人々の幸福を最大化する」ことを実現するために定めたものです。その達成に向
け、2050年までのターゲットを詳細化し、移行計画について記載しています。 

 

 分析から戦略・移行計画へ 
本レポートでは、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会分析、

シナリオ分析18)、重要な場所の整理、リスク・機会分析を通じて、カナデビアグループの 事
業が環境価値、社会価値の創出と企業価値向上をどのように両立し得るかを検討しています。
気候に関しては、販売した製品の使用時に発生するGHG排出、とりわけごみ焼却発電施設の使
用に伴う排出が重要な論点となります。自然に関しては、カナデビアグループが事業の中で取
り組む資源循環に加え、土地、淡水、海底の利用、水利用、固体廃棄物、鉱物使用等が、事業
活動における重要なインパクトやリスク要因として把握されています。 

依存・インパクトは、カナデビアグループの事業リスクと直接結びついています。例えば、
GHG排出は、炭素規制や顧客の脱炭素要求、製品・技術に求められる環境性能の高度化を通じ
て、追加コストや受注競争力に影響する可能性があります。水利用は、水不足や渇水、取水制
限等による製造・建設・操業の制約につながり得ます。また、鉱物・資源利用は、資材価格、
調達先の集中、供給制約等を通じて、製造コストや受注機会に影響します。分析では、GHG排
出、水利用、鉱物利用に伴う環境負荷に加え、設計・製造段階における水利用、運転段階にお
ける固体廃棄物についても、重要な財務リスクにつながり得る論点として整理しています。 

 これらの分析は、カナデビアグループが、廃棄物処理、水、エネルギー、防災などの社会イ
ンフラに関する技術・運営力を通じて、地域の環境負荷低減、資源循環、脱炭素化、生活基盤
の安定、災害への備えにどのように貢献できるか、という機会を検討する基礎となります。   
すなわち、自然や社会へのインパクトは、負の影響として管理すべき対象であると同時に、カ
ナデビアグループが持つ技術・事業基盤によって改善し得る社会課題でもあります。廃棄物の
適正処理、公衆衛生の改善、資源・エネルギーの回収、水環境の保全、災害への備え等の正の
インパクトを拡大することは、社会価値の創出と新たな事業機会の獲得を同時に実現する可能
性があります。このため、本レポートでは、依存・インパクト分析を、負の影響を低減するリ
スク管理だけでなく、社会や地域の課題を事業機会へ転換するための分析として位置づけています。 
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「水」は、自然資本、気候変動への適応、資源の循環など、人々の生活基盤に欠かせない   
社会インフラです。カナデビアグループは、下水処理、バイオメタネーション、海水淡水化、
リン・窒素の回収等を通じ、自然資本および地域レジリエンスの観点から整理しています。特
に水ストレスが高い地域では、水質や淡水利用に加え、生活用水、公衆衛生、サービス継続性
等も重要な課題となることから、自然へのインパクトと人・社会への影響を一体的に捉えてい
きます。今後は、水処理そのものの環境性能にとどまらず、再生水利用、汚泥資源化、リン・
窒素回収、バイオガス19)等を農業、エネルギー、生活インフラとつなぎ、「水・土壌・バイオ
資源・食料」の循環として事業を捉えていきます。さらに、水門等の治水・防災事業も含め、
自然資本の保全、気候変動への適応、地域の生活基盤を一体として支える事業への展開を進め
ていきます。 

人と社会についても、同様に、依存・インパクトと事業リスクが相互に結びついています。
カナデビアグループの事業は、技術者・技能者、安全文化、サプライヤーの供給力・品質・   
納期対応力、顧客・自治体・地域社会との信頼関係等に依存しています。一方で、事業活動
は、雇用、技能形成、安全・安心な生活基盤、衛生・公衆衛生、エネルギーや水へのアクセス
等の正のインパクトを生み出すとともに、労働災害、人権上の課題、過重な業務負荷、騒音、
交通、排出、土地・水利用等を通じて負のインパクトを与える可能性があります。 

こうした負のインパクトは、既存の経営リスクとも連動します。例えば、発注条件、仕様変
更、納期設定等が取引先で働く人々に過度の負担を与えれば、それは人と社会への負のインパ
クトであると同時に、品質、納期、調達安定性、コスト、取引先との信頼というカナデビアグ
ループ自身のリスクとして返ってきます。また、施設の建設・運転に伴う安全、騒音、交通、
排出等への配慮が不十分であれば、地域社会への負のインパクトとなるだけでなく、社会的受
容20)、事業継続、顧客からの信頼にも影響します。このように、インパクト管理とERM21)上の
リスク管理を分断せず、相互の発生経路を捉えることが重要です。 

また、主要な日本国外事業を担うスイスの子会社であるカナデビアイノバ(Kanadevia Inova 
AG)の取組は、カナデビアグループが目指すResilience Eco Society®を事業として実装するうえ
での重要な先行例です。欧州では、廃棄物インフラが、資源循環、脱炭素化、エネルギー安全
保障を同時に支える社会基盤として位置づけられつつあります。 

カナデビアイノバは、ごみ焼却発電(Waste to Energy(WtE)22)、Waste to X(WtX)23))および再
生可能ガスに関する設計・調達・建設(Engineering、Procurement、Construction(EPC)24)、
運転・保守(Operation& Maintenance (O&M)25))、資産運用、プロジェクト開発、ファイナンス
等を組み合わせ、単発の設備提供にとどまらないライフサイクル価値26)提供を進めています。
また、ごみ焼却発電施設のCO2回収施設を受注するなど、資源循環・脱炭素化分野における技
術開発にも積極的に取り組んでいます。こうした取組は、カナデビアグループが今後、環境価
値を事業として実装し、地域や顧客が使い続けられる形で社会価値へつなげるうえで、重要な
示唆を与えるものです。 

環境価値を生む技術も、導入可能な価格(affordability27))、安定的な運営、地域との信頼、          
安全・人権・技能・サプライチェーン28)等の実装基盤がなければ、社会価値にはつながりません。
本レポートでは、これを「公正な社会実装29)」として統合戦略・移行計画に接続しています。 

カナデビアグループは、自然や人と社会への負のインパクトを低減するとともに、事業が依
存する自然資本、人的・社会的基盤、サプライチェーン、地域との信頼を強化し、脱炭素、資
源循環、水循環、防災・地域レジリエンスの事業価値へ転換していきます。これがResilience 
Eco Society®の中核です。 

2030年代には既存事業と脱炭素技術を組み合わせた地域課題解決モデルを形成し、2040年代
には廃棄物、水、炭素、エネルギー、バイオ資源、防災等を地域単位で統合した事業へ発展さ
せます。2050年には、多様なResilience Eco Society®モデルを世界各地で展開し、環境・社会
価値と持続的な収益の両立を目指します。 
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内容 主な掲載章 知りたいこと 

レポート全体の要点、 
2026年版の特色、主な読みどころ 

第1章 ： 
ハイライト まず全体像をつかみたい 

対象範囲、報告期間、参照フレーム
ワーク、重要性の考え方 

第2章 ： 
報告の基礎と開示の考え方 報告の前提を確認したい 

取締役会、グループCxO30)、委員
会、統合型リスク管理(Enterprise 
Risk Management(ERM))との接続 

第3章：  
ガバナンス 経営の監督体制を知りたい 

気候・自然・人と社会に関する 
依存・インパクト・リスク・ 
機会分析、シナリオ分析、 
戦略上の示唆、移行計画 

第4章 ： 
戦略 分析と戦略を確認したい 

ERM、内部統制31)、事業判断、サプ
ライチェーン管理、人権デュー・デ
リジェンス(Due Diligence (DD))32) 

との接続 

第5章 ： 
リスクとインパクトの管理 

リスク管理の仕組みを 
知りたい 

グローバル中核開示指標、 
気候・自然の目標 

第6章： 
測定指標とターゲット 指標と目標を確認したい 

LCIA(Life Cycle Impact Assessment) 33)

分析、サプライヤー人権DD、カナデ
ビアイノバ、水事業、地域事例等 

付録・コラム 詳細な方法や事例を 
確認したい 

 本レポートの読み方 
本レポートは、気候・自然・人と社会に関する開示を、章ごとに分けて並列に示すのではな

く、共通の経営ストーリーとして構成しています。本章は、レポート全体の入口です。短時間
で要点を把握したい場合は本章を、分析や戦略の根拠を確認したい場合は第4章を、指標や目
標を確認したい場合は第6章を中心にご覧ください。個別の分析方法や事例については、付録
およびコラムで補足しています。 

 

表1-1：レポートの読み方 
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社会価値を企業価値につなぐResilience Eco Society® 

私たちカナデビアが目指しているのは、環境との調和を図るとともに、人々の暮らしや 
社会・経済活動のレジリエンスを高める「Resilience Eco Society® 」です。  

2050年を見据えても、社会がどのような姿になっているのかを正確に予測することはでき
ません。カーボンニュートラル34)への移行をはじめ、社会の変化の速度は必ずしも私たちの
想定どおりには進まないかもしれません。しかし、時間軸が変わったとしても、カナデビア
が目指す社会の姿そのものが変わるわけではありません。その社会を実現するために、私た
ちの技術や事業が必要になるという確信があるからです。 

 

「なくてはならない」を支えることが、社会価値になる 

私たちの事業の多くは、社会インフラに関わっています。廃棄物処理やエネルギー、水を
はじめ、人々が生活していくために必要不可欠なものです。こうしたインフラは、平常時に
はその存在が強く意識されないかもしれません。しかし、自然災害やパンデミック、戦争な
ど、社会を取り巻く不確実性が高まる中では、どのような状況にあっても社会の基本的な機
能をできる限り維持することが求められます。 

私は、社会インフラを「あって当たり前」のものというより、「なくてはならない」もの
として捉えています。その機能をより強靱にし、効率性を高め、環境への負荷を低減してい
くこと。それ自体が、人々の幸福を支える大きな社会価値ではないでしょうか。 

Resilience Eco Society®という言葉には、そうした考えを込めています。環境に配慮する
だけではなく、人々が安心して暮らし続けられる社会のレジリエンスを高める。その双方を
実現していくことが重要です。 

特別コラム グループCEOインタビュー 
代表取締役 取締役社⾧ 
兼 グループCEO 
桑原 道 「なくてはならない」を支える会社へ 

短期のトレードオフを、⾧期の視点で乗り越える 

一方で、環境や社会に関する取組と経済合理性は、短期的には必ずしも一致しません。
例えば、人権に配慮した調達を進めれば、コストが上昇することがあります。環境負荷を
低減するための投資も、直ちに収益として回収できるとは限りません。そのため、短期的
な視点だけで考えると、社会価値と経済価値はトレードオフに見えることがあります。 

しかし、⾧期の時間軸で考えれば、この関係はやがて変わっていくと私は考えています。
人権や環境に配慮した事業活動が社会から評価され、発注先を選ぶ際の重要な判断材料に
なる。公共事業を含め、サステナビリティへの取組自体が企業の提供価値として認識され
るようになる。そのような社会になれば、現在は「コスト」と見えているものも、将来は
「バリュー」へと変わり得ます。 

だからこそ、私たちは⾧期の視点を持たなければなりません。 

Resilience Eco Society®の実現には時間がかかります。洋上風力や水素など、社会実装ま
で⾧い時間軸を要する分野への投資も必要です。それでも取組を続けるのは、将来実現し
たい社会の姿があるからです。 

言葉で世界観を示すだけでは十分ではありません。投資や技術開発、事業活動という具
体的な行動によって、私たち自身がその実現可能性を示していく。その積み重ねによって、
ステークホルダーの皆さまにも私たちが描く将来像への共感を広げていきたいと考えています。 

 

環境価値・社会価値を、企業価値へ 

現在、環境価値や社会価値と経済価値は必ずしも同義ではありません。しかし、2050年
を見据えたとき、環境や社会に対して企業が生み出す価値は、今以上に適切に評価される
社会に近づいていくと考えています。これは単なる期待ではなく、カナデビアグループが
⾧期的に目指す重要な方向性です。そのためには、社会の変化を待つだけでは不十分です。 

私たち自身がどのような社会を実現したいのかを発信し、ステークホルダーに働きかけ
ていくことも必要です。私たちが考える世界観や社会観を提示し、必要に応じて、行政の
制度設計に関する対話にも参画していく。そうしたソートリーダーシップも、これからの
カナデビアに求められる役割だと考えています。 
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バリューチェーン全体から社会を変えていく 

カナデビアの事業も変化しています。これまでは、バリューチェーンの一部を担う事業
が中心でした。しかし現在は、EPCから下流のサービスへ、そしてさらに上流へと関与領
域を広げています。将来は、バリューチェーン全体に関与し、そこから価値を生み出す企
業へと変わっていくと考えています。 

廃棄物処理の分野であれば、単に焼却するだけではありません。Waste to Energyから、
さらにWaste to Xへと発展させ、エネルギーだけでなく価値あるものを回収し、再び循環の
中に戻していく。 

そのためには、その地域でどのような暮らしが営まれ、どのようなものが排出され、ど
のように回収されているのかまで理解する必要があります。地域の特性に応じた解決策を
生み出すには、焼却、発酵、資源回収などの基礎的な技術を持ち、それらを組み合わせて
提供する力が不可欠です。 

個別の技術を持つ企業は世界に数多くあります。しかし、それらを一連のバリュー
チェーンとして統合的に提供できるポテンシャルを持っていることは、カナデビアならで
はの強みです。さらに、日本、スイス、オーストラリア、アメリカなどに事業基盤を持ち、
それぞれの地域からグローバルな展開を描けることも、私たちのユニークさだと考えてい
ます。 

  

社会のその先までを見る会社へ 

そしてもう一つ、2050年に向けて変えていかなければならないのは、私たち自身の意識です。
カナデビアグループで働く一人ひとりが、目の前の仕事だけを見るのではなく、その仕事
の先にいる人々や社会まで想像する。B to Bの先に行政があり、市民があり、社会があ
る。自分たちの仕事が最終的に、家族、市民、社会全体にどのような価値を届けているのかを意
識することが大切です。 

その実感は使命感につながります。そして、安全や品質、コンプライアンスといった課
題も、別々のものではなく、「社会に対してどのような責任を果たすのか」という共通の
根から捉えることができるようになるはずです。 

2050年、カナデビアと聞けば、「社会・環境インフラのことなら任せられる」「信頼で
きる」と、世界の人々からそのように受け止めていただける存在でありたい。 

 

日本だけではなく、世界各地のカナデビアグループで働く人々が力を結集し、それぞれ
の地域社会に最適なソリューションを提供する。困難な課題に直面しても解決策を見いだ
す。そうした積み重ねによって、一つのカナデビアブランドを築いていきたいと考えてい
ます。 

環境価値や社会価値を生み出すことと、企業として成⾧すること。その二つを別々に考
える時代ではなくなりつつあると考えています。 

社会にとって「なくてはならない」存在であり続けること。そして、環境と社会のレジ
リエンスを高めながら、人々の幸福に貢献すること。 

その社会価値を企業価値向上へとつなげていくことが、2050年のResilience Eco Society®

に向かうカナデビアの役割だと考えています。 

 



# 気候・自然・人と社会の統合的理解 

# サステナブルビジョンの事業実装 

# 開示の段階的高度化 

カナデビアグループは、⾧期的価値創造に関わる重要な経営課題について、 
TCFD、TNFDおよびTISFD β版の考え方を参照して整理しています。人と社会に関する情報については、
TISFD β版を参照した試行的に整理しています。 

2
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本レポートの目的と位置付け 
本レポートの目的 

本レポートは、カナデビアグループが、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、
リスクおよび機会をどのように捉え、サステナブルビジョンの実現に向けた経営課題として整
理しているかを示すことを目的としています。 

カナデビアグループは、気候変動、自然資本、資源循環、人権、労働安全、地域社会、サプライ
チェーン等の課題を、個別に切り離された課題ではなく、相互に関連する課題として捉えています。
本レポートでは、これらをTCFD、TNFDおよびTISFD  β版の考え方を参照しながら、統合的に整理します。 

  

統合報告書等との役割分担 

本レポートは、カナデビアグループの統合報告書、ESGデータ集35)およびWeb開示と相互に
補完するものです。統合報告書が、現在の事業、資本、業績および経営戦略を通じた価値創造
ストーリーを説明するのに対し、本レポートは、2050年に目指す姿から現在へ遡り、気候・自
然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会、ガバナンス、戦略、リスクとイ
ンパクトの管理、測定指標とターゲットを整理します。 

ESGデータ集およびWeb開示では、関連する方針、実績データ、個別の取組を掲載します。
本レポートでは、これらの情報を踏まえ、⾧期価値創造に関わる考え方と今後の高度化の方向
性を中心に説明します。 

  

⾧期価値創造レポートとしての位置づけ 

本レポートは、⾧期価値創造レポートとして位置づけています。2050年のサステナブルビ
ジョンから現在へ遡るバックキャスト型の説明を重視します。カナデビアグループは、短中期
の企業価値向上と、⾧期的な環境価値・社会価値の創出の双方を考慮し、一つの価値創造ストー
リーとして示すことを目指します。なお、本レポートに含まれる将来見通し、目標、戦略およ
びシナリオは、現時点で入手可能な情報および一定の前提に基づくものであり、実際の結果
は、経済情勢、技術進展、法令・政策その他の要因により大きく異なる可能性があります。 

 

参照する開示フレームワークと一般要件 
参照する開示フレームワーク 

本レポートでは、気候関連情報についてTCFD提言、自然関連情報についてTNFD提言、人と
社会に関する情報についてTISFD β版を参照しています。 

気候関連情報については、TCFD提言に加え、国際財務報告基準IFRS S2号36)「気候関連開示
基準」の考え方も参照します。自然関連情報についてはTNFD提言v1.0を参照し、人と社会に関
する情報についてはTISFD β版を参照します。なお、人と社会に関する整理は、TISFD β版への
完全準拠を示すものではなく、現時点で把握可能な情報と既存の取組に基づく試行的整理とし
て位置づけます。 

TCFD、TNFDは、企業活動と環境・社会との関係を、ガバナンス、戦略、リスク管理、指標
と目標の観点から整理するフレームワークです。本レポートでは、これらを個別に並列するの
ではなく、カナデビアグループのサステナブルビジョンおよび⾧期価値創造の考え方に沿って、
統合的に整理します。 

  

TNFD一般要件への対応 

TNFD提言では、自然関連情報の開示にあたり、開示の対象範囲、マテリアリティの適用、 
対象期間、地域・場所、他のサステナビリティ関連開示との関係、影響を受けるステークホル
ダーへの配慮など、「一般要件」の明示が求められています。カナデビアグループは、環境、
機械、社会インフラ、脱炭素化の4分野の事業を対象に、TNFD開示の一般要件37)について記載
しています。以下にその内容を記します。 

 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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説明 項目 

財務マテリアリティ基準に基づく開示を基本としつつ、気候と自然に関してインパクトマテリアリティ基準に基づく開示を行います。 マテリアリティの適用 

本レポートでは、事業領域すべてを対象とします。すなわち、カナデビアグループの、環境、機械、社会インフラ、脱炭素化の4分野の事業を対象としています。 

カナデビアグループの事業においては、カナデビアグループが所有する工場で製造した製品を販売する形態だけでなく、自治体や民間事業者が発行するRFP38)に基づき、施
設を設計・製造し、建設事業者と連携して建設・現地調整のうえ、引き渡す形態が多く存在します。今回の開示のスコープでは、後者の場合、カナデビアグループが設計
していない施設に関する調達を対象外としています。また、施設は⾧期にわたり使われますが、カナデビアグループでは施設等の解体事業を行っていないため、施設等の
廃棄時に発生する諸工程は対象外としています。施設等は、自社で運営するほか、特別目的会社(Special Purpose Company (SPC)39))を設立し、施設等の所有者等から運営
を受託して操業する場合(以下、「運営受託」という)があり、この場合に限り運用を対象としています。各項目のバリューチェーンについて、自社工場では上流(調達)、製
造、廃棄、施設では調達、設計・製造、建設・現地調整、建設時廃棄、下流(運営・運転)を想定し、主要な原材料およびその産出場所、製造場所、建設・設置・廃棄場所、
運転場所を入手可能なデータの範囲で整理し、推計を行いました。なお、WtE/WtXにおいて、原料となるごみの収集は、カナデビアグループの事業ではないことから、対
象外としています。その主な理由はデータを取得していないためです。 

今後、バリューチェーンの上流・下流について、データの取得範囲の拡大と可用性の向上に取組、それらデータに基づく更なる分析と開示スコープ拡大を目指します。 

開示のスコープ 

自社工場にかかわる調達、製造、廃棄、および施設等の建設にかかわる調達、設計・製造、建設・現地調整、建設時廃棄、下流(運営・運転)を対象に、近接する保護区およ
び生物多様性において重要な地域に与えるインパクトを、各施設の環境情報等を用いて評価しました。また、バリューチェーン上流(資材、燃料)については、入手・試算可
能な情報を踏まえ、情報が不十分な場合においては保守的な判断によりインパクトを評価しました。詳細は、4.2節および4.3節において述べますが、本レポートの対象範
囲においては、重要な自然関連課題がある地域は、カナデビアグループが水処理施設および風力発電所を設置した場所が主であることが分かりました。 

自然関連課題がある 
地域     

カナデビアグループでは、TCFDに基づき、気候変動に対する取組やガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標に関して開示を行ってきました。 
今回は、TCFD・TNFD・TISFD β版をまとめた開示としています。今後の開示基準の整備動向を注視し、情報開示の充実を推進します。 

他のサステナビリティ
関連の開示との統合 

表2-1：TNFD一般要件 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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説明 項目 

カナデビアグループでは、2050年に目指す姿「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最大化する」からなるサステナブルビジョンを設定し、これを実現するためにバッ
クキャストアプローチで2030年ビジョンや事業計画を策定しています。したがって、本レポートの対象期間は、このビジョンを達成するまでの期間である、現在から2050
年までの期間としています。 

検討する対象期間 

世界の持続可能な発展には、環境課題を解決するための事業活動を行うだけでは実現できず、人々の基本的ニーズ、すなわち、健康、影響力、能力、公平、意味・意義が
認められる社会的包摂が必要と認識しており、事業が成⾧するにあたっても、カナデビアグループはもちろんサプライチェーンも含めた人権尊重への取組が求められてい
ます。人権の尊重を含むサステナビリティへの取組の計画や進捗状況は、サステナビリティ推進委員会で確認・管理されています。カナデビアグループは、国際人権章
典、国際労働機関(ILO)の「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に則り、2024年4月に人権方針を制定し、
「人権デュー・デリジェンス徹底、人権リスクゼロ40)」を目標(ゴール)として掲げ、人権尊重の取組を推進しています。 

人権尊重の取組は、カナデビアグループのみならず、サプライチェーンを構成するサプライヤーの理解と協力が不可欠です。そこで、カナデビアグループは、グループ調
達基本方針を定め、サプライチェーンがこれに準拠しているかどうかを確認するため、国連グローバルコンパクトSAQ(Self-Assessment Questionnaire)を用いて、サステ
ナビリティに関する調査を行っています。(i)調査、(ii)評価・フィードバック、(iii)改善要請、(iv)再評価のサイクルを通じて、材料の調達や設備等の建設にあたり、地域住
民の人権に配慮するとともに、サプライチェーン上において強制労働や児童労働等による人権侵害が発生しないよう、人権への現実および潜在的な負のインパクトに関す
る対応について取組向上と改善に努めています。 

人と社会関連の開示においては、カナデビアグループで働く人々(own workforce)41)、バリューチェーン上で働く人々、カナデビアグループ製品・サービスを利用する顧
客・利用者、施設が立地・運営される地域社会、ならびに投資家・金融機関を主要なステークホルダーとして整理します。なお、今後「働く人々」とのみ記載した場合に
は、カナデビアグループで働く人々を指します。 

これらのステークホルダーに対して、カナデビアグループの事業活動が与える正・負のインパクト、カナデビアグループが依存している人的資本42)・社会資本、そこから
生じるリスクおよび機会を把握し、戦略、リスク管理、指標と目標に反映します。 

先住民族・地域社会・
インパクトを受ける 
ステークホルダーに対
するエンゲージメント 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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TISFD β版の位置づけ 

人と社会に関する情報については、TISFD β版を参照しています。TISFD β版は、人と社会に
関する依存、インパクト、リスクおよび機会を把握し、開示するためのフレームワークとして
開発が進められているものです。 

TCFDおよびTNFDは、ガバナンス、戦略、リスク管理(TNFDではリスクとインパクトの管
理)、指標と目標の4つの柱を基礎としています。一方、TISFD β版では、ガバナンス、戦略、イ
ンパクトとリスク管理について、最初のドラフト勧告が示されています。人と社会に関する指
標と目標の勧告は、今後の版において開発される予定です。 

このため、本レポートでは、人と社会に関する情報を、主としてガバナンス、戦略、インパ
クトとリスク管理の3領域に沿って試行的に整理します。第6章で示す人と社会に関する指標
は、カナデビアグループが既に経営管理に用いている指標または今後の検討候補を整理したも
のであり、将来公表されるTISFD β版の指標・目標勧告への準拠を示すものではありません。 
また、対象範囲、評価方法、指標およびデータについては制約があるため、今後、定義、測定
方法および管理プロセスを段階的に高度化していきます。 

TISFD β版では、人と社会に関する開示の一貫性、比較可能性および意思決定有用性を高め
るため、Materiality、System-relevant information、Stakeholder engagement、Scopeおよ
びTime horizonsの5つの一般要件が提案されています。本レポートにおける対応状況は、  
表2-2のとおりです。 

 

本レポートにおける依存、インパクト、リスクおよび機会の考え方 

本レポートでは、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を整
理します。 

依存とは、カナデビアグループの事業活動が、気候、自然資本、人材、技能、地域社会、サ
プライチェーン、顧客・利用者との関係などに支えられている側面を指します。インパクトと
は、カナデビアグループの事業活動が、環境や人と社会に与える正または負の影響を指します。 

 

主な参照先 本レポートにおける考え方 一般要件 

2.2、 
4.4、4.6、
5.5 

財務マテリアリティを基本としつつ、人と社会への重要な正負
のインパクトも把握する。影響の深刻度、範囲、是正困難度、
発生可能性、不平等・分配、依存の重要性および財務影響経路
を踏まえ、重要な情報を試行的に判断する。 

Materiality 

4.6 

個別企業レベルのリスクに加え、技能人材不足、サプライヤー
基盤の弱体化、社会インフラへのアクセス格差、移行の便益・
負担の偏在等が累積した場合の社会・経済システムへの影響経
路を定性的に整理する。現時点では、カナデビアグループの寄
与度やシステム全体の財務影響を定量化したものではない。 

System-relevant 
information 

3.7、5.4、
5.7、付録D 

人権DD、働く人々の声、取引先調査、相談・通報、地域・顧客
との対話等を、インパクトの特定・評価、予防・軽減、是正・
救済43)および経営判断の改善に活用する。対話の目的、対象、
方法、主な意見、対応およびフォローアップを段階的に明示する。 

Stakeholder 
engagement 

2.3、4.4、
5.5 

働く人々、バリューチェーン上で働く人々、顧客・利用者、影
響を受ける地域社会を主な対象とする。直接操業に加え、把握
可能な範囲で上流・下流のバリューチェーンを含める。投資
家・金融機関は、主として開示情報の利用者および資金提供者
として区分する。 

Scope 

2.3、4.5、
4.9 

短期を2026～2030年、中期を～2040年、⾧期を～2050年とし
て整理する。重大な人権・安全上のインパクトについては、発
現時期が⾧期であることのみを理由として評価対象から除外し
ない。 

Time horizons 

表2-2：TISFD β版の一般要件への対応 

リスクとは、これらの依存やインパクトを起点として、カナデビアグループの事業、財務、
レピュテーション、事業継続等に影響を及ぼし得る不確実性を指します。機会とは、環境価
値、社会価値の創出と、それらを通じた企業価値の向上につながる可能性を指します。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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報告対象範囲、対象期間、バリューチェーン 
対象事業 

本レポートでは、カナデビアグループの主要事業領域を
対象とします。カナデビアグループの事業は、環境、機械、
社会インフラ、脱炭素化に関わる事業を含み、気候・自然・
人と社会との関係が強いことから、これらを統合的に分析
することが重要であると考えています。 

対象範囲の設定にあたっては、カナデビアグループの事業
活動が、製品・設備の設計・製造・建設・運営、バリュー
チェーン、地域社会、顧客・利用者等との関係を通じて、
複数の依存、インパクト、リスクおよび機会と結びついて
いる点を踏まえています。 

 

対象期間 

本レポートでは、現在から2050年までを主な対象期間と
して整理します。これは、カナデビアグループが2050年に
目指すサステナブルビジョンを起点として、2030年、2040
年、2050年に向けた価値創造の道筋を検討するためです。 

ただし、すべての領域において同じ粒度で分析できてい
るわけではありません。気候・自然については既存の開示、
データ、分析を基礎とし、人と社会については現時点で把
握可能な情報に基づき、試行的に整理しています。 

  

 

 

 

対象とするバリューチェーン 

本レポートでは、自社の事業活動に加え、把握可能な範
囲で上流および下流のバリューチェーンを対象とします。
具体的には、調達、設計、製造、建設、運営、保守、利用、
廃棄等の各段階において、気候・自然・人と社会に関する
依存、インパクト、リスクおよび機会を整理します。 

一方で、バリューチェーン全体にわたり、すべてのデータ
を網羅的に取得・評価できているわけではありません。特
に上流・下流の一部領域については、データの取得範囲や
推計方法に制約があるため、本レポートでは、把握可能な
範囲と今後の高度化方針を明示します。 

 

地域・場所の考え方 

自然関連および人と社会に関する課題は、事業活動が行
われる地域や場所との関係が重要です。そのため、本レ
ポートでは、主要な事業活動、施設、バリューチェーン、
地域社会との関係を踏まえ、場所に関する情報を可能な範
囲で整理します。 

自然関連課題については、保護区域、生物多様性上重要
な地域、水リスク等との関係を考慮します。人と社会に関
する課題については、働く人々、バリューチェーン上で働
く人々、顧客・利用者、地域社会等のステークホルダーと
の関係を踏まえます。 

  

 

 

対象範囲に関する制約 

本レポートの対象範囲は、現時点で取得可能な情報およ
び分析可能な範囲に基づいて設定しています。そのため、
一部のバリューチェーン、地域、ステークホルダー、デー
タ項目については、十分な情報を取得できていない領域が
あります。 

 これらの制約については、レポート内で明示するととも
に、今後、データ取得範囲、評価方法、管理プロセスの整
備を進め、開示の高度化を図ります。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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カナデビアグループの事業とサステナブルミッション 

カナデビアの事業分野 
 

サステナブルで、安全・安心な社会の実現に貢献するソリューションパートナー 
「脱炭素化」「資源循環」「安全で豊かな街づくり」 

ごみ焼却発電、海水淡水化プラント、
汚泥再生・資源化システム等環境関連
施設の設計/建設/運営/保守 

ごみ焼却発電施設 ごみ焼却発電施設 

汚泥再生処理 
システム 海水淡水化プラント 

環境事業 環境事業 
水門、煙突などの鋼製構造物の 
設計・製作・建設等 

社会インフラ事業 社会インフラ事業 
風力発電、水素発生装置、メタネー
ションシステム、プロセス機器、 
舶用エンジン等 

脱炭素化事業 

水素発生装置 水素発生装置 

風力発電 プロセス機器 

脱炭素化事業 機械事業 

反射防止膜・防汚膜装置、 
フィルタープレス等各種産業機械 

機械事業 

フィルタープレス フィルタープレス 

反射防止膜・防汚膜装置 反射防止膜・防汚膜装置 

図2-1：脱炭素化、資源循環、安全で豊かな街づくりに貢献する4事業分野の全体像 

事業分野と本レポートにおける分析区分 

カナデビアグループは、環境、機械、社会インフラ、脱
炭素化をはじめとする多様な事業を展開しています。カナ
デビアグループの事業は、環境負荷を低減するだけでな
く、衛生的な廃棄物処理や水処理を通じた生活環境の改
善、感染症リスクの低減などの公衆衛生の向上、地域社会
の安全・安心、災害への備え、資源・エネルギーへのアク
セスを支える社会インフラとしての性格を有しています。 

本レポートでは、気候・自然・人と社会に関する依存、
インパクト、リスクおよび機会を整理するため、カナデビ
アグループの事業を主に環境事業、機械事業、社会インフ
ラ事業、脱炭素化事業の4つの事業分野に区分して説明しま
す。なお、各事業分野の中では、後続章の分析に応じて、
事業特性、規模、地域、バリューチェーン上の位置づけを
踏まえた単位で整理します。 

カナデビアグループの環境事業、社会インフラ事業等の
多くは、顧客の仕様に基づき、設計、調達、建設を行い、
施設・設備を引き渡すEPC型の事業です。このため、施
設・設備の環境性能や仕様に関する意思決定には、顧客の
方針、地域の制度、事業計画が大きく関わります。カナデ
ビアグループは、顧客の環境負荷低減に資する技術、設
計、運営・保守、高度化提案を総合的に提示することで、
バリューチェーン全体の環境負荷低減に貢献します。一
方、機械事業やプロセス機器事業等の一部では、メーカー
として自社の設計・調達・製造上の意思決定を通じて、環
境負荷低減に取り組むことができます。  

付録Aにおいて、カナデビアグループが提供する施設・設
備等のプロセスを解説していますのでご参照ください。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

フラップゲート式水災害対策設備 フラップゲート式水災害対策設備 

水門 水門 
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環境事業 

環境事業分野では、ごみ焼却発電、バイオマス発電44)、
バイオガスプラント、海水淡水化プラント、汚泥再生・資
源化システム、最終処分場浸出水処理システム、上水・下
水・産業排水処理システム等、環境関連施設の設計・建
設・運営・保守を手がけています。特にごみ焼却発電はカ
ナデビアグループの中核事業であり、世界最大のごみ焼却
発電施設等のプラントエンジニアリング企業として、世界
で1,500件以上の施設を設置してきた納入実績を誇り、世界
の資源循環型社会の実現に貢献しています。水処理につい
ても400件以上の施設を設置してきました。これらの事業
は、廃棄物の衛生的処理、エネルギー回収、資源循環、水
環境の保全を通じて、地域社会の生活基盤、公衆衛生、環
境負荷低減の双方に関わるものです。 

本レポートでは、環境事業について、主にWtE事業、バイ
オマス発電事業、水事業、WtX事業に区分して分析します。 

 

カナデビアイノバの位置づけ 

環境事業の中でも、カナデビアイノバは、カナデビアグ
ループのグローバルな資源循環・脱炭素化事業を担う重要
な会社です。カナデビアイノバは、スイス・チューリッヒ
に本社を置き、プラントの設計・建設に加え、運営・保守、
アセットマネジメント、プロジェクト開発等の機能を有
し、欧州を中心とした日本国外の環境・脱炭素化事業で重
要な役割を果たしています。主力事業は、ごみ焼却発電
(WtE/WtX)、バイオガス、バイオメタンなどの再生可能ガス
事業を展開し、廃棄物を単に処理するのではなく、 

 

 

 

エネルギー、熱、資源、ガス、素材へと転換することで、
地域の資源循環とエネルギー供給を支えています。WtEや
WtXは、脱炭素化、資源循環、エネルギー供給の安定性に貢
献するだけでなく、公衆衛生、地域雇用、災害時のレジリ
エンスなど、人と社会のWell-being45)にも関わる社会イン
フラです。 

本レポートでは、カナデビアイノバの事業を、カナデビ
アグループが目指すResilience Eco Society®の実現に向けた
グローバルな社会実装モデルの一つとして位置づけ、第4章
において、地域共創との関係を含めて説明します。 

 

オスモフローの位置づけ 

カナデビアグループの日本以外の水事業はオスモフロー
を中心に展開しています。オスモフローは、RO(逆浸透膜)46)

技術を強みに水をつくる・再利用する会社です。豪州・ア
デレードに本社を置き、中東・インド等で、海水淡水化、
鉱山・工場等の産業用水／排水処理、水再利用を手掛けて
います。加えて、干ばつや工事時などに迅速に設置できる
可搬型水処理設備のレンタルも展開しています。例えば、
オーストラリアでの鉱山廃水処理や、カーボベルデでは、
慢性的な水不足を解消するための大型海水淡水化事業を、
モルディブにおける再生可能エネルギーを利用した海水淡
水化実証事業などを進めており、水事業の社会的価値や技
術的強みを顕しています。 

 

 

 

 

 

機械事業 

機械事業分野では、半導体製造工程で使用される機器
や、食品工場、医療関連、輸送業などの多様な分野に向け
て、反射防止膜・防汚膜装置、フィルタープレス、ラッピ
ングプレート等の各種産業機械を提供しています。これら
の事業は、産業活動を支える基盤技術であるとともに、製
品の高機能化、省資源化、プロセス効率化、品質向上に関
わるものです。本レポートでは、これらを機械事業として
包括的に言及します。 

 

社会インフラ事業 

社会インフラ事業分野では、水門、煙突などの鋼製構造
物の設計・製作・建設およびそれらの耐震補強・老朽化し
た設備の維持補修を通じて、安全・安心なまちづくりに貢
献しています。特に水門については、水門・鉄管メーカー
として100年を超える歴史を有し、これまで約570件の水門
建設に携わってきました。 

水門事業は、洪水調整、河川流量の調整、取水、発電、
高潮・津波・逆流への対策などを通じて、水の量と流れを
制御する事業です。また、津波・高潮など自然の力を利用
して作動するフラップゲート式水災害対策設備を展開し、
災害に強い社会の構築にも貢献しています。本レポートで
は、水門、フラップゲート式水災害対策設備等を中心に、
社会インフラ事業として分析します。 

 なお、橋梁事業については、 橋梁事業に関する新規案件の営
業活動停止が決定されたため、本年度の事業別分析の対象から
は外しています。ただし、製造活動が継続していることから、
調達に関するLCA分析47)には関連する影響を含めています。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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カナデビアの事業分野 

カナデビアの事業は、社会インフラやエネルギー分野など、様々な場所で利用されています。 

環境事業 

脱炭素化事業 

機械事業 社会インフラ事業 

環境事業 

機械事業 

社会インフラ事業 

脱炭素化事業 

図2-2：カナデビアグループの事業とSDGs 

脱炭素化事業 

脱炭素化事業分野では、風力発電、水素発生装置、メタ
ネーションシステム、原子力関連機器、プロセス機器を手
掛けています。これまで、中東・アジアにプロセス機器を
1,000基以上、北米を中心に原子力関連機器を3,000基以上
納入してきました。また、風力発電は日本に9件の納入実績
があり、秋田県および青森県で発電事業を展開しています。 

本レポートでは、脱炭素化事業を、分析上の観点から4つ
に区分して扱います。第一に、圧力容器、キャスク・キャ
ニスター(使用済み核燃料輸送・貯蔵容器)等に関する機器・
設備に関する領域をプロセス機器事業とします。第二に、
水電解装置およびメタネーション技術を活用した領域を脱
炭素化システム事業とします。第三に、風力発電に関する
事業を風力発電事業として扱います。第四に、舶用エンジ
ン、脱硝装置、脱硝触媒および脱炭素関連触媒を含む領域
を舶用エンジン事業と総称します。 

なお、舶用エンジンについては日立造船マリンエンジン
株式会社の一部株式譲渡により2026年4月から連結対象外と
なりましたが、本レポートでは2026年3月までの実績に基づ
いて報告します。 

サステナブルミッションとの接続 

カナデビアグループは、「技術の力で、人類と自然の調
和に挑む」をブランドコンセプトとして掲げていますが、
これはサステナブルミッションそのものです。環境、機
械、社会インフラ、脱炭素化の各事業は、いずれも気候・
自然・人と社会に関する課題と関係しています。 

 

 本レポートでは、これらの事業を、単なる製品・サービ
スの集合としてではなく、環境負荷の低減、資源循環、脱
炭素化、災害への備え、地域社会の安全・安心、人々の
Well-beingに貢献する事業群として捉えます。そのうえ
で、各事業が有する依存、インパクト、リスクおよび機会
を、第4章で整理します。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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サステナブルビジョンと価値創造フレーム 
サステナブルビジョン 

カナデビアグループは、2050年に目指す姿として、「環
境負荷をゼロにする」こと、および「人々の幸福を最大化
する」ことを掲げています。このサステナブルビジョン
は、カナデビアグループが気候・自然・人と社会に関する
課題を、個別の環境課題や社会課題としてではなく、⾧期
的な価値創造に関わる一体の経営課題として捉えるための
起点です。 

「環境負荷をゼロにする」とは、自社の事業活動に由来
する環境負荷にとどまらず、カナデビアグループの               
バリューチェーンの環境負荷、およびカナデビアグループ
の製品・サービスを利用する顧客の環境負荷を、事業活動
や製品・サービスの利用が行われる各地域が本来有する環
境復元力の範囲内にとどめることを意味します。この考え
方は、環境負荷を単に自社内で管理するものとしてではな
く、バリューチェーンと地域社会の中で捉えるものです。
この考え方は、プラネタリー・バウンダリー48)の考え方を
踏まえ、事業活動が行われる地域の環境復元力を損なわな
い範囲で環境負荷を管理・低減していくものです。 

一方、「人々の幸福を最大化する」については、これま
でサステナブルビジョンに掲げる理念としての位置づけが
中心でした。本レポートでは、この理念を事業活動にどの
ように結び付けていくかについて、試行的に整理します。
具体的には、働く人々やバリューチェーン上で働く人々な
ど、カナデビアグループの事業活動を支える人々のWell-
beingを高める「自社軸」と、カナデビアグループの製品・
サービスを利用する顧客・利用者や地域社会など、第三者
のWell-beingに貢献する「第三者軸」の二つの側面から捉
えます。 

自社軸では、安全、健康、技能、働きがい、心理的安全
性、公正な取引、信頼関係などが、事業を安定的に遂行す
るための基盤となります。第三者軸では、廃棄物処理、
水、エネルギー、防災、脱炭素化などに関わる製品・サー
ビスを通じて、衛生・公衆衛生や生活環境の向上、エネル
ギー・水へのアクセス、災害対応力、地域雇用、地域の誇
りを支えることが、カナデビアグループの事業による社会
価値創出につながります。 

このように、「環境負荷をゼロにする」ことと「人々の
幸福を最大化する」ことは、別々の目標ではありません。
環境負荷を低減し、地域の資源循環やレジリエンスを高め
ることは、人々の安全・安心と生活基盤を支えることにつ
ながります。また、人々の能力を引き出し、信頼やつなが
りを育むことは、脱炭素、資源循環、防災、社会基盤の高
度化を実現していくための重要な条件となります。 

 

価値創造フレームの位置づけ 

本レポートは、2050年のサステナブルビジョンから現在
へ遡り、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、
リスクおよび機会を捉え、ガバナンス、戦略、リスクとイ
ンパクトの管理、測定指標とターゲットへ展開します。 

図2-3に示す価値創造フレームは、現在の事業・資本・実
装基盤が、将来の事業価値、環境価値および社会価値へど
のようにつながるかを示すものです。現在の事業基盤、技
術、人材、顧客基盤、グローバルな実装力を起点として、
2030年代には⾧期統合型の地域循環事業を構想・形成し、
2040年代には地域特性に応じたResilience Eco Society®モデ
ルとして展開します。2050年には、多数の地域でモデルが
継続的に運営され、3つの価値が統合的に創出されている状
態を目指します。このフレームは、単に将来像を説明する
ための図ではありません。カナデビアグループが、経営戦
略、事業戦略、サステナビリティ戦略、依存、インパク
ト、リスクおよび機会分析を一つのロジックとして整理
し、現在の経営判断や事業活動が、将来の価値創造にどう
つながるかを示すフレームです。 
 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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2030年、2040年、2050年に向けた展開 

カナデビアグループは、2030年、2040年、2050年を、⾧期価値創造の発展段階を示す重要な時間軸として捉えています。これは、現在の事業・資本・実装基盤を起点に、⾧期統合型の地域循環事
業を構想・形成し、Resilience Eco Society®モデルとして展開しながら、各地域での価値実現へつなげる過程です。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

多数のResilience Eco Society®モデル
による環境・社会価値の実現 

地域価値クリエーター 

経済・環境・社会価値を統合する多数
の地域モデルを普及・定着 

各地域における環境負荷ネットゼロ49)

の実現 

各地域における人々の幸福の最大化 

2050年 

Backcast 

価値創造のステージ 

カナデビアの役割 

事業モデル 

(現在の事業・資本・実装基盤) ⾧期統合型の地域循環事業の 
構想・形成 

Resilience Eco Society®モデルの 
事業展開 

環境価値創造を支える社会インフラ
パートナー 共創プラットフォーマー 地域モデルプロバイダー 

EPC・設備提供、O&Mを通じた安定運
営・環境負荷低減 

地域課題を起点に、政策・制度、技
術、資金、事業・運営を統合して⾧期
事業を組成 

⾧期統合型の地域循環事業を、地域特
性に応じたモデルとして提供・ 
展開 

自社排出削減・環境負荷低減の進捗 環境負荷低減・資源循環モデルの 
形成 

モデルの普及による環境負荷低減・資
源循環の拡大 

社会インフラの安定運営 信頼と対話に基づく持続可能な 
バリューチェーン 

生活基盤・地域レジリエンス、地域
Well-beingの向上 

環境価値 

社会価値 

2025年度 2030年代 2040年代 

創
出
価
値 

   共通の実装基盤 ---  ガバナンス・ERM｜データ｜技術・人材｜安全・人権｜サプライチェーンマネジメント｜顧客・自治体・地域等との共創 

図2-3：価値創造フレーム       

Forecast 



23 

 2030年代：⾧期統合型の地域循環事業の構想・形成 

2030年代は、カナデビアグループが共創プラットフォー
マーとして、⾧期統合型の地域循環事業を構想・形成する
段階です。地域課題を起点に、顧客、自治体、サプライ
ヤー、金融機関、研究機関、地域社会等との対話を通じ
て、政策・制度、技術、資金、事業および運営を組み合わ
せ、⾧期的に持続可能な事業として組成します。 

事業面では、EPC・設備提供とO&Mを基盤に、プロジェ
クト開発、⾧期運営およびライフサイクルサービスへ価値
提供を広げます。環境面では、地域特性に応じた環境負荷
低減・資源循環モデルを形成します。人と社会の観点で
は、環境、人権、コンプライアンス等の観点を営業、設
計、調達、製造、施工、運営に組み込み、信頼と対話に基
づく持続可能なバリューチェーンの形成を目指します。 

そのため、共通の価値観の下で、誠実さと透明性を保ち
ながら適切にリスクをとり、挑戦と学習を支えるガバナン
スを実践します。事業戦略の初期段階からリスクを具体化
し、適切な管理策や対応策を講じることで「どうすれば実現
できるか」を検討し、新たな事業につなげます。 

 

 2040年代：Resilience Eco Society®モデルの事業展開 

2040年代は、カナデビアグループが地域モデルプロバイ
ダーとして、⾧期統合型の地域循環事業をResilience Eco 
Society®モデルとして提供・展開する段階です。 

このモデルは、特定の設備構成を一律に複製するもので
はありません。廃棄物、水、炭素、エネルギー、資源、防
災等を、地域の自然条件、制度、財政、産業構造および 

 

 

人々のニーズに応じて組み合わせ、事業開発、ファイナン
ス、EPC、⾧期運営を統合した地域モデルとして実装します。 

事業面では、地域循環事業の開発・建設・⾧期運営に加
え、資源・エネルギー供給等による価値提供を拡大しま
す。環境面では、モデルの普及を通じて環境負荷低減と資
源循環を広げます。人と社会の面では、生活基盤、地域レ
ジリエンスおよび地域のWell-beingの向上に貢献します。 

この段階では、カナデビアグループ共通の価値観を維持
しながら、各地域・各事業が、それぞれの法制度や事業環
境に応じて主体的に判断し、事業を展開できるガバナンス
へと発展させます。また、Resilience Eco Society®モデルの展開
に当たっては、顧客、自治体、事業者、金融機関、研究機
関、サプライヤー、地域社会等と目指す価値を共有し、そ
れぞれの役割と責任を明確にしながら、継続的な対話を通
じて共創を進めます。 

 

2050年：多数のResilience Eco Society®モデルによる  
環境・社会価値の実現 

2050年には、カナデビアグループが地域価値クリエー
ターとして、多数のResilience Eco Society®モデルを継続的
に運営・高度化し、環境価値、社会価値および事業価値を
統合的に創出している状態を目指します。 

Resilience Eco Society®は、廃棄物、水、炭素、エネル
ギー等を、単に処理・供給する対象ではなく、地域の資
源、生活基盤、安全・安心、学び、雇用、誇り、共創の源
泉として再構成する社会実装モデルです。その⾧期運営、
循環サービス、設備・機能の更新・高度化が、継続的な事
業価値を生み出します。 

 

 

環境面では、各地域における環境負荷ネットゼロの実現
を目指します。社会面では、生活環境、公衆衛生、安全・
安心、地域雇用、地域レジリエンス、信頼およびつながり
を高め、各地域における人々の幸福の最大化につなげます。 

ガバナンス面では、各地域の主体性を尊重しながら、モ
デル群から得られるデータ、知見および失敗を共有し、3つ
の価値を継続的に高めます。地域の変化、新たな技術、制
度およびリスクに応じて、事業モデルとその運営・管理の
仕組みを継続的に見直します。 

 

3つの価値を同時に創出する 

この時間軸は、経済価値、環境価値、社会価値を別々に
追求するものではありません。⾧期統合型の地域循環事業
を構想・形成し、Resilience Eco Society®モデルとして提
供・展開し、継続的に運営・高度化することによって、環
境価値、社会価値の創出と経済価値向上を同時に実現する
ものです。 

環境負荷の低減や資源循環の高度化は、顧客や地域社会
の課題解決に貢献します。また、人々の安全・安心、健
康、能力、信頼およびつながりを高める取組は、事業の安
定性、品質、安全、地域からの受容、顧客との⾧期的な関
係を支えます。さらに、⾧期運営を通じて蓄積されるデー
タ、知見および地域との関係は、新たなモデルの展開や既
存モデルの高度化につながります。 

本レポートでは、この価値創造フレームを、サステナブ
ルビジョンと第3章以降のガバナンス、戦略、リスクとイン
パクトの管理、測定指標とターゲットをつなぐ考え方とし
て位置付けます。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 



24 

成功の柱の位置づけ 

カナデビアグループは、サステナブルビジョンである「環
境負荷をゼロにする」こと、および「人々の幸福を最大化
する」ことを実現するために、7つの成功の柱を定めていま
す。成功の柱とは、いわゆるマテリアリティ、すなわちカナ
デビアグループがサステナブルビジョンの実現に向けて最優
先で取り組むべき重要課題です。 

カナデビアグループがマテリアリティを「成功の柱」と呼
ぶのは、それぞれの柱に掲げた取組を達成することが、サ
ステナブルビジョンの実現に直結すると考えているためで
す。成功の柱は、理念を掲げるための項目ではなく、事業
戦略、経営管理、リスクと機会の把握、KPIによる進捗管理
をつなぐ実践的な枠組みです。そのため、本レポートで
は、7つの成功の柱を、気候・自然・人と社会に関する依
存、インパクト、リスクおよび機会を整理するための共通
軸として位置づけます。 

 本レポートで参照する7つの成功の柱は、表2-3のとおりです。 

これらの成功の柱は、いずれか一つの領域に限定される
ものではありません。気候・自然との関係が強い柱であって
も、その実装には人材、技能、安全、サプライチェーン、
地域社会との信頼が関わります。また、人と社会に関する
柱であっても、環境価値を地域に実装する事業活動と密接に
結びついています。現時点では、特に気候・自然との関係
が強い成功の柱を中心に、事業との関係、リスクと機会、
施策および指標との接続を整理しています。人と社会に関
する領域については、TISFD β版を参照しながら、既存の取
組や把握可能な情報を基礎に試行的に整理し、今後、成功
の柱全体を通じた、指標および管理プロセスとの接続を段
階的に高度化していきます。 

 

7つの成功の柱と持続可能性4原則 

位置づけ  主な関係領域  成功の柱  

脱炭素化と移行計画の基礎となる柱  気候  カーボンニュートラル  

資源循環、廃棄物、水、素材循環に関わる柱  気候・自然  資源の完全循環  

地域の環境復元力、生態系、水・土地・化学物質に関わる柱  自然  環境復元力の最大化  

気候変動適応、防災、地域レジリエンスに関わる柱  気候・人と社会  災害激甚化への対応  

サプライチェーンの環境・人権・公正な取引に関わる柱  気候・自然・人と社会  サステナブル調達  

自社軸・第三者軸のWell-beingを事業に実装する柱  人と社会  人々の幸福の最大化  

開示、ERM、内部統制、信頼回復を支える柱  ガバナンス  コーポレート・ガバナンスの高度化  

表2-3：成功の柱 

持続可能性4原則とサステナブルビジョン 

カナデビアグループのサステナブルビジョンおよび7つの
成功の柱は、The Natural Stepが提唱する「持続可能性4原
則」を踏まえて設定しています。持続可能性4原則は、持続
可能でない状態が生じる根本原因に着目し、自然環境と人
と社会が持続可能であるために満たすべき基本的な条件を
示すものです。 

第1から第3の原則は、自然環境に関する原則です。すな
わち、自然環境の中で、地殻から取り出した物質の濃度が
増え続けないこと、人間社会が作り出した物質の濃度が増
え続けないこと、自然を物理的な方法で劣化させないこと
を求めています。これらは、カナデビアグループのサステナ
ブルビジョンのうち、「環境負荷をゼロにする」ことの基
礎となる考え方です。 

 第4の原則は、人と社会に関する原則です。すなわち、
人々が基本的ニーズを満たそうとする行動を妨げる構造的
な障壁をなくすことを求めています。この基本的ニーズ
は、健康、影響力、能力、公平、意味・意義の5項目に分解
して理解することができます。これは、カナデビアグループ
のサステナブルビジョンのうち、「人々の幸福を最大化す
る」ことの基礎となる考え方です。 

 この関係を踏まえると、サステナブルビジョンは、気
候・自然と、人と社会を別々に扱うものではありません。
自然環境の持続可能性が損なわれれば、人々の健康、安
全、生活基盤、地域社会の安定も損なわれます。一方、
人々の健康、影響力、能力、公平、意味・意義を妨げる構
造的な障壁が残れば、脱炭素、資源循環、防災、水浄化な
どの環境課題を社会に実装することも困難になります。 
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したがって、カナデビアグループにとって、「環境負荷を
ゼロにする」ことと「人々の幸福を最大化する」ことは、
別々の目標ではなく、相互に支え合うものです。7つの成功
の柱は、この二つのサステナブルビジョンを、経営課題、
事業活動、管理指標へと落とし込むための柱として位置づけ
ています。 

 

成功の柱を通じた実装と進捗管理 

サステナブルビジョンは、⾧期的な方向性を示すもので
すが、それだけでは日々の事業活動や経営判断に十分に組
み込むことはできません。そこでカナデビアグループは、サ
ステナブルビジョンを7つの成功の柱に落とし込み、それぞ
れに関連する取組とKPIを設定し、進捗管理を行っています。 

この構造により、サステナブルビジョンは、理念や宣言に
とどまらず、経営管理の対象となります。気候・自然との関
係が強い成功の柱については、GHG排出、資源循環、水利
用、土地利用、化学物質、調達などの観点から、環境負荷
ネットゼロに向けた取組を整理します。また、人と社会に
関する領域については、働く人々、バリューチェーン上で働
く人々の安全、健康、技能、人権、働きがい、公正な取引
に加え、顧客、利用者、地域社会のWell-beingに対する事業
の貢献を整理していきます。 

ここで重要なのは、成功の柱が、社内の取組を管理する
ためだけの項目ではないという点です。成功の柱は、カナ
デビアグループの事業が、顧客、利用者、地域社会、サプラ
イチェーンにどのような環境価値・社会価値をもたらすかを
確認するための軸でもあります。 

 

 

特に「人々の幸福を最大化する」については、働く
人々、バリューチェーン上で働く人々のWell-beingを高め
る自社軸と、カナデビアグループの事業を通じて第三者の
Well-beingに貢献する第三者軸の双方から捉えます。自社
軸では、安全、健康、技能、働きがい、心理的安全性、公
正な取引、信頼関係などを重視します。第三者軸では、廃
棄物、水、エネルギー、防災、脱炭素化等に関する事業を
通じて、顧客、利用者、地域社会の生活環境、安全・安
心、サービスへのアクセス、災害対応力、地域雇用、地域
の自律性に貢献することを重視します。 

 

 

 

 

気候・自然・人と社会を一体で捉える考え方 

カナデビアグループがTCFD、TNFDおよびTISFD β版をま
とめて参照するのは、外部フレームワークを単に並べるた
めではありません。持続可能性4原則、サステナブルビジョ
ンおよび7つの成功の柱が、気候・自然・人と社会を相互に
関係する経営課題として捉える考え方に基づいているためです。 

気候変動や自然資本の毀損は、人々の健康、安全、生活
基盤、地域社会の安定に影響します。一方で、人々の能力、
信頼、つながり、公平性が損なわれれば、脱炭素、資源循
環、防災、水処理などの環境課題を社会に実装することも
難しくなります。自然環境の持続可能性と、人と社会の持
続可能性は、どちらか一方だけで成立するものではありま
せん。 

 

図2-4：持続可能性4原則とサステナブルビジョン 
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この考え方は、Resilience Eco Society®の実装にも通じます。Resilience Eco Society®は、廃
棄物、水、炭素、エネルギーを資源として捉え直し、地域の環境負荷低減、資源循環、エネル
ギー・水利用・防災機能の強化を進めるだけでなく、公衆衛生、生活環境、地域雇用、エネル
ギーアクセス、地域の自律性や誇りといった社会価値を高めることを目指す社会実装モデルです。 

ここでいう社会実装は、単に設備や技術を導入することではありません。技術やサービスを
一方的に導入するのではなく、地域のニーズや社会課題を事業の設計段階から取り込み、        
顧客・地域と共創し、継続して利用できる形で実装するとともに、その過程で生じる便益と負
担が特定の主体に偏らないよう配慮することが重要です。 

このように、カナデビアグループの価値創造は、経済価値、環境価値、社会価値を別々に追
求するものではありません。環境負荷をゼロに近づける取組は、人々の暮らしの基盤を守る取
組でもあります。また、人々の健康、影響力、能力、公平、意味・意義を妨げる構造的な障壁
を減らすことは、持続可能な社会インフラを地域に根づかせるための条件でもあります。 

  

本レポートにおける扱い 

本レポートでは、7つの成功の柱を、サステナブルビジョンと、気候・自然・人と社会に関す
る依存、インパクト、リスクおよび機会の分析、戦略、リスクとインパクトの管理、測定指標
とターゲットをつなぐための基本軸として位置づけます。ただし、各領域の分析やデータの成
熟度は同一ではありません。今後、人と社会に関する、指標、対象範囲、測定方法を具体化
し、成功の柱全体を通じた進捗管理の高度化を進めます。 

開示の現在地と今後の高度化方針 
各開示対象の成熟度の違い  

 本レポートでは、気候・自然・人と社会を一体で捉え、TCFD、TNFDおよびTISFD β版の考
え方を参照しながら、カナデビアグループの⾧期価値創造に関わる依存、インパクト、リスク
および機会を整理します。 

ただし、気候・自然・人と社会を統合して扱うことは、すべての領域について同じ成熟度で
分析、管理、測定できていることを意味するものではありません。気候関連情報については、
これまでのTCFD開示、GHGデータ、シナリオ分析および移行計画等を基礎に整理しています。
自然関連情報については、TNFDの考え方を参照し、自然への依存・インパクト、リスクおよび
機会を、事業活動、バリューチェーン、地域・場所との関係を踏まえて整理しています。 

 一方、人と社会に関する情報については、TISFD Beta Version 0.1を参照し、現時点で把握可
能な情報と既存の取組に基づく試行的な整理として扱います。このため、本レポートでは、気
候・自然・人と社会を一体の経営課題として捉えつつ、それぞれの領域における現時点の到達
点、データの制約、今後の高度化方針を明示します。 

  

人と社会に関する整理の現在地  

 カナデビアグループにとって、人と社会に関する課題は、働く人々、バリューチェーン上で
働く人々の安全、健康、人権、能力開発、エンゲージメントおよび公正な取引に関わる課題で
あると同時に、カナデビアグループの製品・サービスを利用する顧客、利用者、地域社会の
Well-beingに関わる課題でもあります。  

 本レポートでは、これを自社軸と第三者軸の二つの側面から捉えます。自社軸では、カナデ
ビアグループの事業活動を支える人々のWell-beingを高めることを重視します。第三者軸で
は、廃棄物、水、エネルギー、防災、脱炭素化等の社会インフラを通じて、顧客、利用者、地
域社会の生活環境、安全・安心、サービスへのアクセス、災害対応力、地域雇用、地域の自律
性に貢献することを重視します。  

 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 



27 
27 

 人と社会に関する分析では、働く人々、バリューチェーン上で働く人々、事業の影響を受け
る地域社会、顧客・利用者、その他の脆弱性が高いステークホルダーを主な対象として整理し
ます。これらの対象について、現時点で把握可能な正負のインパクト、カナデビアグループが
依存する人的・社会的基盤、そこから生じるリスクおよび機会を試行的に整理します。 

もっとも、人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会、ならびに指標、目標、
アウトカム50)評価は、気候・自然と同じ粒度で確立している段階ではありません。現時点で
は、人権、労働安全、人材、サプライチェーン、地域社会、顧客・利用者との関係に関する既
存の取組やデータを基礎に、試行的に整理しています。今後は、これらの整理を、ガバナンス、
戦略、リスクとインパクトの管理、測定指標とターゲットに段階的に接続していきます。  

  

データ取得・推計・制約の現在地 

気候・自然に関する環境負荷データについては、グループの環境マネジメントシステムを通
じて各拠点から収集し、GHG排出量等を社内ルールに基づき算定しています。算定方法および
実績値は、ESGデータ集等で開示しています。一部の環境負荷データについては、実データを
取得できない場合に、社内ルールに基づく原単位や文献値を用いて推計しています。また、グ
ループ共通の算定ルールに基づき開示しているため、各国法令等に基づき各社が報告する数値
とは一致しない場合があります。 

人と社会に関する定量データについては、現時点では、指標の定義、対象範囲、データ収集
方法、データオーナー、算定方法および検証手続きの整備を進めている段階です。そのため、
本レポートでは、人と社会に関する定量値を網羅的に開示するのではなく、既存の取組や把握
可能な情報に基づく試行的整理として示します。 

  

 

今後の高度化方針 

今後、カナデビアグループは、気候・自然・人と社会に関する開示を段階的に高度化してい
きます。気候・自然については、データ取得範囲、場所に関する情報、バリューチェーン上
流・下流の情報、指標およびターゲットの整備を進めます。あわせて、環境マネジメントシス
テムの統合、データ入力の頻度・粒度、入力システムの見直しを進め、グループ全体のデータ
品質を高めるとともに、第三者保証に対応できる内部統制の整備を進めます。  

バリューチェーン上流・下流については、取引先および顧客とのエンゲージメントを通じ
て、データ取得範囲の拡大を検討します。特に、場所に大きく依存する自然関連情報について
は、取引先や顧客側施設に関するデータの取得可能性を高めることが、今後の重要な課題です。  

人と社会については、TISFD β版の今後の検討動向を踏まえながら、対象範囲、評価方法、指
標、モニタリング方法を具体化していきます。特に、カナデビアグループおよびサプライ
チェーンで働く人々の状態と管理プロセスを測る指標に加え、地域社会、顧客・利用者に対す
る事業のアウトカムを測る指標を段階的に整備していきます。  

本レポートは、気候・自然・人と社会に関する開示の完成形を示すものではありません。   
サステナブルビジョンの実現に向けて、カナデビアグループが現時点で把握できている情報、
試行的に整理した分析、今後高度化すべき課題を明示するものです。今後も、データ、分析、
ガバナンス、リスク管理、測定指標とターゲットを段階的に高め、環境価値、社会価値の創出
と、それらを通じた企業価値の向上を一体で説明できる開示へと進化させていきます。 
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#サステナビリティ推進体制  

#リスクマネジメント体制  

#ステークホルダー・エンゲージメント  

カナデビアグループは、気候・自然・人と社会に関する課題を、個別の環境課題・社会課題への対応にとどまるものではなく、中⾧期的な
企業価値および社会価値の創出に関わる経営課題として捉えています。これらの課題については、取締役会およびサステナビリティ推進委
員会が中心となり、気候・自然・人と社会に関する戦略や目標の設定、施策の実施状況の監督指示および必要な指示を行っています。  

3
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サステナブルミッションを実装する統合ガバナンス 取締役会・経営層による監督 
カナデビアグループは、「技術の力で、人類と自然の調和に挑む」というサステナブルミッ

ションのもと、気候・自然・人と社会に関する課題を、個別の環境・社会対応ではなく、中⾧
期的な環境価値・社会価値の創出と、それを通じた企業価値の向上に関わる経営課題として捉え
ています。 

本章では、気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、取締役
会、経営層、グループCxO、サステナビリティ推進委員会、リスクマネジメント委員会、事業
部門および管掌部門が、どのように監督・管掌し、経営判断へ接続しているかを説明します。
依存、インパクト、リスクおよび機会の特定、評価、優先順位付け、管理、モニタリングおよ
び全社的リスクマネジメントへの統合プロセスについては、第5章で詳述します。 

本レポートにおけるガバナンスは、気候・自然に関するリスクと機会のみを対象とするもの
ではありません。TISFD β版の観点も踏まえ、人と社会に関する依存、インパクト、リスクお
よび機会についても経営上の重要課題として捉え、その対象には働く人々、バリューチェーン
上で働く人々、地域社会、顧客・利用者を含みます。 

これにより、カナデビアグループのガバナンスは、サステナビリティに関する監督を、サス
テナブルビジョン「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最大化する」の実現に向けた経営管理
へと接続するものとしています。 

カナデビアグループのサステナビリティに関するガバナンスは、取締役会が最終的な監督責
任を負い、執行側に設置されたサステナビリティ推進委員会が、サステナブルビジョン実現に
向けた戦略や目標を審議・策定し、その実行状況をモニタリングする二層構造としています。
具体的な施策の実行は各社・各部門が事業活動の中で担い、取締役会は、戦略や目標の妥当
性、進捗、乖離要因および改善計画を評価し、必要に応じて是正または改善を指示します。 

取締役会は、年2回、サステナビリティに関する重要事項について審議し、監督としての意思
決定、すなわち承認、再検討、改善指示を実施しています。その際、気候・自然に関するシナ
リオ、およびそれらから導出した人と社会への示唆と戦略レジリエンスの試行的評価、KPI算
定値等の将来情報について、その前提・仮定および推論過程が妥当であるかを、サステナビリ
ティ推進委員会および経営戦略会議における検討内容、サステナビリティ推進部およびERM部
の確認結果に基づきレビューし、必要に応じて修正を指示します。議題内容と監督結果は議事
録に記載し、経営層は翌年度の計画策定に反映させます。 

 取締役会が監督する主な事項には、気候変動・自然資本・社会課題に関するリスクの特定結
果、TCFD・TNFD・TISFD等のフレームワークに基づくリスク・機会の評価、サステナビリ
ティ戦略と中期経営計画の整合性、成功の柱、すなわちマテリアリティ別KPIの進捗、乖離要
因および改善計画が含まれます。 

TISFD β版の観点では、取締役会の監督対象には、人と社会に関する重要な依存、インパク
ト、リスクおよび機会も含まれます。具体的には、人権尊重、労働安全衛生、技能継承、サプ
ライチェーン上の人権・労働、公正な取引、地域社会への影響、顧客・利用者の安全、苦情処
理・救済へのアクセス等が、事業活動に伴う重要な経営課題として監督対象となります。 
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専門領域ごとの執行責任の明確化 
 カナデビアグループは、専門領域ごとの執行責任を明確化する仕組みとして、2026年4月に
グループCxO制度を導入しています。グループCxOは、専門領域ごとの責任者として位置づけ
られており、グループ会社を含む各分野において、方針立案、管理および助言の責任を担いま
す。この制度は、グループ経営が進展する中で、分野ごとの責任の所在を明確にし、経営意思
決定の高度化・迅速化およびグループ横断ガバナンスの強化を図るものです。 

 また、トップリスクのオーナーを各分野のグループCxOが担う体制を整備し、委員会ごとの
レポートラインを通じて必要な情報をグループCxOに集約します。各グループCxOがグループ
全体の視点から運営方針およびリスク対応方針を管掌することで、専門性に基づく執行と、取
締役会による監督の実効性向上を図ります。 

本レポートの対象である気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機
会、統合戦略、移行計画、KGI・KPIおよびデータガバナンスについても、取締役会、グループ
CxO、後述するサステナビリティ推進委員会、リスクマネジメント委員会、事業部門および管
掌部門が連携して扱います。これにより、サステナビリティに関する監督は、取締役会への報
告にとどまらず、専門領域ごとの責任を担う経営層が、事業戦略、リスク管理、KPI管理およ
びデータガバナンスに接続して実行する統合ガバナンスとして運用されます。 

なお、経営層による執行責任は、気候・自然に関する目標管理に限られるものではありませ
ん。人と社会に関する課題についても、人権尊重、コンプライアンス、労働安全衛生、人的資
本、サプライチェーン、品質、地域社会および顧客・利用者への影響を、各専門領域の責任の
下で扱い、必要な情報を経営判断へつなげます。これは、TISFD β版の観点を踏まえ、人と社
会に関する依存、インパクト、リスクおよび機会を、経営上のリスク管理および価値創造の対
象として扱うための基盤となります。 

 

図3-1：グローバル会議の様子 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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サステナビリティ推進体制 
サステナビリティ推進委員会 

サステナビリティ推進委員会は、サステナブルビジョン実現のための戦略や目標設定を行
い、グループのESGに関する重要な課題に対する戦略・施策の実施状況を監督し、必要な指示
を行います。同委員会は、中期経営計画策定に際し、サステナブルビジョン実現のための戦略
や目標を見直すための審議を行います。その際、TCFD・TNFD・TISFD β版等のフレームワー
クに基づき、気候変動および自然関連ならびに人と社会に関する依存、インパクト、リスクと
機会を評価します。サステナビリティに関する取組の進捗等は、サステナビリティ推進委員会
で確認し、取締役会に報告します。 

2026年度からは、グループCxO導入に伴い、サステナビリティ推進委員会委員⾧をグループ
CEOである取締役社⾧からグループCRGO(Group Chief Risk Governance Officer)51) へ変更し、
専門性に基づく執行を推進するとともに、サステナビリティ推進委員会の委員構成を経営戦略
会議メンバーおよび主要なグループ会社社⾧へ拡大し、事業戦略とサステナビリティ戦略の統
合的なマネジメントプロセスを強化します。 

 

サステナビリティ戦略委員会 

サステナビリティ戦略委員会は、サステナビリティ推進委員会の方針のもと、サステナブル
ビジョンおよび成功の柱に基づく戦略を、事業戦略、投資判断、KPI管理および実行施策へ接
続するための検討機能を担います。同委員会は、サステナビリティ推進委員会を補完し、個別
テーマをより実務的・戦略的に検討する場として機能します。すなわち、サステナビリティ推
進委員会がグループ全体の方針、目標、進捗および取締役会報告を担うのに対し、サステナビ
リティ戦略委員会は、事業戦略との整合性、KPIの実効性、実行施策の優先順位および部門横
断課題の整理を担います。 

2026年4月より、事業戦略とサステナビリティ戦略の一体化を進めるため、サステナビリ
ティ戦略委員会のもとに、カーボンニュートラル分科会およびサプライチェーンマネジメント
分科会を設置し、必要に応じて分科会を拡大する体制としています。カーボンニュートラル分
科会では、カーボンニュートラルガイドラインの策定、LCA算定ルールの策定と事業・製品へ
の適用、削減計画・投資計画の見える化を進めます。また、サプライチェーンマネジメント分
科会では、サプライチェーンのGHG排出量算定ルールや人権リスク対応方針の検討を進めます。 

 

 

グループの事業活動に由来するGHG排出量などの 
環境データ管理プロセスの検証とモニタリング 

サステナビリティ推進委員会 
委員⾧：取締役社⾧ 
委 員：事業本部⾧、事業所⾧、 
    グループ会社社⾧ 
事務局：サステナビリティ推進部 

指示 

➀サステナブル経営方針の決定 
➁サステナビリティ推進委員会の運用状況を監督 

グループ全体および事業部・各社のサステナビリティ
に関する基本方針、戦略等立案とKPIフォロー 

➀環境保全の基本方針および重点実施項目の策定 
➁下部委員会への指示と監督 
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環境データ管理委員会 
委員⾧：サステナビリティ推進部⾧ 

サステナビリティ戦略委員会 
委員⾧：サステナビリティ推進部⾧ 

環境保全推進委員会 
委員⾧：サステナビリティ推進部⾧ 

➀基本方針、戦略および諸施策の審議・決定 
➁下部機関のモニタリング・助言 
【事務局】 
➀サステナビリティ推進委員会の運営 
➁サステナビリティ推進基本方針、戦略および 
 諸施策の立案、ロードマップ進捗フォロー 
➂情報収集、分析・評価 

指示 

報告 

取締役会 

サステナビリティ推進部 

サステナビリティ推進部は、サステナビリティ推進委員会の事務局として、サステナブル経
営の推進を一元的に担うとともに、方針策定やグループ横断的な各種施策の実行・支援、情報
発信等の活動を行っています。また、サステナビリティ推進部は、気候・自然・人と社会に関
する依存、インパクト、リスクおよび機会、KGI・KPI、データガバナンス、開示表現および第
三者保証対応を、関係部門と連携して統合的に整理します。具体的には、各部門から提出され
る非財務情報を集約し、算定方法、対象範囲、データ品質を確認し、証跡管理を行うととも
に、サステナビリティ推進委員会およびサステナビリティ戦略委員会での審議に必要な論点を
整理します。 

 

図3-2： サステナビリティ推進体制(2026年3月末)   

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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循環経済の分野で世界をリードするサステナビリティを 

 私は、カナデビアには循環経済の分野で世界をリードできる力があると思っています。廃
棄物処理だけでなく、エネルギー、水、資源循環など幅広い社会インフラに関する技術と事
業を持っている。これらを組み合わせれば、カナデビアだからこそ描ける循環型社会の姿が
あります。 
 サステナビリティと企業経営は、別々に存在するものではありません。カナデビアの場合
は特に、廃棄物、エネルギー、水、脱炭素化など、社会や環境の課題を解決することが、そ
のまま事業につながっています。その意味で、サステナビリティ戦略は経営戦略、事業戦略
そのものだと考えています。 
 カナデビアグループは気候変動への取組については、本業との関係も深く、かなり進んで
います。気候変動に対する社員の意識は高く、会社としての強みになっていると感じていま
す。一方、自然や人・社会といったテーマについては、これからさらに取組を深めていく余
地があります。 

2050年のビジョンに向かう道筋を、今の時点ですべて固定できるわけではありません。
2030年、2040年という時間軸を置くことは重要ですが、サステナビリティを取り巻く技術、
政策、社会、自然環境は変わり続けます。したがって、将来像からバックキャストしながら
も、その途中の道筋は環境変化に応じて見直していく「ムービングターゲット」として考え
る必要があります。 
 これは目標を曖昧にするということではありません。むしろ、目指す方向を明確にした上
で、現在地を確認し、その時点で最も適切な方法を選び続けるということです。意欲的な将
来像を示しながら、それが将来に対する確定的なコミットメントなのか、目指す方向を示す
フレームなのかを区別して説明することも、上場企業として重要だと考えています。 

「意識」できて、サステナビリティは実感と行動につながる 

 サステナビリティを進める上で、私が最も大切だと思う言葉を一つ挙げるなら、「意
識」です。制度や目標があっても、人を動かすのは「自分はこれをやろう」という意思で
す。その意思を支えるものが、日々磨いてきた「良識」、Common Senseです。そして、自
分の仕事に対するプライドだと思います。 

 その中で、私が特に重要だと思っているのは、サステナビリティを社員一人ひとりが「自
分の仕事と密接につながっているもの」として実感できるようにすることです。気候変動で
あれば、CO₂排出などを通じて事業との関係を比較的イメージしやすい一方、「自然に優し
い事業」「人々の幸福に貢献する」と言われても、自分が今日行っている仕事とどうつな
がっているのかが分からなければ、お題目で終わりかねません。重要なのは、「自分の仕事
のどこがサステナビリティにつながり、自分には何ができるのか」を理解することです。そ
の接点をリーダーが分かりやすい形で示すことが、サステナビリティを経営として推進する
上での第一歩だと考えています。私は、社員一人ひとりが、家族や親、子ども、友人に対し
て、自分たちの会社や自分の仕事を誇れる状態であってほしいと思っています。その「意
識」が実際の行動として表れ、その積み重ねがサステナビリティにつながっていきます。 
 

【経営層ヒアリング】 

サステナビリティを「一人ひとりの仕事」に
変える ー意識と良識が、実践につながるー 

専務執行役員 
グループCRGO 
兼 コンプライアンス・ 
サステナビリティ・ 
リスクガバナンス本部⾧  
小島 英一 
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浸透の鍵は、身近なリーダーが「腹落ち」し、自ら発信できるようになること 

 サステナビリティを組織に浸透させる上で、鍵になるのは身近なリーダーです。普段仕事
で接する、本部⾧、工場⾧、部⾧、グループ⾧など、社員が日常的に接する身近なリーダー
の理解と実感が不可欠です。 

 サステナビリティは、なかなか見える形で意識されるものではありません。入り口では誰
もが「大切だ」と理解していても、その先まで進めるためには、リーダー自身がその意味を
咀嚼して、自分の言葉で繰り返し組織に伝えていく必要があります。 

 「私たちは循環経済のリーダーです」と言うだけでは十分ではありません。なぜカナデビ
アがリーダーと言えるのか。どのような強みがあり、どのような社会を目指し、そのために
何をしているのか。それを経営層自身が自分の言葉で説明できなければなりません。サステ
ナビリティを所管する部門と共にそれぞれの事業や職場のリーダーが、「この仕事をどう変
えることがカナデビアのサステナビリティにつながり、その先では社会や地球環境にどう貢
献する」と説明できることが重要です。 

 一方で、⾧期を対象にするサステナビリティに、真の正解があるわけではありません。常
にターゲットは動いています。社員自身が何かを見聞きした時に、「なるほど、自分の仕事
はここにつながっているのか」と気づく。そのきっかけを数多く用意し、必要な時に背中を
押す。それが経営やリーダーの役割ではないでしょうか。 

 

幅広い接点を持つことが、サステナビリティをリードする「良識」が磨かれる 
 そこで重要になるのが、「良識」を磨くことです。良識とは、決められた正解を覚えるこ
とではありません。社会で何が起きているのかに関心を持ち、異なる考え方に触れながら、
「この状況では何が適切なのか」を自ら考える力です。これは一度身につけて終わるもので
はなく、日々磨き続ける必要があります。 
 「良識」を磨くためには、リーダーは、もっと外へ向けて発信していくべきです。私は社
員にも、社外との接点を積極的に持ってほしいと伝えています。社内だけを見ていると、ど
うしても発想や判断の幅が狭くなります。同業他社だけでなく、異なる業界、研究者、地域
社会など、さまざまな人の考え方に触れることで、「そんな捉え方もあるのか」という発見
が生まれます。 

 カナデビアグループには、環境問題への意識が高い社員が多数います。そして、社内には
すでに素晴らしい取組をしている人がたくさんいます。地域と一緒に活動している工場、専
門性を生かして社会課題に取り組んでいる社員、新しい技術に挑戦しているチーム。ところ
が、それがお互いに十分知られていません。そうした活動をもっと発信し、「隣にいる人が
こんなことをしているんだ」と知ることが、次の行動のきっかけになります。経営はこうし
た機会や経営・事業ビジョンを提供することで牽引していきます。  

 「良識」は、一度身につければ完成するものではありません。社会も変われば、事業も変
わります。外の世界に触れ、考え、対話しながら、常に自分自身の判断軸を磨き続ける必要
があります。 

 人が大きく動く時には、理屈だけでなく「共感」や「感動」があります。会社が、さまざ
まな場所にきっかけをつくり、社会との繋がりを実感できる場を提供し、社員自身の関心と
結びついて自然に動き出す環境をつくることも必要です。一人ひとりが意識と良識を磨き、
それを行動に変え続けられる環境をつくる。それが経営の務めであり、カナデビアのサステ
ナビリティを前へ進める力になると考えています。 
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関連委員会・専門機能・事業部門の役割分担 

サステナビリティ課題を経営に実装するためには、サス
テナビリティ推進委員会およびサステナビリティ戦略委員会
における審議に加え、専門部門によるルール整備・支援
と、事業部門・グループ会社における実行を連動させるこ
とが不可欠です。 

気候・自然に関する取組については、サステナビリティ
推進委員会およびサステナビリティ戦略委員会のもとで、
環境保全推進委員会および環境関連部門と連携し、自社拠
点、工場およびグループ会社における環境マネジメントシ
ステム、環境負荷データ、GHG排出量、資源循環、水利
用、廃棄物、環境法令対応および是正管理を推進します。
なお、環境マネジメントシステムや環境データの取得・算
定方法、推計・制約、第三者保証対応に関する詳細は、3.6節
および第5章で説明します。 

人と社会に関する課題については、人事部門、調達部
門、法務・コンプライアンス部門、品質部門、安全衛生部
門等が連携し、人的資本、人権尊重、多様性・公平性・包
摂性(Diversity, Equity & Inclusion(DE&I)52))、働く人々の
Well-being、労働安全衛生、サステナブル調達、サプライ
チェーンDD、品質・コンプライアンスに関する施策を推進
します。サステナビリティ推進部は、これらの部門と連携
し、人と社会に関する依存とインパクト、リスクと機会の
分析を、戦略、リスク管理、指標と目標につなぐ役割を担います。 

また、事業本部、工場、グループ会社および調達実務部
門は、気候・自然・人と社会に関する施策を、事業計画、
設備投資、研究開発、調達、製造、施工、運営、顧客提案、
地域対応等に反映し、事業活動の中で実行します。 

一方、サステナビリティ推進部、法務・コンプライアン
ス、人事、調達方針(企画・管理)機能、品質、安全衛生等の
本社専門機能は、方針・ルールの整備、助言、モニタリン
グ、データ品質確認、是正支援、取締役会および各委員会
への報告支援を行います。これにより、事業部門・グルー
プ会社が自らの事業活動においてサステナビリティ施策を
実行しつつ、本社専門機能がグループ横断で一貫性、信頼
性および説明可能性を確保します。 

カナデビアグループが気候・自然・人と社会に関する課
題を統合的に管理するうえでは、これらを個別の環境課
題・社会課題として分離して扱うのではなく、事業戦略、
リスク管理、人的資本経営、コンプライアンス、サプライ
チェーン管理および改善活動に接続することが重要です。
特に、人権尊重、コンプライアンス、心理的安全性、組織
風土、人的資本、サプライチェーン上の信頼は、カナデビ
アグループが環境価値・社会価値を社会に実装し続けるた
めの経営基盤です。カナデビアグループでは、これらを統
合ガバナンスのもとで管理し、専門機能と事業部門が連携
して実効性を高めていきます。 

こうした統合ガバナンスの実装にあたり、法務・コンプ
ライアンス機能は、人権リスク、コンプライアンス、信頼資
本の再構築に関する重要な役割を担います。また、人事機
能は、人的資本、組織風土、働く人々のWell-beingおよび
能力発揮を通じて、「人々の幸福の最大化」を支える基盤
づくりを担います。 

 本章では、統合ガバナンスを支える専門機能の視点として、グ
ループCLO (Group Chief Legal Officer) 53)の考え方を紹介します。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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サステナビリティを実現する土台は、共通の価値観と原理原則 
 私たちは、技術と人の力を通じて環境や社会にポジティブなインパクトを生み出し、それ
が事業の成⾧につながるビジネスモデルを展開しています。事業を成⾧させることと、環境
や社会への価値を生み出すことを同じ方向で進められることは、大きなアドバンテージです。 
 一方、株主や投資家だけでなく、社員、サプライヤー、お客様、地域社会の皆様など、多
様なステークホルダーとの関係の中でビジネスは成り立っています。特にカナデビアグループ
は、多くの製品やサービスをサプライヤーから調達し、それらを組み合わせて社会へ提供し
ています。サプライチェーンの中で人権や法令遵守上の問題が生じれば、私たち自身が重視
している価値観との矛盾が生まれます。だからこそ、サプライヤーを含め、グループのビジ
ネスに関わる全ての人々と、どのような価値観を共有し、何を守るべき原理原則とするのか
を明確にすることが重要です。細かなルールですべてを規律するのではなく、判断の拠り所
となる価値観と原理原則を共有する。そのためのフレームワークを、2030年を一つの節目と
して整えていきたいと考えています。 

 
ガバナンスは「支配すること」ではない 
  グループのグローバル化が進むほど、ガバナンスの重要性は高まります。人、技術、情報
など、グループが持つさまざまな資産を国や会社の壁を越えてガバナンスを活用し、企業価
値と競争力を高めていくためには、グループ全体で共通する価値観と原理原則が必要です。
その枠組みの中で、事業部や関係会社が、自らがビジネスを行う市場の規制や法制度に合わ
せて主体的に判断する。私はそれが、本来のガバナンスだと考えています。当然、各国の法
令や商習慣は異なります。現場のオペレーションの細部まですべて同じにする必要はありませ
ん。一方で、「何を大切にする会社なのか」「どのような行動は許容しないのか」という上

位の考え方が国によって変わってしまっては、グループとして一体化は望めません。グローバ
ルにビジネスをより一層拡大していく今だからこそ、グループ全体で価値観と原理原則を共
有し、その上で現場が、安心して力を発揮できる環境をつくることが必要です。 

 
私が大切にするのは「誠実さ」と「透明性」 
 私が仕事をする上で大切にしているものを二つ挙げるなら、「誠実さ」と「透明性」で
す。単に法律やルールに違反しないことがではありません。より重要なのは、ビジネスイン
テグリティ、つまり誠実にビジネスを行うことです。そして、自分たちが何を考え、なぜその
判断をしたのかを合理的に説明できること。それが透明性だと考えています。複雑な社会で
は、すべての判断について全員から賛同を得ることはできません。だからこそ、「なぜこの
判断が企業や社会にとって最適なのか」を、根拠を持って説明できることが重要です。私は、
透明性こそが力になると思っています。 
 例えば、人権デュー・デリジェンスも、単に「やらなければならないタスク」ではありま
せん。自分たちやサプライチェーンが現在どこにいるのかを明らかにし、何ができていて、
何がまだ十分でないのかを理解するためのプロセスです。できていないことが見えたとして
も、誰かを非難するためではありません。まず現在地を正しく見えるようにすることが、改
善の第一歩です。そして「できていないこと」は、「これからできるようになること」と捉
えるポジティブさが必要だと思います。  

 

【経営層ヒアリング】 
常務執行役員 
グループCLO 
兼 法務・知的財産本部⾧ 
北島 敬之 「誠実さと透明性」で、挑戦をアンロックする 
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リスクを「止める理由」ではなく、「挑戦を可能にする材料」に変える 
 法務やコンプライアンスというと、ビジネスに対して「それはできません」と言う役割だ
と思われがちです。しかし、私はむしろ逆だと考えています。 
 本当に法律上禁止されていることは、できません。一方、「何となく心配だからやめてお
こう」というものまで止めてしまえば、新しい事業は生まれません。重要なのは、その心配
事を具体的なリスクへと置き換えることです。何が起こる可能性があるのか、起きる確率は
どの程度なのか、影響はどの程度なのか。そして実際に起きた時にどのような対応策を取る
のか。そこまで見えるようになれば、リスクを取る、取らないの合理的な判断ができるよう
になります。 
 リスクをゼロにすることだけを考えると、本来実現したかった事業そのものを小さくして
しまうことがあります。そうではなく、リスクを取るために何を変えればよいのかを考え
る。契約のつくり方を変える、必要なガードレールを設ける、代替策を準備する、専門家の
知見を入れる。そうすることで、これまで「できない」と考えていたことが「どうすればで
きるか」という議論に変わります。 
 私が目指すのは、問題が起きてから相談を受ける法務ではありません。事業戦略の段階か
ら入り、何が障害になる可能性があるかを先回りして考え、ビジネスが安心して挑戦できる
環境をつくる法務です。法務の人材は、法律の専門家であるだけではなく、法律のことをよ
く理解したビジネスリーダーであるべきだと考えています。 

 
失敗できるガードレールが、イノベーションを生む 
 カナデビアグループには、⾧い歴史の中で積み上げてきた技術や知見があります。一方、
⾧い歴史を持つ会社だからこそ、過去のやり方をそのまま積み上げ、新しいことを始めよう
とすると、その上にさらにルールを加えてしまう面もあります。 
 本当に新しいことへ挑戦するのであれば、過去のものを尊重するだけでなく、時には「こ
れはもうやめよう」と判断することも必要です。今ある枠組みの中で何ができるかだけを考
えるのではなく、実現したいことから逆算して、必要なら枠組みそのものを変える、という
発想を大切にしていきたいと思います。 

 

 また、挑戦すれば失敗することもあります。だからこそ法務には、失敗しても致命的な問
題にならないよう、あらかじめガードレールを設計する役割があります。契約やルール・基
準・ガイドラインの作成、情報管理、トレーニングなどによって、安心して試すことのでき
る環境をつくる。その上で、失敗から学び、次の挑戦につなげる。そうした「実験できる文
化」が、イノベーションには必要です。 

 
「できない理由」ではなく、「どうすればできるか」を考える 
 リスクを正しく考えるためには、一人で判断してはいけません。事業部門、法務、専門
家、サプライヤー、お客様、地域社会など、さまざまな立場の人との対話が必要です。 
その時に大切なのが、異なる意見を排除しないことと、相手を尊重することです。自分の意
見が尊重されていると感じられれば、人は自由に考えを表現できます。その中から、これま
でにないアイデアが生まれるかもしれません。人を尊重することは、心理的安全性だけでは
なく、より良いリスクマネジメントにもつながります。 
 難しい理由を並べることは簡単です。しかし、本当に必要なのは、「どうやったらできる
のか」を考えることです。必要なのは人なのか、お金なのか、時間なのか。あるいは技術、
スキル、知識なのか。必要な条件を具体化すれば、議論は前へ進みます。 
 私は、この会社にはまだ「アンロック」できる力がたくさんあると思っています。⾧い歴
史の中で蓄積してきた技術や経験があり、それを支える人がいる。その一方で、自分たち自
身で「ここまで」という境界線を引いているように見えるところもあります。 
 その境界を突破し、より高い目標へ挑戦できるようにする。そこで重要になるのが、
Technology、Integrity、Safety、そしてTransparencyです。 

 
 誠実さと透明性を土台に、安心してリスクを取り、挑戦できる会社にする。法務・コンプ
ライアンスの力によってカナデビアグループの可能性を次から次へと“アンロック”していく
ことが、私の役割だと考えています。 
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リスク管理を支えるガバナンスと統合型リスク管理への接続 
気候・自然・人と社会に関する課題は、サステナビリティ上の重要課題であると同時に事業

継続や事業戦略、環境価値および社会価値の創出に影響を与え、企業価値向上にも影響を及ぼ
す中⾧期的なリスクと機会でもあります。このため、サステナビリティ推進委員会およびサス
テナビリティ戦略委員会で特定・評価された重要なリスクと機会は、リスクマネジメント委員
会およびERM部において、統合型リスク管理の枠組みの中で扱います。本節では、リスク管理
を支える監督・執行・報告ラインを説明します。なお、気候・自然・人と社会に関するリスク
およびインパクトの特定・評価・優先順位付け、対応方針、モニタリング、是正・改善プロセ
スの詳細は、第5章で説明します。 

グループ全体のリスクマネジメントについては、2025年3月にERM部を新設し、同部門が中
心となって統合型リスク管理の構築に着手しています。取締役会が、リスクマネジメント方針
の決定と最終的な監督責任を担い、リスクマネジメント委員会を中心とする執行側の体制によ
り、グループ全体のリスクを一元的に把握・整理・可視化し、対応策を検討する枠組みを整備
しています。リスクの特定にあたっては、内部環境・短期的視点のリスクに加え、外部環境・
中⾧期的視点のリスクも対象とし、影響度と発生可能性を定量的・定性的要因から総合的に判
断しています。ESGリスクを含む主要なリスクについては、ERM部が対応策の進捗状況を経営
層に報告し、経営層が適時に問題を認識し対処するための体制を整えています。 

サステナビリティ推進に関する戦略は、バリューチェーン全体を対象に依存とインパクトの
分析やシナリオ分析を行い、リスクと機会を洗い出したうえで、サステナビリティ推進委員会
において策定します。一方、これらのリスクと機会は、ESG課題に対する中⾧期的なリスクと
して、リスクマネジメント委員会においても議論します。サステナビリティ推進委員会におけ
る検討内容を踏まえ、リスクマネジメント委員会がリスク対応方針を確認し、その対応状況を
モニタリングします。これにより取締役会はリスクマネジメント委員会における議論を踏ま
え、個別事案におけるリスク対応方針の適用状況を監督し、ガバナンス体制の実効性向上を図
ります。 

 

図3-3：リスクガバナンス体制(2026年3月末) 
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データガバナンス 
データガバナンスの考え方 

現在、カナデビアグループはGHG排出量データについて
第三者保証を受けていますが、国際的な動向として、気候・
自然・人と社会に関する非財務情報についても、比較可能
性、検証可能性および信頼性が求められるようになってい
ます。その対応のためには、収集するデータを「保証可能
な経営情報」へと高める必要があり、データのガバナンス
の整備が重要となります。以下では、環境データに関する
データガバナンスの現状と今後の高度化の方針について説
明します。 

カナデビアグループでは、「環境負荷をゼロにする」と
いうサステナブルビジョンの実現に向け、グループ会社お
よび事業拠点の環境データを収集・管理する環境データ管
理基盤を構築し、各事業所・各社から環境情報を収集し、
環境保全活動の推進および環境リスク管理に活用しています。 

各事業所・各社から収集する主な環境データには、エネ
ルギー投入量、温室効果ガス排出量、水資源投入量、廃棄
物発生量、化学物質投入量等が含まれます。これらのデー
タは、環境データ管理要領に基づき、事業所単位で定期的
に収集され、グループ全体の環境目標およびKPIの管理に活
用されています。 

また、カナデビアグループでは、自社事業活動による環
境負荷の把握だけでなく、バリューチェーン全体でのカー
ボンニュートラルの推進を目指し、Scope3排出量の管理に
も取り組んでいます。Scope3カテゴリー1に係るGHG排出
量は、国内外の主要子会社から環境データを収集し、環境
情報管理ソリューションに蓄積しています。また、主力事
業であるWtE事業については、納入したごみ焼却発電施設を

対象に、Scope3カテゴリー11に係るGHG削減・排出関連
データの把握を進めています。 

収集した環境データは GHG削減目標の進捗管理、第三者
保証審査対応、環境保全推進プランのフォロー、ESG情報
開示、CDP・TCFD・TNFD等への対応、環境監査およびリ
スク管理、経営層への環境パフォーマンス報告に活用して
います。サステナビリティ推進委員会およびサステナビリ
ティ戦略委員会において定期的にデータをレビューし、環
境課題の抽出と改善施策の立案を行うことで、PDCAサイク
ルによる継続的改善を推進しています。 

 

開示高度化ロードマップ 

今後は、気候情報について国際的にはIFRS S2号、日本で
はSSBJ54)サステナビリティ開示テーマ別基準第2号への対応
が求められることを踏まえ、より高度なデータガバナンス
が必要となります。また、自然情報についてもTNFD/SBTN 

(Science Based Targets Network)55)の連携により、目標設
定、データ測定および開示の動きが進んでいます。さら
に、欧州では企業サステナビリティ報告指令(Corporate 
Sustainability Reporting Directive (CSRD)56))に基づき、人
と社会に関するデータを含むESG全体のデータ開示が求め
られており、サステナビリティ情報にも、財務報告に近い内
部統制、証跡、レビューが求められつつあります。 

 

 

 

このため、カナデビアグループでは、データ境界、デー
タ品質、証跡管理、経営への接続を今後整備すべきデータ
ガバナンス上の重要事項として認識しています。具体的に
は、連結対象子会社、施設、組織、各Scopeおよびバ
リューチェーンに関するデータ範囲を明確にすること、一
次データ、推計値、未収集データ、代替データ57)を区分す
ること、活動量、係数、算定ロジック、承認履歴を文書化
し、証跡として適切に保存すること、移行計画、ICP 

(Internal Carbon Pricing)58)、統合型リスク管理および事業
計画との連携を行うことが必要です。 

2026年度は、これらの基盤を整備するため、GHGデータ
を先行領域として制度設計を固め、自然・人と社会のデー
タガバナンスへの拡張を進めていく予定です。本章では、
データガバナンスを支える監督・責任分担の考え方を示
し、データの取得範囲、算定方法、証跡管理、第三者保証
対応等の詳細は、第6章および付録で説明します。 
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ステークホルダーとの対話とガバナンスの高度化 
ステークホルダーとの対話を通じた経営への反映 

カナデビアグループは、事業活動の影響を受けるステー
クホルダーとの対話を、単なる情報提供や意見交換ではな
く、人と社会に関する依存、インパクト、リスクおよび機
会を特定・評価し、事業活動を改善するための重要な経営
プロセスとして位置づけています。 

ステークホルダーとの対話には、主に三つの目的があり
ます。第一は、環境・社会の実際または潜在的な負のイン
パクトについて、人権デュー・デリジェンス等を通じて把
握し、予防、軽減、是正・救済につなげることです。第二
は、影響を受ける人々の視点を、重要性の判断、事業計
画、受注・投資判断、調達、設計、施工、運転、品質・安
全管理等に反映することです。第三は、顧客、自治体、地
域社会、取引先等と、地域課題の解決や社会価値の創出に
ついて共創することです。 

対話を実施する部門は、対象となるステークホルダー、
対話の目的・方法、把握した主な意見・懸念、当社による
評価、意思決定または施策への反映、フォローアップの状
況を記録します。環境への悪影響、人権、安全、顧客・利
用者の安全、地域社会への重大な影響、事業継続または社
会的信頼に関わる事項については、関係するグループCxO、
サステナビリティ推進委員会、リスクマネジメント委員会
等へ報告し、必要に応じて経営判断へ反映します。 

取引先との関係は、単なる調達管理にとどまらず、環境対
応、公正・公平な取引、人権、労働安全、品質および企業倫
理を含む、バリューチェーン全体の信頼性を高めるための重
要な基盤です。具体的な調査、評価、改善要請および再評価
のプロセスについては、付録で説明します。 

 

投資家・金融機関および外部有識者との対話 

投資家との対話では、人的資本および環境情報開示に関し
て、今後の高度化に向けた期待や示唆をいただいています。
具体的には、エンゲージメント指数を役員報酬に連動させて
いる点について、経営としてのコミットメントを示すものと
して評価いただく一方、同指数の実績値と目標の乖離が大き
いことから、目標値の再設定も含めた検討の必要性について
ご意見をいただきました。また、人的資本に関する課題や具
体策をより踏み込んで開示すること、単体にとどまらず子会
社を含むグループ全体でエンゲージメント向上につなげるこ
とへの期待も示されています。環境面では、特にScope3削
減施策やGHG排出削減貢献量59)について、国際的なガイダン
スに沿った算定・開示を進めることへの期待をいただいてい
ます。カナデビアグループは、これらの意見を、人的資本経
営、非財務情報開示および対話の質を高めるための示唆とし
て受け止め、今後の改善につなげていきます。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

影響を受けるステークホルダーとの対話 

環境については、行政および地域住民と対話しています。
カナデビアグループの工場や運営施設では、GHG排出、汚染
物質の流出、騒音、振動、臭気等により、事業拠点が立地す
る地域社会の自然環境および生活環境に影響を与える可能性
があります。このため、各社・各事業所では、ISO14001等
に基づく環境マネジメントに取り組むとともに、大気、水
質、土壌、騒音、振動、臭気等について、法令遵守に加え、
必要に応じた自主的な管理と予防保全を進めています。 

運営を受託しているごみ焼却発電等の施設においても、施
設所有者等が定める環境基準を遵守し、日常の監視、予防保
全および施設所有者への適時報告を行うとともに、施設所有
者による地域住民への説明・情報開示を支援しています。こ
れらの取組は、地域社会との信頼関係を維持し、事業活動に
よる自然環境および生活環境への影響を適切に管理するため
の基盤です。 

2026年版では、取引先調査および人権デュー・デリジェ
ンスを、ステークホルダーの意見を具体的な改善へ接続する
先行的な取組として整理します。一方、働く人々、地域社
会、顧客等については、対話のチャネルは存在するものの、
把握した意見がどの意思決定を変更したかをグループ横断で
追跡・開示する仕組みは整備途上です。今後、主要な対話に
ついて、意見、判断、対応および結果の追跡可能性を高めます。 

また、サプライチェーンにおいては、環境負荷ネットゼロ
および人権尊重を含むサステナブル調達の実現に向け、取引
先との対話、調査、評価およびフィードバックを通じて、継
続的な改善に取り組んでいます。 
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 なお、投資家・金融機関および外部有識者との対話は、
開示情報の意思決定有用性、経営戦略との整合性および資
本市場から見た課題を確認するために活用します。ただし、
これらの対話は、事業活動から直接影響を受ける働く
人々、バリューチェーン上で働く人々、地域社会、顧客・
利用者との対話を代替するものではありません。本レポー
トでは、影響を受けるステークホルダーとの対話と、開示
情報の利用者との対話を区分して整理しています。(表3-1参照) 

 

外部有識者からの示唆を踏まえたガバナンスの高度化 

 カナデビアグループは、外部有識者からの第三者意見
も、サステナビリティ・ガバナンスを高度化するための重
要な示唆として受け止めています。The Sustainability 
Collaborative Senior Advisorの高見幸子さんからは、The 
Natural Stepの持続可能性分析、バックキャスティングおよ
び持続可能性4原則の視点を踏まえ、カナデビアグループの
戦略、情報開示、気候変動・ネイチャーポジティブ60)への
貢献可能性についてご意見をいただきました。 

 コラムで示す第三者意見を含め、カナデビアグループ
は、ステークホルダーとの対話を単なる外部コメントとし
て扱うのではなく、気候・自然・人と社会に関する依存、
インパクト、リスクおよび機会を把握し、経営に反映する
ための重要な入力情報として位置づけます。今後も、地域
社会、顧客・利用者、取引先、投資家、外部有識者等との
対話を通じて、サステナビリティ・ガバナンスの実効性を
高め、サステナブルビジョンの実現に向けた取組を継続的
に改善していきます。 

 

意思決定・施策への反映2026年版で把握した主な示唆主な対話・把握方法対象

人事制度、Well-being、 
安全衛生、コンプライアンス等の既存 
施策へ反映

安全・健康、心理的安全性、技能、 
エンゲージメント等が重要な論点

エンゲージメント調査、 
働く人々の声、相談・通報、 
安全衛生情報

直接の雇用関係にあ
る従業員およびカナ
デビアグループに労
務を提供する人々 

追加SAQ・ヒアリング、納期・仕様変
更時の事前協議、変更理由・承認の記
録、追加費用の取扱い、相談窓口の 
説明、改善、改善計画・期限・再評価

業務負荷および一方的な納期変更
に関する改善課題 
ヘルプラインについて、相談対象
の判断、取引への影響、対応の流
れへの不安

GCNJ SAQ61)、人権DD、 
取引先コンプライアンス調
査、取引先専用ヘルプライン

バリューチェーン
上で働く人々

現時点では案件・施設ごとの対応が 
中心

騒音、交通、排出、土地・水利
用、サービス継続性、便益と負担
の偏在等が重要な論点

事業・施設ごとの説明、 
地域との対話、苦情・相談、 
施設所有者を通じた情報提供

影響を受ける 
地域社会

品質、安全、運転・保守、 
⾧期サービス等の管理へ反映

安全、安定稼働、情報提供、 
サービス継続性が重要な論点

顧客との協議、品質・安全情
報、事故・サービス停止情
報、苦情・相談

顧客・利用者

表3-1 影響を受けるステークホルダーとの対話と経営への反映 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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持続可能性4原則を踏まえた
2030年に向けた示唆 

コラム：外部有識者からの第三者意見 

The Sustainability 
Collaborative Senior Advisor 
高見幸子 

主な示唆  持続可能性4原則  

石油由来プラスチックへの対応として、ごみ焼却発電
施設におけるリサイクル対策や、環境NGO・自治体
と連携した住民啓発を進めること。サプライヤーや自
社の社用車を電気自動車へ切り替えること。  

原則1： 
地殻から取り出した物質の濃度を
増やし続ける活動に加担しない  

ごみ焼却発電施設におけるCO2回収やCCS技術の普及
を通じて、排出削減に取り組むこと。   

原則2： 
人間社会が作り出した物質の濃度
を増やし続ける活動に加担しない  

プロジェクト受注に際し、生物多様性リスク分析を確
認すること。洋上風力発電が海洋生物多様性に与える
影響や貢献可能性について、大学等と共同研究し、ス
テークホルダーに発信・対話すること。   

原則3： 
自然を物理的な方法で劣化させる
活動に加担しない  

ごみ焼却発電施設について、発電や熱供給にとどまら
ず、リサイクル素材の活用、アート、ガーデン、レク
リエーション機能など、地域社会の基本的ニーズに応
える活用可能性を検討すること。洋上風力発電につい
ても、地域社会や関係者への影響を踏まえた立地や技
術提案を行うこと。  

原則4： 
人々が基本的ニーズを満たそうとす
る行動を妨げる活動に加担しない  

The Sustainability Collaborative Senior Advisorの高見幸子さんから、TCFD・TNFD統合
レポート2025に対する第三者意見をいただきました。高見幸子さんは、The Natural Stepの
持続可能性分析の考え方を基礎に、バックキャスティングの視点および持続可能性4原則を
基準として、カナデビアグループの取組を分析・評価されています。第三者意見では、カナ
デビアグループがサステナブルビジョンとして「環境負荷をゼロにする」「人々の幸福を最
大化する」を掲げ、Resilience Eco Society®として将来像を整理している点について、明確
なビジョンからロードマップを描く取組として評価をいただきました。 

あわせて、2030年に向けた提案として、持続可能性4原則に沿った次のような示唆をいた
だいています。(詳細は、付録F参照) 

さらに、環境技術および持続可能なエネルギーに関する知見を活かし、顧客や市場に対し
てコンサルティング機能を提供していく可能性についても提案をいただいています。 

カナデビアグループは、これらの意見を、技術や事業を持続可能性4原則に沿って社会に
実装していくための重要な外部視点として受け止めています。今後も、外部有識者を含むス
テークホルダーからの示唆を、ガバナンス、戦略、リスクとインパクトの管理、指標と目標
の継続的な高度化につなげていきます。第三者意見の全文は、付録Fに掲載しています。 

 

 

表3-2 2030年に向けたご提案 



#Resilience Eco Society® 

#循環の社会実装 

#公正な価値創造 

カナデビアグループは、廃棄物・炭素・エネルギーの循環に加え、水、土壌、バイオ資源、食料、治水・利水、 
防災、地域レジリエンスを含む社会実装モデルであるResilience Eco Society®は実現に向けた戦略を策定・実施し、 
環境負荷の低減とともに、生活環境、公衆衛生、安全・安心、地域の誇り、人々の幸福の最大化に貢献する価値創造を目指します。  

4
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第2章の価値創造フレームから戦略へ 

第2章では、カナデビアグループのサステナブルビジョ
ン、価値創造フレーム、7つの成功の柱および持続可能性4
原則を示しました。これらは、気候・自然・人と社会に関
する課題を、個別の環境対応やリスク管理にとどめず、事
業を通じた価値創造へつなげるための考え方です。 

本章では、この価値創造フレームを戦略として具体化し
ます。気候・自然・人と社会に関する依存、インパクト、
リスク、機会を整理し、それらと事業、技術、地域・顧客、
サプライチェーン、人材・組織、財務影響および移行計画
との関係を示します。 

カナデビアグループが目指すのは、環境負荷を低減する
ことだけではありません。廃棄物、水、炭素、エネルギー、
バイオ資源、土壌、食料等の循環を地域社会の中で事業と
して実装し、環境価値、社会価値、企業価値を同時に創出
することです。その中核となる戦略モデルが、Resilience 
Eco Society®です。 

  

戦略モデルとしてのResilience Eco Society® 

Resilience Eco Society®は、カナデビアグループが2050
年に向けて実現を目指す社会像であると同時に、事業戦略
の中心となる価値創造モデルです。廃棄物や排水を単に処
理するのではなく、そこに含まれる炭素、熱、エネルギー、
金属、鉱物、水、リン、窒素、有機物等を資源として循環
させ、地域のエネルギー、素材、水、肥料、土壌、食料等
へと転換していきます。その実現には、技術単体の提供で
はなく、地域ごとの資源特性、インフラ、制度、財政、    

住民ニーズ、産業構造を踏まえ、⾧期にわたり安定的に運
営できる社会インフラとして事業化することが必要です。
また、Resilience Eco Society®を支えるのは技術やインフラ
だけではありません。人材、サプライチェーン、地域との
信頼、顧客・利用者、自治体、事業パートナー等との共創
が不可欠です。安全、品質、人権、公正な取引、説明責任、
地域との対話を事業運営に組み込むことで、環境価値の創出
とともに、地域のレジリエンスや人々のWell-beingの向上を目
指します。 

 

２つの戦略軸 

 Resilience Eco Society®を構成する戦略軸は、エレンマッ
カーサ財団が提唱した、循環経済の資源の流れを視覚化し
た概念図「バタフライダイアグラム」を模して大きく２つ
に整理できます(図4-1)。 

第一の軸は、廃棄物を適正に処理しながら、電力、熱、燃
料、資源、素材へ転換する循環(技術的サイクル)です。 

WtE、WtX、CCUS(Carbon Capture, Utilization, and 
Storage)62)、メタネーション、水素・メタン製造、熱供給、
金属・鉱物回収、資源再生等を組み合わせ、都市圏、産業
集積地、港湾エリア等における脱炭素化、資源循環、エネル
ギーの安定供給、産業競争力の向上に貢献します。 

第二の軸は、バイオサーキュラー、すなわち、水・土壌・
バイオ資源・食料の循環です。カナデビアグループにおい
ては、一般的に地域で出てくるバイオ資源の循環を指して
います。治水、利水、水処理、排水処理、汚泥資源化、    
リン・窒素回収、バイオガス、有機肥料、農業、食料をつ

なぐ循環です(生物的サイクル)。地域の生活基盤、防災、自
然資本の保全、食料生産の基盤に関わります。また、下水・
排水処理や食品残渣、農業残渣、バイオマスから得られる
資源を、エネルギー、肥料、土壌改良、再生水利用へつな
げることで、地域の水・土壌・食料の循環を支えることになり
えます。 

 なお、水および人と社会に関する戦略については、現時
点で完成した体系として示すものではありません。本年度
はResilience Eco Society®を構成する重要な領域として位置
づけ、次年度以降、データ取得、評価方法、指標および事
業モデルの具体化を進めます。 

 

人と社会に関する視点 

Resilience Eco Society®を社会に実装するためには、技術
やインフラを支える人材、地域との信頼、サプライチェー
ン、顧客・利用者、自治体や事業パートナーとの共創が不
可欠です。廃棄物、水、エネルギー、防災等の社会インフ
ラは、地域の生活環境、公衆衛生、安全・安心、エネル
ギーアクセス、雇用、教育、地域の誇りに貢献します。 

特に、廃棄物が適切に処理されず、生活環境や健康、安
全、教育、雇用の機会が制限されている地域において、資
源循環インフラを実装することは、人と社会のWell-being
向上に影響を与えます。それゆえ、Resilience Eco Society®の
検討には、公正な社会や人の視点は欠かせません。 

統合戦略の全体像 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 



44 

社会実装を支える事業開発・ファイナンス 

Resilience Eco Society®を社会に実装するためには、優れ
た技術を有するだけでは十分ではありません。特に廃棄物、
水、エネルギー等の社会インフラは、初期投資が大きく、
⾧期にわたり運営されることから、地域の制度や財政状
況、顧客の事業性を踏まえ、事業開発、ファイナンス、
EPC、運営・保守を一体として設計することが重要です。 
カナデビアグループは、顧客、自治体、地域の事業者、金融
機関、投資家等のパートナーと連携し、案件に応じて⾧期
契約、資金調達、EPC、運営・保守等を組み合わせること
で、環境・社会価値を、地域が導入し継続的に利用できる
事業へとつなげていきます。特にカナデビアイノバでは、プ
ロジェクト開発、EPC、O&M、アセットマネジメント、
ファイナンス等を組み合わせ、単発の設備提供から、⾧期
にわたり価値を生み出すライフサイクル型の事業へと提供領
域を広げています。 

カナデビアグループにとってファイナンスは、単なる資金
調達手段ではなく、環境技術をAffordableかつScalableな形
で社会実装し、環境価値・社会価値を持続的な事業価値へ
転換するための重要な実装機能です。 

 

図4-1：２つの戦略軸 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

Resilience Eco Society® 

カナデビアのバタフライダイアグラム 
Resilience Eco Society®を実現する2つの戦略軸 

戦略軸1：廃棄物・炭素・エネルギーの循環 戦略軸2：水・土壌・バイオ資源・食料の循環 

廃 廃棄物処理 

電 発電・熱供給 

CO₂ CO₂回収・CCUS 

H₂ 水素・メタン・燃料 

金 金属・鉱物回収 

再 資源再生 

治 治水・利水 

水 水処理・排水処理 

泥 汚泥資源化 

P/N リン・窒素回収 

Bio バイオガス 

食 有機肥料・農業・食
料 

技術・運営・ 
共創・データで 

接続 

生活基盤 

防災 

自然資本保全 

食料生産 

環境・防災・経済・社会 

脱炭素化 

資源循環 

安定供給 

産業競争力 

地域循環型インフラ 
廃棄物を、電力・熱・燃料資源・素材へ バイオ資材・排水から、エネルギー・肥料・再生水・食料へ 



45 
45 45 

【経営層ヒアリング】 

「循環社会実現への挑戦」カナデビアイノバが担う
グローバルな資源循環・脱炭素化の実装  

CEO 
Bruno-Frédéric  
Baudouin 

 
 
 
 
 

私たちカナデビアグループ、とりわけカナデビアイノバが目指しているのは、「廃棄物を
無駄にしない未来(a future free of wasted waste)」です。 

廃棄物を処理して終わるのではなく、新たな資源へと転換し、もう一度社会の中で使う。
資源を消費し、廃棄するという一方向の流れから、使ったものが再び価値を持って循環する
社会へ転換していくこと。それが、私たちの事業の根底にある考え方です。これを端的に示
すのが、次のミッションとビジョンです。 

 
 
カナデビアイノバのミッション： 
地域社会に価値をもたらし、“wasted waste(無駄にされる廃棄物)のない未来”に貢献する 
 
カナデビアイノバのビジョン： 
廃棄物インフラ分野のイノベーションリーダーとして、資源循環・脱炭素・エネルギー等の
供給安定性を推進する、グローバルかつ垂直統合型のグリーン・ユーティリティ企業になること   

 
失われた「循環」を、現代社会に取り戻す 

2050年の循環社会を考えるとき、私は昔の農場を思い浮かべます。かつての農場では、現
在のような「廃棄物」という概念はほとんどありませんでした。作物を育て、家畜を飼い、
そこで生じるものは肥料となり、餌となり、再び生産活動の中へ戻っていく。小さな単位で
はありますが、資源の循環が成立していました。産業革命以降、社会は飛躍的に豊かになっ
た一方で、私たちはこの「循環のループを閉じる」という発想を失ってきたのではないでしょうか。 

2050年に向けて私たちが実現したいのは、昔の社会に戻ることではありません。テクノロ
ジーを活用し、現代の都市や産業のスケールで、もう一度この循環をつくり直すことです。 
廃棄物から電力や熱を生み出す。再生可能ガスをつくる。金属や鉱物を回収する。CO₂を新
たな燃料へ転換する。プラスチックを化学原料へ戻す。 

Waste to Energyから、さらにWaste to Xへ。廃棄物をさまざまな価値へ変換することに
よって、資源のループを一つひとつ閉じていく。私たちには、それを実現するための技術的
なポテンシャルがあると考えています。 

 
技術があるだけでは、世界は変わらない 

しかし、技術的に「できる」ことと、それが社会で広く使われることは全く違います。例
えば、私たちはWaste to EnergyプラントからCO₂を回収する技術を持っています。研究レベ
ルでは、回収したCO₂からメタンや液体燃料をつくることも可能になっています。では、な
ぜそれらが世界中で実装されていないのか。 

最大の課題の一つが、Affordability、すなわち社会が導入できる価格にすることです。ど
れほど素晴らしい環境技術であっても、一部の裕福な国や地域でしか導入できないのであれ
ば、地球規模の課題を解決することはできません。技術をより効率的にする。設備をコンパ
クトにする。EPCのコスト競争力を高める。運営を効率化する。そして、競争力のある資金
を呼び込む。技術だけを見るのではなく、ファイナンスや運営まで含めてトータルでコスト
を下げ、社会にとって導入可能なものにしていくことが重要です。 

そして、もう一つ重要なのがScalability63)、すなわち多くの地域に展開できるようにする
ことです。一つの素晴らしいプラントをつくるだけでは、世界は変わりません。同じモデル
を多くの地域へ展開し、産業規模で循環を生み出して初めて、本当の意味で社会を変えるこ
とができます。 

私たちの使命は、先進技術を開発することだけではありません。その技術をAffordableか
つScalableなものにすることです。 
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「Everything under one umbrella」が循環を実装する 

ここに、カナデビアイノバの大きな強みがあります。廃棄物を資源へ変えていくために
は、技術だけでは足りません。技術を開発する力、プロジェクトを構想・開発する力、    
プラントを建設するEPC能力、⾧期にわたり運転・保守する能力、さらにはインフラ資産
そのものを⾧期的にマネジメントする力が必要です。私たちは、これらを「Everything 
under one umbrella」と呼ぶビジネスモデルとして構築しています。これは、一つの傘の
下にさまざまな技術と能力を位置付けるビジネスモデルです。 

これまでのカナデビアイノバには、技術という強いルーツがありました。その後、EPC
事業を立て直し、オーガニックな成⾧とM&Aによって、開発、O&M、サービス、アセット
マネジメントといった機能を積み上げてきました。現在は、それらの機能を組み合わせる
ことで、単にプラントを供給する企業から、循環型インフラそのものを生み出し、⾧期間
にわたり運営する企業へ変化しています。 

この統合力は、Affordabilityにもつながります。自らプロジェクトを組成し、最適な技
術を選び、EPC、O&M、資金調達、地域のパートナーを一つのビジネスモデルとして設計
する。国際金融機関や政府系機関、インフラ投資家などの資金も活用しながら、地域社会
にとって最も適切な仕組みをつくる。そして、地域の企業と⾧期的なパートナーシップを
築くことによって、その土地に根差したインフラにしていく。 

 こうして社会的な価値と経済合理性を両立できれば、同じモデルを世界へ広げていくこ
とができます。 

 

循環は、気候・自然・人と社会の課題を同時に解決する 

循環社会への転換が重要なのは、それが資源問題だけを解決するものではないからです。
廃棄物の埋立を減らし、適切に処理することは、温室効果ガス排出の削減につながりま
す。また、埋立地から生じる浸出水などによる土壌や水、周辺環境への汚染を防ぐことに
もつながります。 

さらに、そこからエネルギー、再生可能ガス、金属、鉱物などを回収することができれ
ば、新たな天然資源や化石燃料への依存を減らすこともできます。つまり、循環を進める
ことは、気候変動への対応であると同時に、自然資本を守り、地域社会の生活環境を改善
することでもあります。 

その可能性を象徴する一つが、モロッコ・カサブランカでの取組です。これまで埋立に
依存してきた地域において、Waste to Energyを導入可能な経済性まで高め、新しい廃棄物
処理の仕組みをつくる。それによって、温室効果ガスや地域環境への負荷を大きく低減し
ながら、廃棄物から新たな価値を生み出していく。 

重要なのは、それが一つのプロジェクトで終わらないことです。そこで得た経験を他の
地域へ展開し、同様の循環を世界各地につくっていくことに意味があります。 

 

「夢だった循環」を、社会の当たり前へ 

私たちの周囲には、循環社会への大きな追い風があります。地域社会は、より清潔で安
全な生活環境を求めています。各国は脱炭素を進めると同時に、エネルギーや資源の供給
安全保障を重視するようになっています。そして限られた資源を使い続けるのではなく、
社会の中で循環させることへの要請もますます強くなっています。廃棄物からエネル
ギー、熱、ガス、金属などを生み出すことは、まさに「Circularity at scale」、すなわち産
業規模での循環を実現することです。将来、廃棄物から生まれた再生可能ガスが自動車や
船舶を動かし、さらに航空機の燃料にもなっていく可能性があります。Waste to Xによっ
て、一つの廃棄物から複数の価値を生み出す社会も現実に近づいています。 

 かつては「夢」と考えられていたことを、技術とビジネスモデルによって社会の当たり
前にしていく。それがカナデビアグループの役割だと私は考えています。循環社会は、一つ
の技術によって実現するものではありません。技術、インフラ、ファイナンス、運営、地
域社会との協働を組み合わせ、環境価値と経済価値を両立させることで初めて実装できま
す。そして、一つの地域で実現した循環を、次の地域へ、さらにその先へと広げていく。 

Affordableで、Scalableな循環を世界につくる。それこそが、「廃棄物を無駄にしない未
来」に向けた私たちの挑戦です。 
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カナデビアイノバは、モロッコ・カサブランカにおいて、年間約150万トンの廃棄物を処
理するごみ焼却発電プラントの⾧期運営事業に取り組んでいます。本事業では、カサブラン
カ市との「廃棄物処理・資源化事業」に関する33年6か月の運営契約を締結しました。あわ
せて、現地電力事業者との電力引取契約を締結し、アフリカ市場における初のごみ焼却発電
(Waste to Energy)事業を推進しています。本事業は、人口420万人超を擁する大カサブラン
カ地域を対象に、廃棄物処理、埋立地管理、エネルギー回収を統合したインフラを整備する
ものです。 

本施設では、年間約150万トンの一般廃棄物を処理し、廃棄物の資源・エネルギー利用率
を約80％まで高めることで、これまで主流であった埋立処分への依存低減を図ります。             
約126MWのごみ焼却発電設備に加え、50MWpの太陽光発電設備、4MWの埋立地バイオガス
回収・利用設備を整備し、年間約1TWhの電力を供給する計画です。これは約100万人分の年
間電力需要に相当し、電力需要の増加が見込まれるモロッコのエネルギー転換にも貢献します。 

 
本事業の特徴は、ごみ焼却発電プラントを建設して引き渡すEPC案件にとどまらず、⾧期

コンセッションのもとで、事業開発、ファイナンス、EPC、運営支援および⾧期メンテナン
スを組み合わせた事業として構築している点にあります。カナデビアイノバは、モロッコの
Nareva Holding S.A.および伊藤忠商事株式会社とコンソーシアムを組成し、EPC等に加えて
施設のファイナンスも担います。大規模な環境・社会インフラを実装するには、技術性能だ
けではなく、運営契約や電力オフテイク等による⾧期の事業基盤と、資金調達、建設、運営
を一体として成立させることが重要です。本事業は、カナデビアグループが、環境技術を提
供するだけでなく、事業開発とファイナンスを組み合わせることにより、地域が導入し⾧期
に利用できる社会インフラへと転換する先行モデルの一つです。 

 

 

気候変動への対応(TCFD)の観点では、廃棄物を埋立処分からエネルギー回収へ転換するこ
とにより、温室効果の高いメタンの発生を抑制するとともに、廃棄物由来エネルギーや太陽
光発電、埋立廃棄物からエネルギーを回収するためのバイオガス回収設備の建設を通じて温
室効果ガス排出削減に寄与します。 

また、本施設は将来的なCO₂回収・利用・貯留技術(CCUS)の導入を可能とする設計として
おり、⾧期的な脱炭素化に向けた拡張性を備えています。 

自然関連課題への対応(TNFD)の観点では、大規模埋立地への廃棄物搬入量を大幅に削減す
ることで、土地利用負荷の低減、廃棄物や排水等に起因する周辺環境への負荷低減、資源の
有効活用を図ります。さらに、高度な排ガス処理・排水処理技術を導入し、EUの産業排出指
令(IED64))および利用可能な最良の技術(BAT65))に準拠した環境性能を確保することで、大気、
水、土地などの自然資本への負荷低減を目指します。 

社会関連課題への対応(TISFD β版)の観点では、衛生的な廃棄物処理を通じた公衆衛生や生
活環境の改善、安定的な電力供給への貢献に加え、地域雇用の創出を見込んでいます。運営
段階では約140人の専門人材の雇用、約3.5年間の建設期間には約1,240人、関連インフラでは
さらに約300人の雇用創出を計画しており、現地の経済発展や人材育成にも貢献します。 

 気候変動への対応に加え、資源循環や地域環境の改善、生活基盤を支えるエネルギー供給
といった複合的な社会・環境価値の創出を実現する先行モデルとして位置づけることができます。 

 

 

図4-2：カサブランカプロジェクト 完成イメージ図 

コラム＜事例紹介＞ 

Affordableなモデルとしてのカサブランカプロジェクト 
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気候・自然・人と社会に関する分析の前提 
分析の目的と位置づけ 

本節では、気候・自然・人と社会に関する依存、インパ
クト、リスク、機会を、カナデビアグループの戦略を検討
するための前提として整理します。これらの分析は、個別
のリスク項目を列挙すること自体を目的とするものではあ
りません。カナデビアグループの事業が、どのような自然資
本、社会基盤、人的・社会的関係に依存し、またそれらに
どのような影響を与え得るかを把握し、Resilience Eco 
Society®の実現に向けた戦略へ接続することを目的としてい
ます。 

分析にあたっては、気候・自然・人と社会を相互に関連
する課題として捉えています。気候変動への対応は、自然
資本の保全や資源循環と密接に関わります。また、自然資
本への依存とインパクトは、地域社会の生活環境、安全・
安心、公衆衛生、雇用、エネルギーアクセス等にも関係し
ます。このため、本章では、気候・自然・人と社会を別々
の分析対象として扱うだけでなく、それらが事業戦略、地
域・顧客との共創、サプライチェーン、人材・組織、財務
影響および移行計画にどのように関わるかを示します。 

  

参照したフレームワークと分析対象 

本節では、TCFD、TNFDおよびTISFD β版の視点を参照
し、気候・自然・人と社会に関する分析を行っています。 
ただし、これらの領域では、分析対象、データの取得状
況、評価手法および管理の成熟度が同一ではありません。
そのため、各領域の特徴と制約を明確にしたうえで、現時
点で把握できる主要な分析結果を整理します。 

気候に関しては、移行リスク66)、物理リスク67)および機
会を中心に、将来の社会・政策・市場環境の変化がカナデ
ビアグループの事業に与え得る影響を整理します。自然に
関しては、事業活動と自然資本との接点を、依存、インパ
クト、重要な場所、自然関連リスクおよび機会の観点から
整理します。人と社会に関しては、働く人々、バリュー
チェーン上で働く人々、地域社会、顧客・利用者等を対象
に、事業活動との関係を整理します。 

自然資本に関する分析では、事業活動が生態系に及ぼす
インパクトおよび生態系サービス68)への依存を把握するた
め、LEAPアプローチ69)やENCORE70)等を参照しました。分
析対象は、自社の直接操業に限りません。調達先を含む上
流、工場・事業所・運営受託施設等の直接操業、顧客施設
や製品・サービスの利用段階を含む下流について、入手可
能な情報の範囲で整理しています。 

  

分析手法とデータの制約 

自然資本への依存とインパクトについては、ENCORE等の
評価を参考にしつつ、事業活動やバリューチェーンの段階
ごとに整理しました。ただし、ENCOREの評価は産業分類に
基づく業界平均の評価であり、個別の施設、案件、地域、
設備、操業条件を完全に反映するものではありません。そ
のため、カナデビアグループでは、施設の立地、設備、操
業管理、法令・許認可、自治体との協定、自社基準、環境管
理の状況等を踏まえ、必要に応じて評価結果を見直しています。 

また、自然関連の依存とインパクトは、場所によって大
きく異なります。水利用、水質、土地利用、生物多様性、

災害リスク、周辺地域との関係等は、施設や案件が立地す
る地域、流域、生態系、社会的条件によって異なるため、
場所に着目した分析が重要です。本章では、自社拠点だけ
でなく、上流および下流を含むバリューチェーン上の場所
情報を、入手可能な範囲で整理します。 

一方で、すべての事業、地域、施設、調達先、顧客施設
について、同じ粒度でデータを取得できているわけではあ
りません。特に、上流の原材料調達地や、下流の顧客施設
に関する情報は、対象範囲や把握可能な情報に制約があり
ます。したがって、本章で示す分析は、現時点で入手可能
な情報に基づく整理であり、今後、場所情報、流域情報、
環境データ、顧客施設に関する情報の整備を進め、段階的
に高度化していきます。 

人と社会に関する分析についても、現時点では初期的な
整理です。すべてのステークホルダーについて、同じ範囲・
粒度でデータを取得し、評価できているものではありませ
ん。また、人と社会に関するリスクについては、グループ
横断で比較可能な財務影響額を算定するためのデータと算
定ルールが整っていないため、本章では、財務影響額の算
定ではなく、影響が生じ得る経路や戦略上の論点を定性的
に整理します。 

  

 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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戦略への接続 

本節における分析は、単にリスクを把握するためのもの
ではありません。気候・自然・人と社会に関する依存、イ
ンパクト、リスク、機会を整理することで、カナデビアグ
ループがどの領域で環境価値、社会価値、企業価値を同時
に創出できるかを明らかにすることを目的としています。 

例えば、廃棄物・炭素・エネルギーの循環に関する分析
は、WtE、WtX、CCUS、メタネーション、熱供給、資源回
収等の戦略につながります。また、水・土壌・バイオ資
源・食料の循環に関する分析は、利水、治水、水処理、汚
泥資源化、リン・窒素回収、バイオガス、再生水利用等の
可能性を検討する基礎となります。さらに、人と社会に関
する分析は、Resilience Eco Society®を公正に社会実装する
ために必要な人材、信頼、地域との関係、サプライヤー、
顧客・利用者との共創を考える基盤となります。 

以下では、この前提を踏まえ、自然資本への依存とイン
パクトおよび重要な場所を整理し、次に人と社会に関する
論点、シナリオ分析、リスク・機会および財務影響を確認
します。そのうえで、これらの分析結果を、Resilience Eco 
Society®の実現に向けた戦略と移行計画へ接続します。 

 

自然資本への依存・インパクトと重要な場所 
(1) 自然資本への依存とインパクトのリスク評価の概要 

本節では、カナデビアグループの事業に関する自然資本
への依存とインパクトについてリスク分析を行い、多様な
自然資本との関わりの中で、カナデビアグループにとって重
要なインパクトを把握し、絞り込みました。自然および気
候に関連するリスク等の特定・評価プロセスについては、
5.2節をご参照ください。 

対象事業に係る自社の操業地および取引先の原材料調達
地における自然への依存とインパクトについては、昨年度
に引き続き、TNFDで推奨されているENCOREを参照して評
価しました。 

  

ENCOREを用いたリスク評価 

事業活動が生態系に及ぼすインパクトの有無とその大き
さについては、TNFD v1.0のLEAPアプローチで提供されて
いるガイドライン、およびTNFDフレームワークで使用が推
奨されているENCOREの値を参照して評価しました。 

ENCOREに該当する産業分類がない事業については、事
業特性の類似性を考慮して参照する産業分類を選定し、カ
ナデビアグループが保有する工場・施設等の操業データや
環境関連データと比較しました。これにより、自然資本へ
のインパクトおよび生態系サービスへの依存について評価
しました。あわせて、第2章で示したバリューチェーンの各
段階について、入手可能なデータの範囲で整理と推計を行
いました。 

リスク評価は、ENCOREにならい、Very High、High、
Medium、Low、Very Lowの5段階で実施しました。 

まず、採用した産業分類について、ENCORE上の評価を整
理しました。ただし、この評価の根拠となっている各産業
分類における世界の平均的な姿は、必ずしもカナデビアグ
ループの操業実態と一致するものではありません。そのた
め、工場・施設の立地、設備の状況、法令・自治体との協
定、自社基準に基づく操業等を考慮し、評価を見直しました。 

なお、表4-1および表4-2では、カナデビアグループと関
わりのある自然資本および生態系サービスを選択して記載
しており、それ以外の項目は省略しています。各事業の評
価結果は付録Cに記載し、本節では主要な結果として、リス
ク評価がVery HighまたはHighとなった項目について説明し
ます。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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カナデビアグループの自然資本への依存  

 自然資本への依存とは、自然が存在することにより、事業が直接または間接に恩恵を受けて
いる事項を指します。本分析では、その恩恵が途切れた場合に生じ得る事業上の影響を評価し
ています。 

 気候に関連する生態系サービス、具体的には降雨パターンの調整や気候調整への高い依存
が、多くの事業で共通していることが分かりました。また、廃棄時には埋立が発生するため、
固体廃棄物の浄化71)にも依存が高いことが分かりました。 

 WtE施設およびインフラの廃棄時における固体廃棄物の浄化について、ENCOREではVery 
Highと評価されていますが、先進国では廃棄物の適正管理が行われていることを踏まえ、High
に見直しました。 

 

評価結果 
ENCORE分類 プロセス 事業 

High Very 
High 

－第一次鉄鋼製造業 

調達 

ごみ焼却
発電 環境 

－  セメント、石灰石および 
石膏製造業 

－その他の建造物設備設置工事業 建設・現地調整 

－廃棄物処理・処分業 建設時廃棄 

－解体業 
インフラ廃棄 

－廃棄物処理・処分業 

 ー材料再生業 運転 WtX 

 －第一次鉄鋼製造業 

調達 

社会インフラ 
－ セメント、石灰石および 

石膏製造業 

ー 公益工事業 建設・現地調整 

－ 解体業 
建設時廃棄 

－廃棄物処理・処分業 

ー 風力発電の提供 運転 風力発電 
脱炭素化 

－ 廃棄物処理・処分業 インフラ廃棄 キャスク 

水流調整 

水供給 

*Very High、Highとなったもののみ記載。  
  機械事業には、依存がVery High、High 
  となったものはありません。 
*WtX、風力発電については、その施設・設 
  備がごみ焼却発電施設・設備等と同様 
  に、コンクリートや鉄鋼で構成されてい   
  るため、運転時のみ評価しました。 

固体廃棄物の浄化 

表4-1：カナデビアグループの自然資本への依存 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

芸術象徴サービス 

凡例 

降水パターン調整 

地球規模気候調整 

局所気候調整 
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カナデビアグループの自然資本へのインパクト 

 自然資本へのインパクトとは、公害や土地利用などにより、自然に対して負の影響を及ぼす
事項を指します。自然に負のインパクトを与えることにより、その自然を利用する地域の関係
者に影響が波及するリスクがあります。  

 環境事業、具体的にはWtE・バイオマス発電・WtX、およびインフラ事業において、土地・
淡水・海底の利用に関するインパクトが非常に大きいことが分かりました。また、GHG、非GHG、
汚染物質の排出および攪乱に関するインパクトが、多くの事業で共通していることが分かりま
した。  

 建設・現地調整およびインフラ廃棄における生態系の攪乱については、環境マネジメントシ
ステムに基づき、法規制より厳しい自主基準72)を設定して配慮していることから、評価を見直
しました。 

 

環境負荷総量の傾向 

 ENCOREに基づく分析は、自社のサプライチェーンのどこにリスクがあるかを把握する目的
に適しています。一方で、リスクの種類や量を定量的に把握する目的には限界があります。  

 そこで、環境負荷のうち温室効果ガス(GHG)排出量を把握するため、カナデビアグループで
は、環境省の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイド
ライン」に沿ってGHG排出量を算定し、ESGデータ集で公開しています。  

   

 

  

  

評価結果
ENCORE分類プロセス事業

HighVery High

－第一次鉄鋼製造業
調達

ごみ焼却発電

環境

－セメント、石灰石 
および石膏製造業

－特殊産業用機械製造設計・製造
その他の建造物設備 

設置工事業
建設・ 

現地調整
その他の建造物設備 

設置工事業
建設時廃棄 解体業

廃棄物処理・処分業

石油火力発電運転

解体業
インフラ廃棄

－廃棄物処理・処分業

－製材業および 
木材平削り業調達バイオマス 

発電 －バイオマス発電運転

－廃棄物処理・処分業運転バイオガス 
発電

－廃棄物処理・処分業調達
WtX

－浄化活動およびその
他の廃棄物管理業務運転

－水収集・処理・供給
業運転水

－下水処理

* Very High、Highとなったもの
のみ記載。 

* バイオマス発電・バイオガス発
電・WtX・水については、その
施設・設備がごみ焼却発電施
設・設備等と同様に、コンク
リートや鉄鋼で構成されている
ため、運転時および固有のプロ
セスのみ評価しました。 

水・土壌への汚染物
質の排出 

栄養汚染物質の排出 

GHG排出 

非GHG排出 

攪乱 

凡例 

水使用量 

固体廃棄物の発生・放出 

淡水利用面積 

土地利用面積、海底利用面積 
 

表4-2：カナデビアグループの自然資本へのインパクト 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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 これらの分析結果は、今後、事業ごとの対応方針、サプライヤーとの連携、製品・サービス
の環境性能向上、顧客施設における⾧期的な運用支援を検討するための基礎として活用します。 

 

 

  

  

 算定の結果、GHG排出量(Scope1、2、3)73)については、Scope3カテゴリー1174)、すなわち
販売した製品の使用時に発生するGHG排出量が大きく、Scope1、2、3全体の70％超を占めて
いることが分かっています。さらに具体的に分析すると、その大部分は「WtEの使用」、すな
わちWtE施設を使用してごみを焼却する際に排出されるGHGであることが分かっています。こ
のため、カナデビアグループの環境負荷は、当該年度に受注したWtEの件数の影響を大きく受
けます。また、継続して排出量の割合が大きい項目として、「購入した商品・サービス」
(Scope3カテゴリー1)およびWtEを除いたカテゴリー11があります。後者の約50％は「舶用エ
ンジンの使用」によるものです。舶用エンジン事業は連結対象から外れたものの、カナデビア
グループのバリューチェーン下流には含まれます。 

 

分析結果から得られる示唆 

以上の分析から、カナデビアグループの自然資本との関わりは、特定の自然資本や生態系
サービスに限定されるものではありませんでした。また、調達、製造、建設、運営、製品使
用、廃棄に至るバリューチェーン全体に広がっていることが確認されました。特に、気候に関
連する生態系サービスへの依存、土地・淡水・海底の利用に伴うインパクト、GHG・非GHG・
汚染物質の排出に関するインパクトは、複数の事業に共通する重要な論点です。 

また、GHG排出量については、販売した製品の使用時に発生する排出、とりわけWtE施設の
使用時に発生する排出の割合が大きいことから、カナデビアグループの環境負荷は、自社の直
接操業だけでなく、製品・サービスが顧客施設で⾧期にわたり使用される段階においても大き
く顕在化することが分かりました。 

 

 

  

  

評価結果
ENCORE分類プロセス事業

HighVery High
 

 －電子部品および基板 
製造業設計・製造機械

－第一次鉄鋼製造業
調達

社会インフラ

－セメント、石灰石 
および石膏製造業

公益工事業建設・ 
現地調整

解体業
インフラ廃棄

－廃棄物処理・処分業

－第一次鉄鋼製造業調達舶用 
エンジン

脱炭素化

－風力発電運転風力発電

－第一次鉄鋼製造業調達圧力容器

－第一次鉄鋼製造業調達
キャスク

廃棄物処理・処分業廃棄

固体廃棄物の発生・放出 

淡水利用面積 

土地利用面積、 
海底利用面積 
 

*  Very High、Highとなったも
ののみ記載。 

* 風力発電については、その施
設・設備がごみ焼却発電施
設・設備等と同様に、コンク
リートや鉄鋼で構成されてい
るため、運転時および固有の
プロセスのみ評価しました。 

凡例 

GHG排出 

非GHG排出 

攪乱 

表4-2：カナデビアグループの自然資本へのインパクト(続き) 

水・土壌への汚染物
質の排出 

栄養汚染物質の排出 

水使用量 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 



53 

* 子会社が運営受託する施設を含みます。 
* WtX事業および脱炭素化システムに関する事業は、実証段階です。 
* バイオガス発電事業のうち、日本以外はライセンシーの施設も含みます。 
* 水事業は、し尿処理施設とRO(逆浸透膜)処理施設の実績です。日本の施設の一
部に稼働状況を確認できないものを含みます。 

* 船舶エンジン事業は、1950年の生産開始以降の造船所/プラントベースの  
納入実績を示します。 

* 機械事業および社会インフラ事業は、日本およびアジアを中心とする顧客
の施設に納入していますが、本表にはカウントしていません。 

* データを入手した範囲で開示しています。 

図4-3：カナデビアグループの各事業の主な実施先(2026年3月末時点累計納入実績) 

(2) 場所の分析対象と事業展開地域 

カナデビアグループは、装置や機器の製造販売を行ってい
ます。環境負荷と事業を展開している場所との関係を整理
するにあたっては、環境との接点が広く、かつ⾧期間にわ
たるプラントエンジニアリング機能を有する事業、具体的
には環境事業、機械事業、社会インフラ事業、脱炭素化事
業を対象として分析を行いました。 

これらの事業では、主要な製品・装置を自社工場で製造
し、購入品等とともに顧客施設に納入します。また、製品
等の納入先である顧客は世界各地に展開しており、顧客が
施設を建設し、顧客または運営を受託したカナデビアグ
ループが運営します。したがって、場所の分析は、各事業
における工場立地および主要な施設の建設・運営場所を対
象として行いました。 

なお、事業の主な実施先、すなわち顧客の施設設置場所
は次のとおりです。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

Europe 
WtE       552施設 

バイオガス発電 473施設 

水事業         1件 

舶用エンジン  110件 

プロセス機器    19件 

Middle East 
WtE                4施設 

バイオガス発電          2施設 

水事業       31件 

舶用エンジン       11件 

プロセス機器    507件 

Africa 
水事業           3件 

舶用エンジン         5件 

プロセス機器    202件 
Australia 

WtE                3施設 

水事業             283件 

舶用エンジン         9件 

プロセス機器       21件 

Asia 
WtE        413施設 

バイオガス発電    3施設 

水事業               12件 

舶用エンジン   309件 

プロセス機器   504件 

原子力関連機器   21件 

Japan 
WtE        554施設 

バイオマス発電    3施設 

バイオガス発電    19施設 

水事業             172件 

舶用エンジン    2,975件 

プロセス機器   439件 

原子力関連機器   77件 

風力発電                           9件 

North America 
WtE         55施設 

バイオガス発電    2施設 

舶用エンジン             7件 

プロセス機器   214件 

原子力関連機器      959件 

South America 
水事業                    8件 

舶用エンジン        8件 

プロセス機器   37件 
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(3) 主要事業における地域別の展開状況 

環境事業 

WtE事業は、主に欧州、日本、中東、東南アジアで展開
しています。このうち欧州および日本は環境規制が厳しい
地域ですが、カナデビアグループはこれらの規制を遵守し
て事業を展開しており、環境リスクは低いと考えています。 

また、埋立比率が高い地域、特にごみがそのまま埋め立
てられているオープンダンピングエリアにWtEを設置し、メ
タン排出を抑制するなど、現地の環境リスクを低減する事
業を進めています。タイ(350tonnes)およびマレーシア
(600tonnes)では、こうした取組の実績があります。 

特に、マレーシアのSolid Waste Modular Advance 
Recovery and Treatment waste-to-Energy(“SM WTE”)Plant
は、オープンダンピングエリアに焼却施設を建設した第一
号案件であり、ごみ焼却によるオープンダンピング削減を
実現しています。同施設では、受入ごみ量3,000tonnes/dの
うち600tonnes/dを焼却処理しています。また、タイ、イン
ドネシア、マレーシア等において、廃棄物事業者と協業した
取組を進めています。 

さらに、アラブ首⾧国連邦ドバイ市のWtEプロジェクト
は、2024年8月に施設が竣工し、35年間の運営を予定してい
る近年のランドマークとなる事業です。同様の事業をアブ
ダビ市でも進めています。これらの事業は、グループ会社
間の連携を強化しながら進めています。 

 

 

 

 

 

水事業については、日本において、汚泥再生、資源化、
最終処分場浸出水処理システム、上水・下水・産業排水処
理システムを展開しています。  カンボジアにおいては、浄
水設備を導入しています。また、オーストラリア、ニュー
ジーランド、アラブ首⾧国連邦を中心とする中東地域、具
体的にはサウジアラビア、オマーン、北アフリカの一部にお
いて、鉱山廃水処理、海水淡水化、工場排水処理等を展開
しています。具体的にはオーストラリアにおける鉱山廃水処
理のほか、カーボベルデでは慢性的な水不足を解消するた
めの大型海水淡水化事業を、モルディブでは再生可能エネ
ルギーを利用した海水淡水化実証事業などを進めていま
す。さらに、太平洋地域、具体的にはフィジー、トンガ、サ
モア等では、気候変動の影響により伝統的な雨水や地下水
源が脅かされていることから、水供給設備を展開しています。 

WtX事業については、EFCaR(エフカル)システム、すなわ
ちエネルギー自立型炭化システムの1号機設置に向けて、タ
イ、中国、インドネシア、ベトナムなどで協議を進めていま
す。また、バイオエタノール製造については、東京都から、
都のごみをSustainable Aviation Fuel(SAF)75)に変換するた
めのプロジェクト開発を受託しています。さらに、バイオメ
タネーションについては、日本および東南アジアにおいて、
消化槽を設置した下水処理場や、メタン発酵設備を有する
食品工場を対象に事業を展開しています。 

  

 

 

 

 

 

 

機械事業 

機械事業で販売する製品は、主に日本の当社築港工場お
よび舞鶴工場で製造しています。 

 

社会インフラ事業 

社会インフラ事業で販売する製品は、主に日本の当社堺
工場および向島工場で製造しています。 

 

脱炭素化事業 

プロセス機器事業については、圧力容器およびキャス
ク・キャニスター、すなわち原子力発電用使用済み核燃料
の輸送および貯蔵容器を、日本の当社有明工場で製造し、
世界に供給しています。また、北米のグループ会社でも
キャスクを製造しています。 

さらに、CCS・CCUSに必要な液化CO₂貯蔵用球形タンク
のEPCに関して台湾企業と協業契約を締結し、当社が強みを
有する圧力容器・貯蔵タンク関連技術のCCS・CCUSインフ
ラ向け展開を進めています。 

脱炭素化システム事業のうち、水素発生装置は、日本の
PtG76)実証向け顧客を中心に納入実績があります。現在は、
GI基金77)事業において大型化実証を実施しています。あわ
せて、水素発生装置の量産化に向け、山梨県都留市に年産
1GW以上の生産能力を持つ工場を建設しており、2029年度
の完成を目指しています。日本以外においても、中東およ
びインドでの事業展開を検討しています。 
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また、メタネーションについては、日本、欧州、オマーン
で事業開拓を進めています。オマーンでは、パイロットプ
ラント(e-methane78)製造量：1,200Nm³/h)および商用化プ
ラント(同18,000Nm³/h)の検討に向けたパイロット事業を
行っており、海水淡水化、水素発生装置、メタネーション
を含む大規模プラントの建設を検討しています。 

風力発電事業のうち、陸上風力は主に日本で展開してお
り、風車の建設および発電を行っています。具体的には、
秋田県の3か所(2MW×4基)での運用に加え、小川原地域に
おいて、2026年3月より風車15基(4.3MW×15基)の商業運転
を開始しています。当社はEPCに加え、約20年間の運転管
理・メンテナンス業務を担う予定です。 

洋上風力発電は現在開発フェーズにありますが、日本の
顧客に提供する風車の基礎部分について、開発・実証段階
における技術認証を取得しています。 

 船舶向けの技術としては、LNG燃料船向けに、メタン酸
化触媒とエンジン改良を組み合わせたメタンスリップ削減
技術の開発に取り組んでいます。GI基金の開発事業では、
実船試験においてメタンスリップ削減率98％を達成しました。 

 

(4) 調達における環境負荷 

カナデビアグループの調達は、顧客のRFPに基づいて実施
しています。本節で示したENCOREによるリスク分析の結
果、バリューチェーンの中の調達プロセスにおいても、主に
鉄鋼や機械類を中心に、全般的に環境負荷が高いことが分
かりました。 

 

サプライヤーにおける実際の環境負荷については、サプ
ライヤーエンゲージメントの中で情報収集を進めていま
す。また、顧客のRFPを満たしながら環境負荷を低減するた
め、カナデビアグループ全体で調達先の選定を最適化するグ
ローバル調達の取組を進めています。 

 

(5) 直接操業等の拠点・施設別の生物多様性の重要性  

 次に、直接操業等の拠点・施設について、生物多様性評
価を行いました。評価にあたっては、生物多様性保全にお
いて重要な地域である「保護区」および「生物多様性重要
地域(Key Biodiversity Areas：KBA)79)」のデータベースを活
用し、事業操業地と希少種の生息地との立地関係を確認し
ました。  

 評価は、立地や事業特性の違い、法令や地域との協定、
自社基準に基づく操業等を考慮し、生物多様性保全におけ
る重要度が高いものから順に、Very High、High、Medium、
Low、Very Lowの5段階で行いました。  

 その結果、カナデビアグループにとって生物多様性上の
重要度が最も高い、すなわちリスクが高い場所は、顧客に
納入した環境関連の製品・サービスが設置されている場所
であることが分かりました。これは、建設時に土地利用が
発生するためです。一方で、カナデビアグループが納める
製品・サービスは、ごみ焼却発電や汚水処理など、環境回
復に資する施設です。これらの施設が適切に稼働し続ける
ことは、地域の自然を守り、納入前より自然の状態を回復
に近づけることにつながると考えています。  

 

 なお、自社工場および設備設置先のいずれにおいても、
環境事故が発生した場合には、生物多様性毀損のリスクが
高まる可能性があります。特に、汚水処理施設について
は、適切に稼働しない場合、流域の汚染が回復せず、継続
することになります。これは、水の利用に関しては    
バリューチェーン下流が重要であることを示しています。  

 そのため、カナデビアグループは、自社の環境マネジメ
ントシステムを通じた適切な環境管理を継続するととも
に、顧客に納入した設備が⾧期間にわたり適切に稼働する
よう、メンテナンス・修理等を進めていきます。以下に、
自社施設および顧客施設等における分析内容を示します。  
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【自社施設】  

 カナデビアグループの工場や拠点においては、近隣に自然保護区やKBAがある場合でも、環
境マネジメントにより法令より厳しい自主基準以下に環境負荷を抑えているため、自然へのイ
ンパクトはいずれもMedium以下であることが分かりました。  

 例えば、有明工場はKBAである島原湾に近接しているだけでなく、周辺に複数のKBAが存在
しています。これらのKBAでは、アリアケヒメシラウオ(EN：危機)など、海に生息する魚類や
鳥類が絶滅危惧種に指定されており、特に排水の管理が重要です。  

 有明工場では、油水分離槽により排水を処理し、排水の水質について法令を上回る自主基準
値を設定・管理したうえで、有明海に放出しています。また、電子監視装置を設置し、大雨等
の際には必要に応じて槽に流入する排水を遮断するなど、オーバーフローにより排水が直接海
に流入しないよう監視・運営しています。  

 

図4-5：(左手前) 
               カナデビア(株)有明工場および日立造船マリンエンジン(株)工場 

図4-4：油水分離槽(有明工場)  

【顧客施設等】 

環境事業のうち水事業の設備設置先、すなわち顧客先においてVery HighまたはHigh、イン
フラ事業の設備設置先においてHigh、脱炭素化事業のうち風力発電事業の設備設置先において
Highとなるものがあることが分かりました。 

以下においては、顧客先の協力を得て情報を入手した事例について、個別の分析結果を示し
ます。 

  

環境事業 

WtE事業(マラッカ州マラッカ(マレーシア)) 

カナデビアグループは、マラコフ社(Malakoff Corporation Berhad)を通じて、マレーシアの
マラッカ市にWtE施設を建設しています。建設地域は、ゴム・パームヤシのプランテーション
跡地の一部です。ここでは、国際自然保護連合(IUCN)レッドリストでは低懸念(LC)である一方
で、マレーシアの法律に基づく保護対象種となっているハリオハチクイ、アカガオサイホウ
チョウ、アオショウビン、カンムリワシ、インドトサカゲリ、チビアオバト(いずれも鳥類)が
生息しています。WtE建設によるこれらの鳥類への影響については、マラコフ社の環境影響評
価において、周辺に同様の生息環境があることを根拠に、悪影響は低いと評価されています。 

WtEの排水が流入するレレー川は、マラッカ市西側のクレバンセラタン島の西側に流れ込ん
でいます。レレー川の河口の東側には、野生生物保護区(ウペー島など)や海域保護区(スルタ
ン・イスカンダル海洋公園)などの保護区があります。これらの海域には、サンゴ、マングロー
ブ、海草が豊かに存在し、絶滅危惧種であるタイマイ(CR：深刻な危機)やジュゴン(VU：危急)
が生息しています。 

不測の事態によりWtEから汚染水が流出した場合、レレー川を通じてこれらの海域に到達す
る可能性があります。ただし、距離が10km以上離れていることから、その影響は非常に限定
的であると考えられます。 

これらのことから、当施設の立地における重要度は低いと判断しました。 
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水事業：Ranger Uranium Mine(ノーザンテリトリー州カ
カドゥ(オーストラリア)) 

カナデビアグループが廃水処理施設を納入しているウラ
ン鉱精製工場は、カカドゥ国立公園および3つのKBA、すな
わちArnhem Plateau、Alligator Rivers Floodplains、
Kakadu Savannaに隣接しています。これらの地域には、淡
水域を中心に、IUCNレッドリストにおいて絶滅危惧種とさ
れている甲殻類のテナガエビ亜科の一種(Leptopalaemon 
glabrus、CR：深刻な危機)、鳥類のノドジロクロセスジム
シクイ(EN：危機)、アカオオタカ(EN：危機)、ウズラシギ
(VU：危急)、セイタカコウ(NT：準絶滅危惧)が生息しています。 

これらの生物、特に河川から汽水域・干潟に生息するテ
ナガエビ亜科の一種、ウズラシギ、セイタカコウは、河川
の水質により生息環境が大きく変化します。したがって、
精錬工場の排水が処理されずに河川に流された場合には、
その被害が非常に大きくなることが懸念されます。 

カナデビアグループの廃水処理施設は、鉱山廃水を適切
に処理し、工場排水が流れ込む河川の汚染を回避する役割
を担っています。すなわち、廃水処理施設の導入により、
導入以前よりも河川の水質を改善していると考えられま
す。この点で、本施設は「自然の劣化を食い止め、反転さ
せる」というネイチャーポジティブの趣旨に整合した取組
であると考えています。 

一方で、仮に工場排水の汚染レベルが上昇するような環
境事故が発生した場合には、前述の生物に被害が及ぶ懸念
があります。 

このことから、カナデビアグループの廃水処理施設に
は、安定的に稼働するための高い施設品質および管理品質
が求められることが分かります。 

したがって、当該施設の立地における重要度はVery High
と判断しました。なお、この工場は先住民族保護地域
(Indigenous Protected Area)であるWarddekenにもほぼ隣
接しています。鉱山廃水が先住民族の生活用水とどのよう
に関わっているかは明確ではありませんが、鉱山廃水を適
切に処理するカナデビアグループの廃水処理施設は、先住
民族の健康被害、放射線被害を含むリスクを防ぐという点
においても、重要な役割を担っていると考えています。 

 

水事業：Alumina Refinery(クイーンズランド州グラッドス
トン(オーストラリア)) 

カナデビアグループが廃水処理施設を納入しているアル
ミナ精製工場は、ガーデン島保護公園から約8kmの位置に
あります。その外洋には、世界自然遺産である海洋保護区
グレートバリアリーフがあります。 

このアルミナ精錬所では、過去にサイクロンにより廃水
がオーバーフローし、生産能力を50％に制限せざるを得な
かった経験があり、その対策としてカナデビアグループの
廃水処理施設を導入しました。カナデビアグループは、現
地で緊密に対応することにより迅速に施設を導入し、工場
の正常稼働に貢献しました。 

 

精錬所からオーバーフローした廃水は、河川等を通じて
海に流れ込み、前述の海洋保護区に悪影響を及ぼしていた
可能性がありますが、カナデビアグループの廃水処理施設
の導入により、その影響が改善されたと考えられます。し
たがって、本件も「自然の劣化を食い止め、反転させる」
というネイチャーポジティブの趣旨に整合した取組である
と考えています。 

本件のポイントは、いかに早く廃水処理施設を導入する
かにあり、設備調達品の準備および立ち上げに関する高い
技術力が求められます。これらのことから、当施設の立地
における重要度はVery Highと判断しました。 

 

 

図4-6： Ranger Uranium Mine 排水処理施設等 
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図4-7：カンムリウミスズメ(©(公財)日本野鳥の会) 

社会インフラ事業 

天ヶ瀬ダム(京都府宇治市(日本)) 

カナデビアグループが水門を納入している天ヶ瀬ダム
は、淀川上流の宇治川に位置しています。宇治川には、
IUCNレッドリストにおいて絶滅危惧種とされている魚類、
具体的にはイチモンジタナゴ、イタセンパラ(いずれもEN：
危機)、両生類のオオサンショウウオ(VU：危急)、昆虫類の
ナニワトンボ(NT：準絶滅危惧)等が生息しています。 

ダムの水門操作による水量変化は、ダム下流の淀川水系
に影響を及ぼします。そのため、水門が適切に運転される
よう維持することは、自然へのインパクトの観点から重要
であると考えられます。これらのことから、当施設の立地
における重要度はHighと判断しました。 

  

風力発電事業 

響灘洋上風力発電所(福岡県(日本)) 

カナデビアグループが浮体式風力発電設備を納入した響
灘洋上風力発電所は、白鳥鳥獣保護区特別保護区から約
4kmの位置にあります。同保護区周辺には、IUCNレッドリ
ストにおいて絶滅危惧種とされている鳥類であるカンムリ
ウミスズメ(VU：危急)およびオオミズナギドリ(NT：準絶滅
危惧)が生息しています。また、カンムリウミスズメは、カ
ラスバトとともに日本において天然記念物に指定されてい
ます。 

 

これらの鳥類およびそれらを捕食するハヤブサ・ミサゴ
(いずれもLC(低懸念))といった猛禽類は、洋上を飛翔するこ
とから、洋上風力発電所の設置によるバードストライクや
生息環境の悪化が懸されます。 

また、カンムリウミスズメは当該海域において採餌・休
息を行う種であることから、当社が納入した浮体の設置・
運用がこれらの種にインパクトを及ぼす可能性があります。 

 このように、洋上風力発電設備の設置・存在等は、設置
海域や周辺環境の特性によって、海洋生態系や生物の生息
環境に影響を及ぼす可能性があります。これらの設備に関
する潜在的な負のインパクトについては、AR3T枠組80)に基
づき生態系に及ぼす影響を回避、最小化すべく最大限の対
応がなされるべきです。これらのことから、当施設の立地
における重要度はHighと判断しました。 

 

(6) 場所の分析結果から得られる示唆 

場所の分析から、カナデビアグループにおける自然関連
の重要度は、自社工場や事業所にとどまらず、顧客に納入
した製品・サービスが設置され、⾧期にわたり稼働する場
所においても顕在化することが確認されました。特に、水
処理施設、WtE施設、水門、風力発電設備などは、土地利
用、水質、生態系、希少種の生息地との関係において、地
域ごとに異なる自然関連の重要度を有しています。 

 

 

一方で、これらの製品・サービスは、廃棄物処理、排水
処理、水管理、再生可能エネルギーの供給などを通じて、
地域の環境負荷の低減や自然環境の保全に資する側面も有
しています。そのため、カナデビアグループにとって重要な
のは、製品・サービスを納入することにとどまらず、それ
らが地域の自然環境や社会に与える影響を踏まえ、⾧期に
わたり安定的かつ適切に稼働するよう支えることです。 

今後は、重要な場所に関する分析結果を、事業ごとの自
然関連リスク・機会の把握、顧客施設における運用・保守
の重要性の確認、バリューチェーン下流における対応方針
の検討に活用していきます。 
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人と社会に関する依存とインパクトの試行的整理 
(1) 基本的な考え方 

人と社会に関する依存、インパクトは、気候・自然関連
の依存、インパクト、事業リスクおよび財務リスクと相互
に関連します。例えば、気候変動に伴う酷暑や自然災害
は、現場の労働安全衛生と地域のレジリエンスに影響しま
す。脱炭素化・循環経済への移行は、雇用、技能、調達構
造および地域経済に変化をもたらします。また、自然資本
への負荷が大きい地域では、サプライチェーン上の人権・
労働リスクが重なる場合があります。 

カナデビアグループの事業は、廃棄物処理、水、エネル
ギー、防災、脱炭素化等の社会インフラ事業の提供を通じ
て、地域の環境負荷を低減するとともに、人々の健康、安
全、生活基盤および地域のレジリエンスを支えています。
一方、これらの事業を設計・建設・運営し、⾧期にわたり
安定して機能させるためには、働く人々の技能と安全文
化、サプライヤーの供給力、顧客・自治体・地域社会との
信頼関係が不可欠です。 

このため、人と社会は、カナデビアグループの事業から
影響を受ける対象であると同時に、価値創造を支える重要
な基盤でもあります。本節では、事業が人と社会に与える
正負の影響と、事業が人的・社会的基盤に依存する関係を
整理します。 

  

 

 

 

 

不平等・分配の視点 

人と社会に関する課題は、個々の人権やWell-beingの状
態だけでなく、事業に伴う便益、負担、資源、機会および
社会インフラへのアクセスが、異なる人々や集団の間でど
のように分配されているかという視点から捉える必要があ
ります。本レポートでは、これを「不平等・分配の視点」
として整理します。 

カナデビアグループが提供する廃棄物処理、水、エネル
ギー、防災等の社会インフラは、衛生・公衆衛生、生活環
境、安全・安心、地域雇用、エネルギー・水へのアクセス
および災害対応力の向上に貢献します。一方、同じ事業で
あっても、その便益と負担がすべての人々に均等に生じると
は限りません。施設の立地、建設および運転に伴う騒音、
交通、排出、土地・水利用、料金・費用負担、雇用・技能
の変化等の影響が、施設周辺の住民、協力会社で働く
人々、対応余力の限られる取引先、サービスへのアクセスに制
約のある人々等に偏る可能性があります。 

このため、人と社会に関するインパクトを評価する際に
は、次の観点を確認します。 

・事業による便益を受ける人々と、負担を負う人々は誰か  
・便益または負担が、特定の地域、人々または集団に偏っ     
 ていないか  
・所得、健康、雇用、居住環境、情報、技能、社会インフ 
 ラへのアクセス等の既存の格差を拡大または縮小する可 
 能性があるか  
・脆弱な立場にある人々が、対話、意思決定、苦情申立て  
 および救済のプロセスにアクセスできるか  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

 2026年版では、既存の人権デュー・デリジェンス、取引
先調査、労働安全衛生、働く人々に対するエンゲージメン
ト調査、地域・顧客との対話等から把握できる範囲で、こ
れらの論点を試行的に整理しました(表4-3)。今後は、主要
な事業・案件について、便益と負担の分布、影響を受ける
人々の属性および社会的脆弱性81)を踏まえた評価方法を整備
していきます。 

カナデビアグループが目指す「公正な社会実装」とは、
気候・自然課題の解決に資する技術や事業を、影響を受け
る人々の安全と権利に配慮し、顧客や地域社会が継続して
利用できる形で実装することです。事業の便益と負担が特
定の地域、労働者、利用者または脆弱な立場の人々に偏ら
ないよう、対話、予防・軽減、是正・救済の考え方を事業
プロセスに組み込むことが重要です。 
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  今後必要となる情報不平等・分配の確認事項主な負担・負のインパクト主な便益・正のインパクト依存 対象となる人々

安全、健康、育成、エンゲー
ジメントの属性・拠点別デー
タ、スキルマップ

雇用形態、職種、拠点、属性
によって安全、健康、育成、
登用、報酬および発言機会に
差が生じていないか

労働災害、過重労働、 
ハラスメント、機会格差

雇用創出、技能形成、働きがい、
安全・健康への投資

技術者・技能者、運転・運営
人材、グローバル人材に依存 
品質・安全文化、心理的安全
性、技能・知識の蓄積と継承
に依存 

直接の雇用関係にある従業員
およびカナデビアグループに 

労務を提供する人々 

追加SAQ、ヒアリング、労働時間
管理、安全、救済へのアクセス

取引上の交渉力、企業規模、
間接雇用、支払条件、移民労
働者等により負担が偏ってい
ないか

過度な業務負荷、一方的な納
期・仕様変更、不適切な価格・
支払条件、人権・労働上の問題

継続的な取引、技能・品質の
向上、事業機会

サプライヤーの技能、品質、
納期対応力、倫理、労働安全
衛生管理に依存 

バリューチェーン上で 
働く人々

案件別ステークホルダーマッ
プ、便益・負担、苦情・対話
記録

社会的に脆弱な立場にある
人々が便益から取り残され、
または特定の層に負担が 
偏っていないか

騒音、交通、排出、 
土地・水利用、景観、 
料金・費用負担

公衆衛生、地域雇用、 
生活インフラへのアクセス、
防災機能

地域からの信頼、自治体・住
民との連携、地域人材、社会
的受容(Social License)に依存 

影響を受ける地域社会

利用者安全、サービス停止、
アクセス、満足度・苦情等の
情報 

特定層だけの利用に偏らないか 
サービス停止や限界の影響が
特定層に偏っていないか 

事故、サービス停止、情報提
供不足による安全・信頼の棄
損、サービスへのアクセス制
約 

安全で継続的なサービス、 
生活基盤、災害対応力 

顧客からの信頼、 
利用者ニーズ、 
継続利用・契約関係に依存 

顧客・利用者

投資・融資先による不平等・
分配に関する情報開示 

投資・融資による便益と負担
が、特定の層に偏っていないか 

投資・融資の停止、 
対話の質の悪化 
情報の非対称性、投資リター
ン低下、評価低下リスク 

適切な投資・融資判断、 
⾧期的対話 
社会価値と経済価値の両立 
安定リターン 

資本市場からの信頼と資金供
給に依存 
気候・自然・人と社会を統合
した情報開示を通じた信頼形
成に依存 

投資家・金融機関 

表4-3 人と社会に関する依存・インパクト、不平等・分配の視点による試行的整理 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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(2) サプライチェーン人権DDおよび取引先調査から得られた示唆 

サプライチェーンにおける人権・労働上の課題は、単
独のコンプライアンス課題ではなく、調達安定性、品
質、納期、取引先との信頼関係および事業継続性に関わ
る戦略上の論点です。カナデビアグループは、人権方針
に基づく人権DDや取引先調査を通じて、サプライ
チェーンにおける人と社会に関する依存、インパクト、
リスクおよび機会の把握を進めています。 

2026年のサプライヤー人権DDでは、既存のGCNJ SAQ
回答結果、国別リスク、業種別に発生しやすい人権課題
および同業他社の開示を組み合わせ、追加確認の優先順
位を整理しました。この評価は、個別企業における人権
侵害の発生を示すものではなく、対話と確認の優先順位
を定めるためのスクリーニングです。 

また、取引先コンプライアンス調査では、当社および
担当者の取引態様を取引先の視点から点検しました。調
査では、書面による受発注、発注情報、価格・納期・仕
様、業務負荷、品質要求、支払・検収、コンプライアン
ス、相談窓口、信頼および満足度等を確認しました。そ
の結果、全体として一定の水準を確認した一方、業務負
荷や一方的な納期変更について、改善に向けて確認すべ
き事項があることが分かりました。 

これらの分析から、サプライチェーン上の人権・労働
課題は、調達部門やコンプライアンス部門だけの課題で
はなく、事業の安定性、品質、納期、コスト、取引先と
の信頼関係に影響する重要な経営課題であることが確認さ
れました。 

 

  

 

運営施設では、働く人々の労働安全、地域住民への騒
音・交通・排出等の影響、利用者の安全等が重要です。 

水ストレス地域および水処理施設を提供する地域で
は、水質、生態系、淡水利用に加え、生活用水、公衆衛
生、地域住民の権利およびサービス継続性が重要になり
ます。水処理事業は、環境負荷低減に貢献する一方で、
地域の生活基盤や健康、安全に密接に関わるため、地域
社会との信頼関係やサービス継続性を踏まえた事業運営が
求められます。 

社会インフラ事業は、建設時、運転時、維持管理時の
各段階で多様な人々と関わるため、現場の安全文化、品
質管理、地域との対話が、事業の継続性と信頼に直結し
ます。 

サプライヤー所在国・地域では、国別・業種別人権リ
スクとSAQ結果を重ね合わせ、追加確認が必要な取引先
を優先することが重要です。サプライチェーンの地理的
広がりが大きくなるほど、法制度、労働環境、社会的脆
弱性、環境負荷の状況は多様になります。このため、サ
プライヤー所在国・地域に関する分析は、調達リスクの
把握だけでなく、安定供給、品質、納期、信頼関係を支
える基盤として位置づける必要があります。  

これらの重要な場所に関する分析から読み取れること
は、環境価値を実装する事業であっても、地域社会の安
全、権利、生活基盤、便益と負担の配分に配慮しなけれ
ば、事業の継続性や社会的受容に影響するという点で
す。したがって、人と社会上重要な場所の把握は、リス
ク管理上の確認にとどまらず、環境事業・脱炭素化事業
を公正に社会実装するための戦略上の前提となります。 

 

特に、発注条件、仕様変更、納期設定、価格・支払条
件、監査・安全要求は、取引先で働く人々の労働環境に
影響し得ると同時に、当社の事業遂行力にも影響します。 

したがって、調達安定性と人権・労働への配慮を一体
で捉えることが重要です。今後、サプライチェーン全体
の信頼性を高めるためには、追加SAQ、取引先ヒアリン
グ、取引条件変更時の事前協議、納期・仕様変更時の丁
寧なコミュニケーション、相談窓口の分かりやすさ向上
等を通じて、取引先との対話を深めることが必要です。
こうした取組は、単なるリスク低減にとどまらず、安定
供給、品質向上、納期遵守、共創関係の強化につながり
ます。 

 
(3) 人と社会に関して重要な場所と戦略上の前提 

人と社会に関する影響は、国・地域の法制度、雇用慣
行、社会的脆弱性、施設の立地条件および事業形態に
よって大きく異なります。本レポートでは、自然関連の
重要な場所に加え、人権・労働・地域社会への影響が顕
在化しやすい場所を「人と社会上重要な場所」として試
行的に整理します。カナデビアグループにとって、
WtE/WtX施設およびオープンダンピングへの依存が大き
い地域では、GHG、土地利用、廃棄物流出等の自然関連影
響と、衛生、健康、地域雇用、エネルギーアクセス、便益
と負担の偏在を一体で把握する必要があります。廃棄物
処理や資源循環に関する事業は、地域の生活環境や公衆
衛生を改善する機会を持つ一方、施設の立地や運転に伴
う負担の受け止め方によって、地域社会からの受容に影
響する可能性があります。その建設現場および運転・ 
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シナリオ分析 
(1) 気候シナリオの設定 

本節では、TCFD提言を参照して設定した気候シナリオと
分析結果を示します。 

気候シナリオに関しては、現行の延⾧の世界、すなわち
2100年時点での平均気温の中央値が2.5℃～3℃の世界であ
ることに対して、現状よりも大幅に厳しい環境目標である
1.5℃を追求するシナリオ、および、現状よりも排出が多い
世界である4℃シナリオを用います。 

1.5℃シナリオの場合は、強い規制による移行リスクがか
かり、物理リスクが抑制されている世界線です。2050年に
は、世界各地でカーボンニュートラルが達成され、気候変
動が一定程度以内に抑えられています。その結果、台風の
強大化や大雨による洪水など、自然災害による物理リスク
の増大が抑制されています。 

このシナリオでは、カーボンプライシング82)が段階的に
上昇し、現状よりも迅速に、各国で再エネの導入が進み、
グリーン水素、グリーンアンモニア83)、e-methaneなどの 
e-fuel84)の製造および利用が活発化しています。脱炭素化に
関する政策が各国で導入され、国際的な低炭素化目標の達
成に向けて、国際社会全体が誘導される中、ネットゼロが
達成されようとしています。 

また、それらを後押しするサステナブルファイナンスに
よる投資も活発であり、気候変動対策とその情報開示を積
極的に行う企業に投資が集まります。 

鉄鋼やコンクリートなどの調達資材は、サプライヤー側
での再エネ導入や燃料の脱炭素化が進むことで、世界中で
脱炭素化が急激に進んでいます。また、顧客からはカナデ
ビアグループの製品およびシステムへのGHG排出削減に関

する要求と共に、脱炭素化に資する事業への関心が高まり
つつあります。 

AIが需要・供給制御や循環経済の差配を行うことで社会
のエネルギー効率・物質効率が最適化されています。リサ
イクル政策は前倒しで目標を達成しており、主要リサイクル
センターでは、ごみ焼却需要が縮小し、残渣が最小化して
います。可燃ごみ供給が不足しがちになるため、ごみ収集範囲
が広域化しています。 

1.5℃シナリオでは、燃料の脱炭素化が実現する過程で代
替品が提供されており、一般廃棄物総量に占めるプラス
チックごみの比率は、顕著に下がっています。また、焼却
時に発生するCO2は、CCUSによって回収されています。ご
み焼却発電では、CCUS設置が標準となっており、WtXが実
現されています。 

一方、4℃シナリオでは、現在よりもGHG排出量が増加し
て、2100年平均気温の中央値が4℃超を想定する世界線です。 

例えば、人口増加による農地開拓、AI需要や、産業およ
び経済成⾧等で急増するエネルギー需要を化石燃料で賄
い、経済優先政策が採用されています。 

脱炭素化を推進する政策は現状よりも後退しており、高
いGHG排出が継続しています。脱炭素化を強く推し進める
国もある一方で、経済発展を優先する国では脱炭素化を後
押しする政策は行われていません。社会における脱炭素化
の取組にもばらつきがあり、地域や組織の間に大きな差が
あります。 

 

 

環境価値が認められず経済性が優先されるため、バイオ
ガス発電、バイオマス発電、再エネ発電、グリーン水素製
造、グリーンアンモニア製造、メタネーション、SAF製造な
どの非化石エネルギー産業やCCSなどのCO2回収・有効利用
に関する産業は成⾧していません。そのため、火力発電に
おいても燃料転換が進まず、石炭や天然ガスの利用が残っ
ています。 

サプライチェーンは、常に、極端な熱波、豪雨、高潮な
どの頻発による操業中断リスクがあります。また、都市の
中核部分は沿岸域から高台の方へ移行しています。 

東南アジアなど開発途上国では、経済優先方針からリサ
イクルや資源循環の静脈分野よりも、自然資源から製品を
製造・流通・販売する動脈分野に投資が優先されており、
環境投資であるWtE/WtXの投資は少なく、廉価なごみ焼却
設備が選択されています。 

ごみやプラスチックは増えていくことが想定されるた
め、リサイクルセンターのごみ焼却需要は高まり、大量処
理や高稼働が維持されています。また複合災害頻発に伴い
処理ピークの負担は高まっています。これらの状況から、
カナデビアグループの製品・システムのGHG排出削減に関
する顧客の要求にはばらつきが残っています。 

2025年度は、米国の気候変動対策抑止、中東情勢悪化に
よるGHG排出量の増加やサプライチェーンの分断など地政
学的なリスクが発生しました。これらは気候シナリオその
ものには影響しませんが、これらの動きにより4℃シナリオ
の世界に近づいていく方向であるため、その分析結果をよ
り考慮した戦略検討が必要と考えています。 
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図4-9：4℃シナリオにおける社会将来像 

政府 
・大幅な炭素税引き上げ 
・カーボンニュートラルに向けた 
 国際協調が進展 
・カーボンニュートラルに向け 
 金融・産業政策の導入加速  

エネルギーミックス 
・再エネ比率が向上し、電力 
 カーボンニュートラルが実現 
・再エネ電力によるエネルギー 
 水素化・メタン化が加速 

投資家 
・サステナブルファイナンスが 
 流化し、カーボンニュートラル 
 に資する産業への投資が加速 
・気候関連開示に基づく投資先選 
 好が拡大 

サプライヤー 
・製造過程での再エネおよび非化 
 石燃料への転換が進展 
・部品・材料が脱炭素化 

循環経済の進展でアップサ
イクリング需要が増加。 
高性能WtE/WtXプラントや
サステナブルファイナンス
への関心が高まり、水素社
会・脱炭素投資・資材の
カーボンニュートラル化・
エネルギー転換が加速。 

事業環境・市場 

政府 
・脱炭素化政策の推進国は限定 
 的、カーボンニュートラル向け 
 産業振興は停滞 
・気候変動が進み、適応策拡大が 
 必須化 

エネルギーミックス 
・再エネ比率は国により大きな 
 差異 
・エネルギー脱炭素化の動きは限 
 定的、石炭混焼火力が残存 

投資家 
・サステナブルファイナンスは限 
 定的で脱炭素化産業への投資は 
 停滞 
・カーボンニュートラルを志向す 
 る投資家は限定的 

サプライヤー 
・製造過程での再エネおよび非化 
 石燃料への転換は停滞 
・部品・材料の脱炭素化は限定的 

経済成⾧優先による投資の
偏りが、廃棄物増加や地域
環境の悪化を招く一方、先
端技術による一時的な課題
回避や都市インフラへの集
中投資が進行。 

事業環境・市場 

図4-8：1.5℃シナリオにおける社会将来像 
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(2) 気候シナリオ分析結果 

1.5℃シナリオは、実現確率は5%未満とされています
が、カナデビアグループが進めている環境負荷ネットゼロ
のビジョンと整合しています。このような観点から、カナ
デビアグループの期待シナリオのひとつとして戦略に組み
入れているものです。したがって、政策や市場において、
カナデビアグループが持つ強みが有利に働きます。具体的
には、風力発電などの再エネ発電、および再生可能エネル
ギーからグリーン水素を製造するための水素発生装置、産
業施設から排出されるCO2のCCUSとしてのメタネーション
装置やガスアップグレーディング装置などの需要が増しま
す。加えて、アンモニアや液体CO2の貯蔵タンクなど、現在
の脱炭素化事業への大きな機会が生まれると考えられます。 

WtE/WtX事業においては、都市ごみの発生量は、先進国
を筆頭に早い段階で頭打ちになり減少しつつあることが想
定されます。その一方で、開発途上国においては循環型社
会が拡大し、オープンダンピングサイトのWtE/WtXへの置
き換えが進みます。すなわち、WtE/WtXの事業は、資源回
収ハブとして位置づけられ、焼却機能は縮小し、資源単位
でのリサイクルセンターという役割を担う再加工施設また
は工場になると想定されます。プラントは大型化・高度化
した上でCCU設置が標準化し、展開していることが想定さ
れます。有機性廃棄物からのメタン発酵によるバイオガス
製造も普及しています。  

このシナリオでは、カーボンプライシングが高くなるた
め、社会も顧客もカーボンニュートラルを志向しています。
そのため、脱炭素化事業に対する需要が高まっています。

現在進めている水素発生装置やメタネーションに関連する
技術開発の需要が高まり、燃料転換が速やかに進みます。
燃料転換は舶用エンジンの燃料にもおよび、新燃料に対応
する舶用エンジンの受注が高まります。脱炭素化事業の成
功確度を高めることができます。ただし、環境意識の高ま
りによって、循環経済分野への投資が集中することが想定
されるため、多方面からの参入を受けてイノベーションや
競争環境は激しくなるリスクがあります。持続的に良いポ
ジションを確保するためには弛みのないイノベーション活
動が必要です。 

調達においては、カナデビアグループのほとんどの事業
で使用する鋼材の脱炭素化が重要です。1.5℃シナリオで
は、顧客が脱炭素化鋼材やリサイクル鋼材を使用すること
を要求します。カナデビアグループは、調達戦略・在庫・
サプライヤー管理を通じて、指定材の低炭素化をサプライ
ヤーと共に進め、設計においてはリサイクル材の投入比率
を高めることを推進し、顧客に提供します。 

4℃シナリオも、同様に実現確率5%程度の極端なシナリ
オです。この場合想定される自然災害の物理リスクに関し
ては、調達における生産および輸送などを含む供給体制
の、水害による停滞・停止リスクや工場操業の停止リスク
が考えられます。また、汚水浄化事業において洪水による
未処理水のオーバーフローが発生すると環境悪化を引き起
こす懸念があり、事業への負のインパクトが発生します。 

 

 

また、移行リスクに関しては、脱炭素化事業(メタネー
ション、水素、CCUS、風力発電、原子力発電所用のキャス
ク)が強く負のインパクトを受ける形になります。すなわ
ち、脱炭素化への社会気運が低下する場合には、当該事業
の投資が一部回収できないおそれがあります。 

一方で、WtE事業においては、複合災害の頻発や、経済
成⾧によるごみの増大により、より大型で堅牢なWtEへの
需要が高くなることが想定されます。また、社会インフラ
事業においては、自然災害の拡大によりインフラ強靱化の
ニーズが高まり、フラップゲートの新設などの需要が高ま
ることが想定されます。さらに、渇水が進む地域において
は、海水淡水化事業の需要が高まります。なお、カナデビ
アグループが建設しているプラントのほとんどは、堅牢な
施設であるため、直接のダメージは少ないと想定されます。 
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図4-10：自然におけるシナリオ設定 

(3) 自然シナリオの設定 

以下では、TNFDのシナリオ分析ガイダンスを参照して設
定した自然関連シナリオと分析結果を示します。 

 自然に関しては、TNFDの推奨に基づき、「物理リスク」
と「移行リスク」をそれぞれ横軸と縦軸に割り当てて、それ
ぞれで区切られている４つの象限でのシナリオを設定しまし
た(図4-10)。 

横軸の左手側は、地域の環境に関する「物理リスク」が抑
制されているシナリオです。右手側はその反対で、台風の強
大化や大雨による洪水などの自然災害や渇水、土壌や生物多
様性の劣化などのリスクが高いシナリオです。また、縦軸の
下側は、「移行リスク」が低く経済成⾧を優先し、環境配慮
に移行しないこと自体が問題にならないシナリオです。縦軸
の上側は、「移行リスク」が高い、すなわち、地域社会にお
いて、脱炭素やネイチャーポジティブへの移行をしないこと
が、罰則や企業の評判に関わるシナリオです。例えば、環境
配慮を重視する欧州や日本などは左上の象限(＃1)のシナリ
オが適用されやすく、経済優先の傾向が強い開発途上国の場
合は、左下のシナリオ(＃4)が適用されやすくなります。カ
ナデビアグループは世界各地に環境関連プラントを提案して
設置していますので、その地域がどのようなシナリオの地域
であるかが、事業上においても重要になります。 
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• 気候変動を包括する課題として、自然に対して世間の注目
が集まり、政策の焦点がシフトする。 

• マクロ経済の混乱により、自然への対応に求められる時間
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ため可能な限りコストや負の影響を外部転嫁。 
• 短期的には環境資産を過剰に消費する歪んだインセンティ
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現代社会は、「2～3℃シナリオ」が進んでいる社会であ
り、地政学リスクにより速度を上げて横軸の中央から右手
側に移動しています。また、経済成⾧により地域社会の一
人当たりGDPが高まると、環境への関心が高まり縦軸の上
に移動する傾向にあります。すなわち、2040年～2050年に
向かっては、1.5℃シナリオ以上の場合は気候変動が激しく
なる傾向に、また、世界経済が拡大するにつれ上へ移動す
るため、右上(＃2)の方向へ徐々に移動すると想定されます。 

＃1は、将来の環境危機に向けて意識が高い状態です。実
際の深刻な危機に直面しているわけではないので、予防的
なさまざまな備えを高めています。 

＃2は、実際に環境危機が訪れており、かつ、環境に対す
る問題意識が高い状態で、環境危機を柔軟に回避するため
のさまざまな工夫に対する投資が多層的に行われている社
会です。 

＃3は、環境危機が訪れているものの経済優先のアプロー
チが取られている地域です。経済優先アプローチの場合、
地域の自然資本が弱っているため環境危機が被害を増幅す
ることがありリスクが高まります。一定程度まで被害が甚
大化すると耐え切れずに＃2の社会へ移行する場合があります。 

＃4のシナリオは経済成⾧重視のシナリオになります。脱
炭素・循環型社会に対する優先順位が高くなく、自然環境
も劣化が激しくないため、環境対応は後回しになっていま
す。その結果、自然資本は慢性的に劣化し続けています。 

  

 

(4) 自然シナリオ分析結果 

カナデビアグループは、自然関連の横軸の「物理リス
ク」に対して、「依存」が少ないため操業への負のインパ
クトが限定的です。一方で、横軸の右へ移動すればするほ
ど、物理リスク耐性が強いプラントが求められるため、カ
ナデビアグループにとってはより市場競争力が増し、機会が
増加することになります。自然関連の縦軸の「移行リス
ク」に関しては、上に移動すればするほどすなわち環境問
題への意識や規制が高まれば高まるほど、環境に関する対
応コストが高まる一方で、環境事業や脱炭素化事業(例え
ば、ごみ焼却発電事業や、汚水浄化事業)に対する需要が伸
⾧します。一方で、カナデビアグループは高品質かつ高価
格な製品・サービスを得意としていることから、移行リス
クが低下(すなわち環境問題への関心が低下)した場合は、廉
価なごみ焼却施設に市場を奪われるリスクがあります。ご
み焼却発電とは異なり、電力やエネルギーに変換すること
がないため、気候に対する機会が失われます。 

以上をまとめると、ネットゼロ・ネイチャーポジティブ
に向かう機運が高い社会であるほど、カナデビアグループ
は環境事業および脱炭素化事業を中心に、「環境負荷ネッ
トゼロ」のビジョンに整合した成⾧を果たせることが分か
りました。また、その機運が低い場合には、脱炭素化事業
の成⾧が限られる一方、開発途上国を中心に工業化・イン
フラ整備への投資が見込めるため、既存事業(環境事業、機
械事業および社会インフラ事業)による事業成⾧が可能であ
ることが分かりました。 

 

 

(5) 気候・自然シナリオから読み取れる人と社会への示唆 

シナリオ分析から得られた主要な示唆 

気候および自然に関するシナリオ分析は、主として、物
理リスクおよび移行リスクが事業に与える影響を把握する
ために実施しています。一方で、これらのシナリオから
は、人と社会に関する重要な示唆も読み取ることができま
す。気候変動の進行や自然資本の劣化は、働く人々の労働
安全、サプライチェーンの安定性、地域社会のレジリエン
ス、顧客・利用者へのサービス継続性に影響します。ま
た、脱炭素化やネイチャーポジティブへの移行は、顧客、
自治体、投資家、取引先、地域社会の期待や判断に影響
し、事業の受注機会、投資判断、社会的受容にも関係します。 

1.5℃シナリオでは、脱炭素化に向けた政策、顧客要求、
投資家要求が高まり、再生可能エネルギー、グリーン水
素、グリーンアンモニア、e-methane、CCUS等の導入が進
むことが想定されます。このような移行が進む社会では、
技術や設備の提供だけでなく、低炭素資材の調達、サプラ
イヤーとの協働、技能を持つ人材の確保、設計・運転・保
守に関わる能力の向上が重要になります。したがって、
1.5℃シナリオは、脱炭素化事業の機会を示すだけでなく、
人的資本、サプライチェーン、取引先との信頼関係が、事
業遂行力を左右することを示しています。 
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4℃シナリオでは、自然災害の頻発・激甚化により、調
達、生産、輸送、工場操業、施設運営に影響が生じる可能
性があります。また、複合災害の頻発や経済成⾧によるご
みの増大により、より大型で堅牢なWtEへの需要が高まるこ
と、自然災害の拡大によりインフラ強靱化のニーズが高まる
こと、渇水が進む地域において海水淡水化事業の需要が高
まることが想定されます。これらは、気候変動への適応
が、地域社会の安全、防災、公衆衛生、水アクセス、サー
ビス継続性に直結することを示しています。したがって、
4℃シナリオは、物理リスクへの対応だけでなく、地域社会
のレジリエンスを支える社会インフラ事業の重要性を示して
います。 

自然シナリオでは、物理リスクと移行リスクの組合せに
より、地域ごとの事業環境が異なることが示されます。環
境配慮を重視する地域では、脱炭素やネイチャーポジティ
ブへの移行を行わないことが、規制、罰則、評判に関わる
可能性があります。一方、経済成⾧を優先する地域では、
環境価値が十分に価格へ反映されず、廉価な設備との競争
が生じる可能性があります。このことは、気候・自然関連
の事業機会が、地域社会の価値観、経済水準、規制環境、
社会的受容によって大きく左右されることを示しています。 

 

 

 

 

 

戦略への示唆と今後の高度化 

本シナリオ分析から、カナデビアグループの戦略のレジリ
エンスは、技術・設備面の対応力だけでなく、重要技能を
有する人材、働く人々の安全、サプライヤーの対応能力、
地域社会との信頼、顧客・利用者の安全およびサービス継
続性にも依存していることを確認しました。特に、脱炭
素・資源循環への移行が加速する場合には技能・人材およ
びサプライチェーンへの対応が、気候変動の物理的影響が
強まる場合には労働安全、地域社会およびサービス継続性
への対応が、戦略の実行力を左右する重要な要素となります。 

2026年版では、独立した人と社会のシナリオを設定する
のではなく、気候・自然シナリオから導出される人と社会
への影響経路を用いて試行的に確認しています。今後、
TISFDにおけるシナリオ分析ガイダンスの発展を踏まえ、評
価方法を高度化します。 

次節では、以上のシナリオ分析および4.4節で整理した人
と社会関連の依存、インパクト、リスクおよび機会を踏ま
え、気候・自然・人と社会に関するリスクおよび機会が、
費用、売上、受注機会、操業継続性、資金調達条件等にど
のような影響を及ぼし得るかを整理します。 
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気候・自然・人と社会に関する財務影響の分析 
(1) 分析の前提：対象範囲と成熟度の違い 

本節では、4.3節で整理した自然資本への依存とインパク
トの分析、および4.4節で示した人と社会に関する依存とイ
ンパクトの試行的整理を踏まえ、気候・自然・人と社会に
関するリスクおよび機会が、費用、売上、受注機会、操業
継続性、キャッシュフロー、資金調達条件等にどのような
影響を及ぼし得るかを整理します。 

ただし、気候・自然と人と社会では、依存、インパク
ト、リスクおよび機会分析の対象範囲、利用可能なデー
タ、評価手法および分析の成熟度が同一ではありません。
気候・自然については、これまでのTCFD・TNFD対応、環
境関連データ、シナリオ分析、自然資本への依存・インパ
クト評価および場所に関する分析結果を踏まえ、事業活動
との関係を比較的具体的に整理しています。特に、GHG排
出、水利用、運転段階における固体廃棄物の排出、鉱物利
用に伴う環境負荷等については、リスク要因と財務影響の
方向性を確認しています。 

一方、人と社会については、TISFD β版を参照した試行的
な整理であり、現時点では気候・自然と同じ範囲・粒度で
財務影響を分析しているものではありません。人と社会に
関する分析は、働く人々、バリューチェーン上で働く
人々、地域社会、顧客・利用者、投資家・金融機関等を対
象に、現時点で入手可能な人権DD、取引先調査、労働安全
衛生、働く人々の声、地域・顧客との対話等の情報をもと
に整理したものです。したがって、すべてのステークホル
ダーについて、同一の方法で網羅的に評価し、財務影響額
を算定している段階ではありません。 

 

このため、本節では、気候・自然に関するリスクについ
ては、既存の分析結果を踏まえた財務リスク分析として整
理します。他方、人と社会に関するリスクについては、財
務影響額の試算ではなく、事業遂行力、調達安定性、品
質、納期、地域社会からの受容、顧客・利用者の安全、
サービス継続性、信頼および資金調達条件等に至る財務影
響経路として整理します。 

なお、人と社会関連リスクは、単独で発生するものでは
なく、気候・自然関連リスクと重なりながら財務面に影響
する場合があります。例えば、酷暑や自然災害は、労働安
全衛生、工事・運転の継続、サプライチェーンの安定性、
地域社会のレジリエンスに影響します。また、脱炭素化・
循環経済への移行は、必要となる技能、雇用、サプライ
ヤーの対応力、調達条件、地域経済に変化をもたらしま
す。このため、気候・自然に関するリスクと、人と社会に
関するリスクを完全に切り離して把握することはできません。 

以上を踏まえ、本節では、まず気候・自然に関する財務
リスク分析を示し、次に人と社会に関する財務影響経路を
試行的に整理します。そのうえで、気候・自然と人と社会
が重なる領域について、統合的にみた財務影響を整理しま
す。これにより、カナデビアグループの事業が、環境価値
の創出だけでなく、人と社会に関するの能力、信頼、つな
がりを基盤として成り立っていることを、財務影響の観点
からも確認します。 

 

 

 

(2) 気候・自然に関する財務リスク分析 

4.2節および4.3節における評価結果ならびに2030年ビ
ジョン等で示されている事業戦略上の方針等を踏まえる
と、依存またはインパクトの程度が大きい項目は、「GHG
排出」、「水利用および鉱物利用に伴う環境負荷」である
ことが分かりました。さらに、具体的なリスク要素を物理
リスクおよび移行リスクの観点から整理し、当該リスクか
ら想定される財務インパクトを評価したところ、「設計・
製造」段階における「水利用」と「運転」段階における
「固体廃棄物」の排出に関するリスクが高いことが分かり
ました。以下では、各事業のリスク要因と定性的な財務イ
ンパクトを示した上で、「GHG排出」、「水利用」、「運
転における固体廃棄物の排出」および「鉱物利用に伴う環境
負荷」を対象として財務リスク分析の概要を図4-11に示します。 
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シナリオ 分析結果 当該シナリオ時の財務リスク 当該シナリオ時の適応策 

ネットゼロ・ネイチャーポジティブの 
機運が高い社会 

 = 環境負荷ネットゼロのビジョンに整合 

 

環境負荷ネットゼロ社会の進展に伴い、WtEか
らWtX、さらに循環経済への統合的ソリュー
ション提供による成⾧機会が見込まれる。 

• 脱炭素化技術の社会実装の早期化 
• 資源循環・エネルギー循環の統合的ソリュー

ションビジネスの拡大 
1.5℃シナリオ 

#1 

環境負荷低減対策に 
向き合わざるをえない社会 

 =環境負荷ネットゼロのビジョンに整合 

 

環境負荷ネットゼロ社会へと急速に進展し、WtE
からWtX、さらに循環経済への統合的ソリュー
ション提供による成⾧機会が急速に膨らむ。 

・脱炭素化技術の社会実装の早期化 
・資源循環・エネルギー循環の統合的 
 ソリューションビジネスの拡大 
・防災・減災・早期復旧技術や体制の整備、 
 サプライチェーン強靭化 結果的に4.0℃ 

#2 

社会の環境意識が低いので、高度な環境技術へ
のニーズは減少するが、経済活動は活発である
ため、環境、機械およびインフラ事業を中心に
成⾧する。 
他方で、鉄製造で使う水資源の物理リスクが大き
いので、原材料を入手できないリスクがある。 

ネットゼロ・ネイチャーポジティブの 
機運が低い社会 

 = 開発途上国を中心に 
工業化・インフラ整備への投資増 

 

 

・大量の廃棄物・排水処理対応に向けたWtE 
 技術の高度化、水処理技術の高度化 
・インフラ保全や防災・減災、早期復旧のた 
 めの技術や体制の整備 
・サプライヤー向け排水処理技術の高度化、 
 海水淡水化技術の高度化 
・サプライチェーンの強靭化 

4.0℃シナリオ 

#3 

顧客やライセンサーの環境意識が低いので、当
社グループの高度な環境技術へのニーズが減少
し、事業拡大や投資回収が困難になる。 

• 来るべき物理リスク拡大に備え、遠隔監視な
どIoT技術の導入や防災・復旧技術の高度化 

• サプライチェーンの強靭化 
気温BAU 

#4 

環境事業・脱炭素化事業を中心に成⾧ 

環境事業・脱炭素化事業を中心に成⾧ 

環境事業、機械事業および 
インフラ事業を中心に成⾧ 

ビジネスが成り立ちにくい 

図4-11：シナリオ分析の結果と財務リスク分析 

事業におけるリスク 

カナデビアグループは、ごみ焼却発電や水処理など顧客の
RFPに基づき、設備を設計・調達・設置する事業や、ライセ
ンスに基づいて製造し顧客に納品する事業などを行っていま
す。そのため、既存顧客のRFPやライセンシーの視点に取り
込まれにくい、最新の循環経済のトレンド、例えば、AIやバ
イオテクノロジーなど異分野の最新技術の掛け合わせによる
イノベーションや、南米から動き出しているバイオマスを
ベースにした循環経済であるバイオエコノミーなどへの対応
に遅れが生じる可能性があります。自社が保有する技術や
製品が、グローバルな基準のコスト性能や環境性能で劣後
した場合、他社にシェアを奪われる可能性があります。 

また、事業特性上、グローバルにデファクトスタンダードと
なっている環境認証のスキームを適用することが困難な場合
があります。WtEが参照できる基準を必ずしも十分に持たな
いGHGプロトコル85)を用いている気候SBT(SBTi)86)について
は、今後の改訂動向を踏まえ、カナデビアグループとして認
証に適用できる可能性を詳細に検討する予定です。カナデビ
アグループは2050年カーボンニュートラルを目標として掲
げて様々な施策を進めており、現在まだ認証を取得できてい
ない状況も含めてステークホルダーとのエンゲージメントを
進めています。自然に関する認証であるSBT for Natureにつ
いても、取得に向けた検討を進めます。 

表4-4では、各事業におけるリスクについて記載しています。 
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機械 脱炭素 
インフラ 

環境 
プロセス 

半導体装置 機械機器 舶用 
エンジン キャスク 圧力容器 ボイラ 風力発電 WtX 水 バイオガス バイオマス 

発電 
ごみ焼却 

発電 
〇 ● ● ● ● ● ● ● ● ● 〇 鉄鋼製造 

調達 

● ● ● ● ● ● 〇 セメント製造 
● ● ● ● ● ● ● 〇 特殊産業機械製造 

〇 伐採 
〇 製材 

〇 廃棄物処理 
〇 〇 特殊産業機械製造 

設計・ 
製造 

〇 電子部品製造 
〇 エンジン製造 

〇 ボイラ製造 
〇 タンク製造 

● ● ● ● ● ● 〇 建造 
建設 

〇 公共事業 
● ● ● ● ● ● 〇 建造 建設時 

廃棄 ● ● ● ● ● ● 〇 廃棄物処理 
〇 ごみ焼却発電 

運転 

〇 バイオマス発電 
〇 廃棄物処理 

〇 水処理 
〇 下水処理 

〇 材料再生業 
〇 浄化 

〇 風力発電 
● 〇 ● ● ● ● 〇 解体 

廃棄 
● ● ● 〇 ● ● ● 〇 ● ● ● ● 〇 廃棄物処理 

依存・影響にVH / H 

依存のみにVH / H 

影響のみにVH / H 

凡例 

○ 分析結果に記載している  
       項目 

● WtE事業と同等として分 
  析結果に記載していない 
  項目 

表4-4：自然関連のリスクが高い事業/プロセス 

※付録C.1ではリスクが高い(依存・インパクトがVery High(VH)・High(H))事業/プロセスについて、財務影響分析と低減施策をバリューチェーンに沿って記しています   。 
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環境事業 

環境事業分野は、気候および自然関連の双方について、
主に環境政策、循環経済への移行、規制強化、自治体予算、
補助金制度、顧客の投資判断等に関する移行リスクのイン
パクトを受けます。加えて、気候変動に伴う洪水、渇水、
複合災害等の物理リスクは、廃棄物処理や水処理に対する
社会的需要、施設の操業継続性、追加対応費用にも影響す
る可能性があります。 

中でもWtE事業の主な顧客は自治体です。先進国など、環
境「政策」への関心が高く、ごみ焼却施設の整備が進んで
いる地域では、顧客である自治体の予算やごみ焼却施設の
更新時期が、カナデビアグループの事業計画と合致すれ
ば、受注機会につなげることができます。 

一方で、循環経済を含む環境「政策」への関心が低い地
域では、ごみ焼却施設の更新需要が生まれにくく、自治体
予算も制限されることが想定されます。この場合、国の環
境政策も停滞しやすく、環境対応コストに対する国の支援
も期待しにくくなります。その結果、カナデビアグループ
のイノベーションや製品・サービスが持つ価値への理解が
進まず、事業の成⾧が停滞する可能性があります。 

オープンダンピング対策としてのごみ焼却施設導入につ
いては、その位置づけがメタン排出削減政策によるか、増
え続けるごみへの対応によるものかの違いはあるものの、
今後も一定のニーズ拡大が想定されます。こうしたごみ焼
却施設の導入拡大への対応に乗り遅れた場合、市場参入の
機会が限定される懸念があります。また、政府補助金が当
該国の競合企業のみに付与される仕組みとなった場合に
は、コスト競争上、カナデビアグループが不利になる可能
性があります。 

WtEの原料となるごみの量は、環境意識の高まりや人口減
少によって減少する可能性があります。焼却するごみが減
少すると、WtEへのニーズが急激に後退する可能性もありま
す。例えば、日本のごみ焼却場は現在991か所87)あります
が、今後、日本政府の方針により広域化・集約化が進み、  
3分の1程度に集約される予定であり、ごみ処理業界の再編
が進むことが想定されています。このような変化は、WtE事
業にとって、施設更新需要の取り込みや、事業領域の再設
計に関わる重要なリスク要因となります。 

水事業についても同様で、環境政策や自治体予算の影響
を受けます。環境に対する関心が低い場合、顧客である自
治体の予算が抑制され、カナデビアグループが持つイノ
ベーションや製品・サービスの価値への理解が進まないた
め、事業の成⾧が停滞する可能性があります。 

一方、水不足が深刻化する地域では、飲料用や産業用と
して適切な水質を持つ上水への需要がますます高まり、市
場競争も激化していくと考えられます。このような需要拡
大への対応に乗り遅れた場合、市場参入の機会が限定され
る懸念があります。また、上水の処理に必要なエネルギー
の脱炭素化、化学物質の使用禁止・制限の拡大、日本以外
の地域で事業を行う際に課題となる水浄化時に発生する高
濃度塩水の処理への対処が遅れると、事業の成⾧が停滞す
る可能性があります。 

さらに、下水や廃水の処理においては、脱炭素化や化学
物質使用に関する懸念に加え、処理後排水に含まれる有害
化学物質の規制強化への対応も必要となります。これらへ
の対応が遅れた場合、事業の成⾧に影響するだけでなく、
市場参入そのものが阻害される可能性があります。 

 

また、水事業では、水不足、渇水、水質悪化、洪水等の
物理リスクも重要です。水不足の地域では、飲料用や産業
用として適切な水質を持つ上水への需要が高まる一方、洪
水時には未処理水のオーバーフロー等により、環境悪化や
追加対応費用が発生する可能性があります。このため、水
事業においては、環境規制や顧客要求への対応に加え、地
域の水ストレス、洪水・渇水リスク、処理施設の安定運転
を踏まえた事業展開が重要となります。 

このように、環境事業における気候・自然関連の財務リ
スクは、環境政策、自治体予算、施設更新時期、補助金制
度、技術・サービスの価値理解、ごみ量の変化、水不足、
水質規制、エネルギーの脱炭素化、化学物質規制、高濃度
塩水や処理後排水への対応など、複数の要因を通じて顕在
化します。これらは、受注機会、価格競争力、追加対応費
用、事業成⾧、市場参入可能性に影響するため、今後も事
業地域ごとの政策・市場動向、自然環境の変化および顧客
ニーズを踏まえた対応が重要になります。 
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機械事業 

機械事業も、「物理リスク」よりも「移行リスク」のイ
ンパクトを受けやすいと考えられます。重要顧客の脱炭素
目標や、有害化学物質に関する法規制の強化により、製
品・技術への環境性能要求が高まる可能性があります。    
これらの要求に対し、環境性能、エネルギー効率、資源効
率、リサイクル対応、化学物質管理等の面で対応が遅れた
場合、顧客からの評価低下、仕様変更対応の増加、受注機
会の減少につながる可能性があります。 

一方で、再生可能エネルギー関連分野、リサイクル分
野、資源回収分野、脱炭素化関連設備の需要が拡大する場
合、機械事業にとっては新たな受注機会となります。 

したがって、機械事業では、顧客の脱炭素方針や環境規
制の変化を早期に把握し、製品・サービスの環境性能を高
めることが、リスク低減と機会獲得の双方に関わります。 

  

社会インフラ事業 

社会インフラ事業は、主に気候に関する物理リスクおよ
び移行リスクのインパクトを受けます。顧客は自治体が中
心であり、自治体の予算や設備更新のタイミングが事業計
画に合致することが受注にとって重要です。日本ではイン
フラ維持に向けた自治体の予算が制約されており、設備更
新需要が十分に顕在化しない場合、受注機会が限定される
可能性があります。 

 

 

一方、気候変動に伴い、豪雨、高潮、洪水、渇水等の物
理リスクが高まる場合、防災・減災、治水、利水、インフ
ラ強靱化に関する需要が高まる可能性があります。4℃シナ
リオでは、自然災害の拡大によりインフラ強靱化のニーズ
が高まり、フラップゲートの新設などの需要が高まること
が想定されます。 

  

脱炭素化事業 

脱炭素化事業は、カーボンニュートラルに向けたカナデ
ビアグループの気候変動対策の中核の一つであり、気候に
関する「物理リスク」および「移行リスク」のインパクト
を直接受けます。脱炭素化に向けた政策支援や制度整備が
進む場合には、事業機会が拡大する一方、社会実装の速
度、燃料価格、インフラ整備、国際ルール、顧客ニーズ、
資源調達、環境アセスメント等の不確実性により、投資回
収や市場参入に影響が生じる可能性があります。 

水素利用やCCUSについては、政策支援や制度整備が進む
一方、再生可能エネルギー価格、インフラ整備費、オフテ
イク形成、ライフサイクル全体でのGHG排出量の配分・帰
属、回収・輸送・貯留サプライチェーンの整備などに不確
実性があり、市場の立ち上がりや事業性には引き続き留意
が必要です。 

特に、グリーン水素製造については再生可能エネルギー
価格が高いことや、インフラ整備における物価上昇によ
り、社会実装に向けた機運の低下や整備の遅れがみられま
す。メタネーション(プロセス)のライフサイクルにおける
GHG排出量の配分・帰属に関する国際ルールも整備途上です。

そのため、市場の立ち上がりは緩やかであり、今後の事業
性が不透明な状況にあります。研究開発・設備建設などの
投資においては、財務的なリスクがあります。 

脱炭素化に向けた足元の対策として、重油からLNGへの
転換が進められています。そのため、カナデビアグループ
のLNG貯蔵タンクに対するニーズが高まっています。このタ
ンクには、9％ニッケル鋼を使用していますが、日本での調
達先は1社に限られます。ニッケルが自然に与える悪影響へ
の対応によっては、将来的に調達が困難になり、タンクの
生産量が制限され、受注機会の損失につながるおそれがあ
ります。この点は、脱炭素化に資する設備であっても、そ
の製造に必要な鉱物資源の調達や自然への影響が、事業機
会の制約要因となり得ることを示しています。 

脱炭素化に向けては、原子力発電も注目されています。
一方、使用済みキャスクは放射化されているため、そのま
ま廃棄することが難しいのが現状です。放射線によるイン
パクトが非常に低い一時保管場所や最終処分場を確保でき
ない場合、事業規模の維持・拡大が難しくなることが懸念
されます。この対応として、顧客である電力会社では、製
鉄会社と共にリサイクルの取組を検討しています。原子力
関連事業については、脱炭素化への貢献可能性と、使用済
み設備・資材の処理、リサイクル、保管・処分に関する制
約を一体で捉える必要があります。 

 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 



73 

陸上に設置する風力発電施設の設置にあたっては、現地
の自治体および地域住民の合意を得るために、膨大な調査
と時間を要します。厳しい環境アセスメント手続きを経
て、野鳥の生息へのインパクトや、原生林、特に水源の有
無およびそれらへのインパクトを事前に調査しています。
水源が見つかった場合には、施設の設置を見送ります。風
力発電設備については、新規設置に適した場所が今後減少
していくことが想定されます。そのため、設備のリサイク
ルやメンテナンスを通じて、既存設備を再利用できるよう
にしなければ、事業が先細りする可能性があります。当社
は、事業化の可能性を見極めながら段階的に資金を投入し、
課題には早い段階で対処するようにしています。 

 このように、脱炭素化事業における財務リスクは、脱炭
素化への社会的要請や政策支援の有無だけでなく、技術開
発、顧客の採用判断、国際ルールの整備、再生可能エネル
ギー価格、インフラ整備費、オフテイク形成、鉱物資源の
調達、使用済み設備・資材の処理、環境アセスメント、地
域社会との合意形成など、複数の要因を通じて顕在化しま
す。これらは、研究開発投資、設備投資、調達コスト、受
注機会、事業規模の維持・拡大、投資回収可能性に影響す
るため、事業ごとの市場形成状況と規制・社会環境を踏ま
えた対応が重要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場運営 

工場運営においては、排気・排水・騒音・廃棄物などの
環境負荷が発生します。これらの環境負荷が与えるインパ
クトは、工場立地における周囲の生態系の種類・状況に
よって異なります。日本などの先進国では、環境負荷によ
るインパクトが非常に小さくなるよう、環境負荷に対する
排出基準値が法律で厳しく定められており、工場運営にお
いては、これらの基準を遵守することが重要です。 

工場から排出される環境負荷が法定の排出基準値を超え
た場合、罰金、環境負荷を抑制するための設備の復旧・改
修コスト、ステークホルダーからの批判や訴訟への対応コ
スト、操業停止命令に伴う生産遅れおよび営業機会の損失
等が発生する可能性があります。また、環境事故や法令違
反は、地域社会からの信頼低下や顧客信用への影響を通じ
て、事業機会の損失につながる可能性があります。 

このようなリスクの発生を防ぐため、当社では、事業所
の環境保全委員会が中心となり、倫理的かつ安定的な工場
運営、環境負荷の低減および生態系の適切な管理に取り組
んでいます。カナデビアグループの各工場においても、
ISO14001等の環境マネジメントシステムにより、資源使用
量、廃棄物量の削減に取り組むとともに、法令の基準より
厳しい自主基準値を設定し、環境負荷を管理しています。
また、ISO14001は2026年4月の改訂において、生態系の健
全性やリスクと機会の分析などの要件が追加されたことか
ら、TNFDに基づく分析を活用し、工場における取組を向上
させていきます。内部監査員養成研修会においても、改訂
内容に対応した研修を実施しました。 

 

 

 

 

このような工場ガバナンスは、リスクの発現を抑えるだ
けでなく、地域と共存しながら安定した操業を継続し、利
益創出につなげるための基盤であると考えています。 

 

気候・自然リスクの財務影響 

以上のとおり、気候・自然に関する財務リスクは、特定
の事業や単一の環境項目に限定されるものではなく、環境
政策、規制強化、顧客要求、自治体予算、施設更新時期、
補助金制度、資源・資材の調達、自然災害、水ストレス、
環境アセスメント、地域社会との合意形成など、複数の要
因を通じて顕在化します。 

財務影響の発生経路としては、費用の増加、売上・受注
機会の変動、操業継続性への影響、投資回収の不確実性、
資金調達条件への影響が考えられます。費用面では、低炭
素資材の調達、設備仕様の変更、環境規制への対応、追加
的な環境対策、設備の復旧・改修、データ整備、第三者保
証対応等に伴うコストが想定されます。売上・受注機会の
面では、脱炭素化、資源循環、水処理、防災・減災、イン
フラ強靱化等に対する需要が拡大する一方、環境価値が価
格に反映されにくい地域では、廉価な設備との競争が強ま
る可能性があります。 

操業継続性の面では、洪水、渇水、複合災害、サプライ
チェーンの停滞、工場操業の停止、環境負荷の排出基準超
過等が、納期、品質、追加対応費用、顧客信用に影響する
可能性があります。また、脱炭素化事業においては、政策
支援、国際ルール、再生可能エネルギー価格、インフラ整
備、オフテイク形成等の不確実性により、研究開発投資や
設備投資の回収可能性に影響が生じる可能性があります。 
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(3) 人と社会に関する財務影響経路の試行的整理 

分析の位置づけ 

人と社会に関するリスクは、単独で発生するのではな
く、複数の要因が相互に連鎖しながら、費用の増加、売
上・受注機会の減少、操業・プロジェクトの中断、キャッ
シュフローの悪化、資金調達条件の変化等を通じて財務面
に影響します。例えば、人材不足や技能継承の停滞は、労
働安全、品質、納期およびコンプライアンスのリスクを高
めます。また、人的資本、サプライチェーン、地域社会、
顧客・利用者との関係は、事業遂行力や社会的受容の基盤
となるため、これらが損なわれた場合には、中⾧期的な事
業機会にも影響する可能性があります。 

人と社会に関するリスクについて、カナデビアグループ
横断での比較を可能にするための金額換算に必要なデータ
と算定ルールが整っていないため、財務影響額の試算は
行っていません。そのため、人と社会に関するリスクがど
のような経路で財務面に影響し得るかを、試行的に整理し
ます。 

評価にあたっては、人への影響の深刻度、発生可能性お
よび是正困難度に加え、対象事業、取引先、人員等のエク
スポージャー、既存対策の実施状況、影響が現れる時間軸
を確認します。なお、気候・自然関連リスクと重なる領域
については、次項で整理します。 

 

 

 

社会・経済システム関連情報(System-relevant information)
の試行的整理 

人と社会に関するインパクトは、個別企業や個別案件に
とどまらず、同様の影響が産業・地域・経済全体で累積す
ることにより、社会・経済システムの安定性に影響する可
能性があります。カナデビアグループの事業との関係で
は、例えば、技能人材の不足が社会インフラの維持能力に
及ぼす影響、取引慣行がサプライヤー基盤の持続可能性に
及ぼす影響、廃棄物・水・エネルギー等の基礎的サービス
へのアクセスや便益・負担の偏在が地域のレジリエンスや
社会的受容に及ぼす影響が考えられます。 

2026年版では、これらをシステムレベルでのリスクとし
て定量評価するのではなく、当社の人と社会関連の依存、
インパクト、リスクおよび機会が、より広い社会・経済シ
ステムとつながる可能性のある影響経路として試行的に認
識しています。これは、当社の寄与度、因果関係またはシ
ステム全体への影響を評価・定量化したものではありませ
ん。今後、TISFDにおける方法論の発展を踏まえ、必要に応
じて評価を高度化します。 

 

事業遂行力・調達安定性への影響 

人材獲得・技能継承の停滞は、採用・外注・育成費の増
加、工期遅延、受注制約、品質対応費および機会損失につ
ながります。特に、技術者・技能者、運転運営人材、グ
ローバル人材等は、設計、製造、建設、運転、維持管理の
各段階における事業遂行力を支えています。これらの人材
の不足や技能継承の停滞は、労働安全、品質、納期、コン

プライアンスにも連鎖し、安定的なプロジェクト遂行や受
注機会の獲得に影響する可能性があります。 

労働安全衛生・健康に関するリスクも事業遂行力に直結
します。重大事故、過重労働または健康問題が生じた場
合、操業・工事の停止、補償・復旧・追加安全対策費、保
険料、納期遅延および顧客信用への影響が生じます。現場
作業を伴う事業では、直接の雇用関係にある従業員および
カナデビアグループに労務を提供する人々の安全確保も、
操業継続性と品質確保の前提となります。 

また、サプライチェーン上の人権・労働上の問題、不十
分な取引条件管理、一方的な納期・仕様変更等は、供給停
止、代替調達、在庫・物流費、工期遅延、法令対応および
取引先との信頼低下につながり得ます。発注条件、価格・
支払条件、納期設定、仕様変更、安全要求等は、取引先で
働く人々の労働環境や業務負荷に影響し得ると同時に、カ
ナデビアグループの調達安定性、品質、納期、コストにも
影響します。 

したがって、サプライチェーン上の人権・労働課題は、
調達部門やコンプライアンス部門だけの課題ではなく、事
業継続性と財務影響に関わる重要な経路として捉える必要
があります。一方で、公正な取引、取引先との対話、改善
支援、持続可能な取引先パートナーシップの構築は、安定
供給、品質向上、納期遵守、サプライチェーンの強靱化に
つながります。 
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信頼・社会的受容・資金調達への影響 

人権侵害、ハラスメント、差別・不平等等の負の影響が
顕在化した場合、調査、是正・救済、訴訟・規制対応、離
職・採用、組織風土およびブランドへの対応が必要とな
り、費用と事業遂行力の両面に影響します。これらのリス
クは、個別のコンプライアンス問題にとどまらず、心理的
安全性、エンゲージメント、人材定着、リーダーシップ、
組織文化にも影響します。中⾧期的には、人的資本の毀
損、採用競争力の低下、企業への信頼低下を通じて、事業
基盤に影響する可能性があります。 

地域受容、顧客・利用者との関係も重要な財務影響経路
です。地域社会との対話不足、事故、サービス停止等は、
許認可・着工の遅延、設計変更、追加対策、補償、契約更
新および社会的受容に影響し得ます。特に、廃棄物処理、
水処理、防災、エネルギー等の事業は、地域の生活環境、
公衆衛生、安全、災害対応力、サービス継続性に密接に関
わります。工事・運転時の安全、騒音、交通、排出、土
地・水利用、便益と負担の偏在等への配慮が不十分な場
合、地域社会からの信頼が低下し、事業遅延や追加対応費
用につながる可能性があります。 

信頼・コンプライアンスも重要です。不適切行為や説明
責任の不履行は、調査・是正費用、失注・契約更新率の低
下、エンゲージメントの悪化、資本市場からの評価および
資金調達条件に影響する可能性があります。人権、安全、
品質、コンプライアンス、サプライチェーン管理、地域社
会への配慮に関する説明が不十分な場合、投資家・金融機
関からの評価や対話にも影響します。 

 

 

 

一方で、人と社会に関するリスク低減と改善の道筋を示
すことは、⾧期的な信頼形成と資金調達基盤の強化につな
がります。 

以上のとおり、人と社会に関する財務影響は、現時点で
は金額換算された財務リスクとしてではなく、事業遂行
力、調達安定性、品質、納期、地域社会からの受容、顧客
信用、資金調達条件等に至る影響経路として把握すること
が適切です。今後は、人権DD、取引先調査、労働安全衛
生、働く人々の声、地域・顧客との対話等を通じて、これ
らの影響経路を継続的に確認し、管理プロセス、指標、目
標の高度化につなげます。 

  

(4) 気候・自然と人と社会が重なる財務影響 

重なり合うリスクの考え方 

気候・自然に関するリスクと、人と社会に関するリスク
は、実際の事業においては明確に切り分けて発生するもの
ではありません。気候変動による物理リスクや自然資本の
劣化は、施設、設備、サプライチェーンだけでなく、現場
で働く人々、地域社会、顧客・利用者、取引先にも影響し
ます。また、脱炭素化や循環経済への移行は、技術や設備
の変更にとどまらず、必要となる技能、雇用、調達構造、
地域社会との関係にも変化をもたらします。 

このため、気候・自然と人と社会が重なる領域では、財
務影響が単一の費目として現れるのではなく、追加対策
費、工期遅延、操業停止、代替調達、品質対応、契約更新
への影響、社会的受容の低下、資金調達条件の変化等とし
て複合的に現れる可能性があります。 

 

 

主な重なり領域 

第一に、酷暑、豪雨、洪水、渇水等の物理リスクは、労
働安全衛生、現場の作業環境、工事・運転の継続性、地域
社会のレジリエンスに影響します。例えば、酷暑は現場作
業者の健康リスクを高め、追加的な安全対策、作業時間の
調整、工程遅延につながる可能性があります。また、洪水
や複合災害は、施設の操業停止、サプライチェーンの停
滞、地域住民の生活基盤への影響を通じて、復旧費用、納
期、顧客信用に影響する可能性があります。 

第二に、脱炭素化・循環経済への移行は、技術開発や設
備投資だけでなく、人材、技能、雇用、取引先の対応力に
影響します。低炭素資材の調達、CCUS、水素、メタネー
ション、資源回収等の事業を進めるには、新たな専門知
識、運転・保守能力、サプライヤーとの協働が必要になり
ます。これらの能力形成が遅れた場合、採用・育成費の増
加、外注費の増加、受注機会の逸失、投資回収の遅れにつ
ながる可能性があります。一方で、必要な技能を蓄積し、
取引先と共に対応力を高めることは、脱炭素化事業や資源
循環事業の競争力を高める基盤となります。 

第三に、水リスクは、自然資本と人と社会の双方に関わ
る重要な接点です。水不足、渇水、水質悪化、洪水等は、
水処理、上水、下水、廃水処理等の需要を高める一方で、
地域社会の生活基盤、公衆衛生、顧客・利用者の安全、
サービス継続性にも影響します。水処理施設の運転や排水
管理に問題が生じた場合、追加対応費、補償、操業制約、
地域社会からの信頼低下につながる可能性があります。こ
のため、水関連事業では、自然環境への影響と地域社会へ
の影響を一体で把握することが重要です。 
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第四に、環境アセスメントや地域社会との合意形成は、気候・自然関連事業の実装可能性を
左右します。廃棄物処理、水処理、防災・社会インフラ、風力発電等の事業では、自然環境へ
の影響、土地・水利用、騒音、交通、景観、地域社会への便益と負担が、社会的受容に影響し
ます。合意形成が十分でない場合、許認可・着工の遅延、設計変更、追加調査、追加対策、契
約条件の変更等により、費用増加や投資回収の遅れが生じる可能性があります。 

第五に、鉱物資源や低炭素資材の調達は、自然への影響とサプライチェーン上の人権・労働
課題が重なる領域です。鉄鋼、ニッケル、触媒、機械類等の調達において、資源採掘・加工に
伴う自然への影響や、サプライチェーン上の労働・人権課題への対応が不十分な場合、調達制
約、コスト増、納期遅延、顧客要求への不適合、投資家・金融機関からの評価低下につながる
可能性があります。低炭素化を進めるうえでも、資材調達の安定性と持続可能性を同時に高め
ることが重要になります。 

 

 

財務影響と戦略への接続 

以上のように、気候・自然と人と社会が重なる領域では、リスクは費用の増加や操業停止に
とどまらず、事業遂行力、調達安定性、社会的受容、顧客信用、資金調達条件に影響します。
一方で、これらの重なりは、カナデビアグループの事業機会とも密接に関係しています。気候
変動への適応、資源循環、水処理、防災・減災、脱炭素化、地域レジリエンスの向上は、いず
れも自然環境への対応と人と社会への価値提供が一体となる領域です。 

したがって、気候・自然と人と社会が重なる財務影響を把握することは、単にリスクを低減
するためだけではなく、環境事業・脱炭素化事業を公正に社会実装し、⾧期的な事業機会へつ
なげるための前提となります。次節では、こうしたリスクと財務影響を踏まえ、気候・自然・
人と社会に関する機会を整理します。 

 

リスク低減施策 財務へのインパクト リスク概要 リスク 
種別 

リスク 
分類 

依存とインパクトの 
主な項目 

製造において水利用が少ない・水
の再利用をしているサプライヤー
からの鉄の調達 

• 鉄の生産停止により調達ができないことによるエンジニア
リング停止、売上減 

• 納入・委託元への違約金 

• 水が調達できず生産制限 
• 過度な水利用による地滑り、地盤沈下 
• 水資源の枯渇 

急性 
物理 

リスク 

機械設備の原材料で 
ある鉄製造における 
水資源(水利用) 

鉄調達ができないことによるエンジニアリング活動の継続
的な停止、売上減 

• 水資源の減少 
• 継続的な水不足による干ばつ 慢性 

*財務インパクトは、単年で100億円超と評価された項目を記載しています。 

【サプライチェーンの上流に関わる自然関連リスク】 
 鉄鋼製造(全事業で利用する鉄の生産) 

表4-5：自然関連リスクによる財務へのインパクトが大きな項目* 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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リスク低減施策 財務へのインパクト リスク概要 
リスク 

種別 
リスク 

分類 
依存とインパクトの 

主な項目 

生産において水利用が少ない・水の再
利用をしているサプライヤーからの木
質チップの調達 

木質チップ等が調達できないことによる継続的な発電停止、 
売上減、事業撤退 

• 水資源の減少 
• 水不足による木質チップ等継続的な生産制限 

慢性 
物理 

リスク 

バイオマス発電の燃料
となる木質チップ等の
生産における水使用 

製材(バイオマス発電で利用するバイオマス発電燃料の生産)  

リスク低減施策 財務へのインパクト リスク概要 
リスク 

種別 
リスク 

分類 
依存とインパクトの 

主な項目 

より天候にインパクトされにくい運転
技術を用いた操業 

受注・運営件数の減少、売上減 不安定な天候による操業継続不能地域の拡大 慢性 
物理 

リスク 安定した天候 
(気候調整・洪水緩和) 

受注件数の減少、売上減 安定して運転できる企業への受注選好の高まり 市場 
移行 

リスク 

 運転(風力発電) 

リスク低減施策 財務へのインパクト リスク概要 
リスク 

種別 
リスク 

分類 
依存とインパクトの 

主な項目 

水利用が少ない・水の再利用を行う 
工法による建設の実施 

• 建設の継続的な停止による事業撤退・機会損失 
• 生産に必要な水が恒常的に確保できないことによる建設停止 
• 水資源の枯渇 

慢性 
物理 

リスク 
建設における水利用 

 建設・現地調整・廃棄(WtE/バイオマス発電/インフラの建設・廃棄)   

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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気候・自然・人と社会に関する機会分析 
(1) 機会分析の考え方 

気候変動、自然資本の毀損、資源・水・エネルギー制
約、廃棄物問題、災害の激甚化などの社会課題は、カナデ
ビアグループにとってリスクであると同時に、カナデビアグ
ループの技術、事業モデルおよびパートナーシップを通じ
て、環境価値、社会価値および事業価値を創出する機会で
もあります。環境負荷ネットゼロ社会への移行要請が高ま
り、環境意識の向上や規制強化が進むなかで、廃棄物処
理、水処理、資源循環、脱炭素化、防災・レジリエンスに
関する市場機会は拡大していくと考えています。 

本節では、依存・インパクト、シナリオ分析および財務
影響の分析を踏まえ、気候・自然・人と社会に関する機会
を整理します。ただし、気候・自然と人と社会では、分析
の対象範囲、データの成熟度および評価の粒度が異なりま
す。気候・自然については、カナデビアグループの事業領域
全体を対象に、バリューチェーン、シナリオ分析および財
務影響の観点から、事業機会と財務影響経路を整理しま
す。一方、人と社会については、TISFD β版の視点を参照し
た試行的な整理であり、現時点では必ずしもグループ全体
を同一の粒度で分析したものではありません。 

気候・自然に関する機会については、脱炭素、資源循
環、水循環、自然資本の保全、防災・適応等に資する事業
機会を整理し、新規受注、既存施設の高度化、⾧期運営・
保守、サービス収益、技術差別化、コスト低減等につなが
る財務影響経路を示します。人と社会に関する機会につい
ては、人的資本、サステナブル調達、公正な取引、地域・
顧客との共創、社会インパクトの可視化を中心に、事業遂
行力、供給網の強靱性、地域受容、顧客との⾧期的関係、

人材確保、投資家・自治体との対話力を高める経路を定性
的に整理します。 

最後に、これらを踏まえ、各事業における具体的な機会
を整理します。 

   

(2) 気候・自然に関する機会と財務影響経路 

2050年に向けた世界の廃棄物の動向 

世界銀行グループの「What a Waste 3.0」88)によれば、世
界の都市固形廃棄物発生量は、2022年の25.6億トンから、
現状の政策・経済活動が継続するBusiness as Usual(BAU)
シナリオでは、2050年には38.6億トンへ約50％増加すると
予測されています。特にサブサハラ・アフリカでは2050年
までに約124％、南アジアでは約99％の増加が見込まれ、今
後の廃棄物増加は新興国・途上国を中心に進むと考えられます。 

一方、現在でも世界で発生する廃棄物の約3分の1が適切
に収集・処理されていません。サブサハラ・アフリカの収
集率は約31％、南アジアでも約67％にとどまり、多くが
オープンダンピング等によって不適切に処理されています。
このため、2050年に向けて求められるのは、単なる処理能
力の増強ではなく、収集、適正処理、衛生埋立、リサイク
ル、コンポスト、資源・エネルギー回収まで含めた廃棄物
管理システム全体の構築です。特に急速な都市化が進む地
域では、廃棄物処理を電力、熱、燃料、再生資源等の供給
と結び付ける循環型インフラへの需要が拡大すると考えら
れます。 

 

こうした動向は、大きなインフラ投資需要を伴います。
世界の都市廃棄物管理コストは現在年間2,500億米ドルを超
え、2050年には年間4,260億米ドルまで増加すると世界銀行
は推計しています。また、低所得国・低中所得国だけで
も、2022～2050年に必要となる廃棄物管理への投資額は累
計約5,560億米ドルとされています。これは市場売上高その
ものを示す数字ではありませんが、今後必要となる廃棄物
インフラ・サービスの規模を示す重要な指標です。 

 同時に、世界銀行は廃棄物を「処理すべきコスト」か
ら、雇用、資源循環、都市競争力、経済成⾧を生み出す資
源へ転換する重要性を示しています。したがって2050年に
向けた世界の廃棄物市場は、従来型の焼却・埋立処理か
ら、廃棄物発電(WtE)、Waste to X、資源回収、再生素材、
バイオ資源利用、炭素回収等を組み合わせた循環型社会イ
ンフラ市場へと広がっていくと捉えることができます。カ
ナデビアグループにとっては、特に廃棄物量の増加とイン
フラ不足が同時進行する新興国・成⾧都市において、EPC
だけでなく、事業開発、ファイナンス、⾧期O&M、資源・
エネルギー供給まで統合した事業モデルを展開すること
が、2050年に向けた重要な成⾧機会となります。 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 



79 
79 

気候・自然に関する機会 

世界人口の増加、都市化、経済成⾧および気候変動の進行に伴い、エネルギー・資源・食
糧・水の不足、居住地域の制約、廃棄物問題、生物多様性の損失などの課題が顕在化していま
す。これらを背景として、環境負荷ネットゼロ社会への移行要請が拡大し、環境意識の高まり
や規制強化を通じて、環境関連ビジネスの市場機会は拡大していくと考えています。カナデビ
アグループは、廃棄物処理、水処理、エネルギー、資源循環、脱炭素化、防災・レジリエンス
に関する多様なプラント技術と事業経験を有しており、これらを組み合わせることで、気候・
自然に関する地域の課題を解決する事業モデルを提案することができます。 

気候・自然に関する機会は、単一の製品・設備の販売にとどまらず、バリューチェーン全体
を通じて創出されます。表4-6は、カナデビアグループの事業とどのような施策が「機会」につ
ながるかを、バリューチェーンに沿って示したものです。調達先と共に気候・自然に配慮した
資材の確保に取り組むことが「調達改革」であり、環境負荷の改善余地が大きい地域におい
て、環境関連事業を展開することは「世界展開」です。また、処理プロセスや環境性能を高め
る「技術の高度化」、環境に関する事業の技術開発を加速し、開発した技術を速やかに顧客に
届ける「早期上市」、プラント設計の標準化により品質を高め導入コストを下げる「設備標準
化」は、顧客への導入可能性を高める取組です。さらに、地域ごとに異なる課題に応じて複数
の技術を組み合わせる「自社技術の組合せ」、質の高いサービスを継続的に提供する「サービ
ス化・自社運営」、プラントで使用・発生する資源の再生に取り組む「資源再生」は、環境負
荷の低減と事業価値の創出を同時に進める施策です。 

 

【提供】 【開発】 【計画】 【調達】  
施策  

 
事業 

 

サービス化 
自社運営 

資源 
再生 

自社技術 
組合せ 

設備 
標準化 

早期 
上市 

技術 
高度化 

世界 
展開 

調達 
改革 

〇 〇〇 〇〇〇ごみ焼却発電 

環境
〇   〇 〇 バイオガス 

 〇    〇〇水    

〇〇  〇〇〇 WtX 

 〇     〇機械

     〇 〇社会インフラ

 〇   〇〇 プロセス・ 
原子力関連機器 

脱炭素化 〇〇〇〇〇〇〇〇脱炭素化システム 

    〇〇〇〇風力発電 

これらの機会は、新規受注、既存施設の高度化、⾧期運営・保守、サービス収益、技術差別
化、導入コストの低減、顧客との継続的な関係構築などを通じて、財務面にも影響し得ます。
特に、環境負荷の低減、資源循環、水循環、脱炭素化、防災・レジリエンスに関する社会的要
請が高まる地域では、カナデビアグループの技術と事業モデルを組み合わせた提案が、顧客お
よび地域の課題解決とカナデビアグループの事業機会の双方につながると考えています。 

 

表4-6：気候・自然に関連する機会創出に向けた施策(2030年) 

報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 
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(3) 人と社会に関する機会と財務影響経路 

人と社会に関する課題への対応は、リスクの低減にとど
まらず、気候・自然に関する事業機会を社会に実装するた
めの競争力と社会価値の源泉となります。脱炭素、資源循
環、水処理、防災・レジリエンス等の事業は、技術や設備
だけで成立するものではなく、熟練技能、安全文化、サプ
ライヤーの能力、地域社会との信頼、顧客・自治体・投資
家との関係性によって支えられます。これらを強化するこ
とは、事業遂行力、供給網の強靱性、地域レジリエンスお
よび社会インパクトの可視化につながります。 

人的資本の強化は、気候・自然に関する機会を実際の事
業成果につなげる基盤です。重要技能、専門・デジタル人
材、安全文化、DE&Iおよびエンゲージメントを高めること
で、脱炭素、資源循環、防災、水処理、建設・運転運営等
の遂行力と品質を向上させることができます。これによ
り、受注案件の確実な遂行、品質・安全の向上、工期遅延
や手戻りの抑制、顧客からの信頼向上を通じて、受注機会
の維持・拡大や⾧期的な収益基盤の強化につながり得ます。 

サステナブル調達と公正な取引は、事業を安定的に実行
するための重要な要素です。人権、労働安全、品質、環境
および取引条件を一体で改善し、サプライヤーとの⾧期的
な関係と安定供給を強化することで、顧客が求める環境・
社会要件への対応力を高めることができます。SAQ、人権
DD、取引先調査および対話を、改善支援と再評価につなげ
ることで、供給網の強靭性、品質の安定、納期遵守および
顧客提案力の向上に寄与し、受注競争力や継続的な取引関
係の強化につなげます。 

 

地域・顧客との共創は、事業を地域に定着させるための
機会です。廃棄物処理、水、防災、エネルギー、環境教育
等を地域課題に応じて組み合わせることで、生活環境、公
衆衛生、サービス継続性および災害対応力の向上に貢献で
きます。地域社会や顧客との対話を通じて、便益と負担を
踏まえた事業設計を行うことは、地域の信頼、許認可・合
意形成、⾧期運営、更新需要および新たな案件形成につな
がる可能性があります。 

社会インパクトの可視化は、環境価値と社会価値を一体
として説明するための基盤となります。人権DD、安全衛
生、エンゲージメント、サプライヤー改善、地域対話およ
びサービス継続性の成果を継続的に把握することで、顧
客・自治体・投資家・人材との対話を深め、提案力、資金
調達、人材確保および中⾧期的な企業価値の向上につなげ
ていきます。 

 

(4) 事業における機会 

カナデビアグループの各事業は、気候・自然に関する課
題への対応と、人と社会に関する価値創出を組み合わせる
ことで、顧客および地域の課題解決に貢献する機会を有し
ています。以下では、環境事業、機械事業、社会インフラ
事業および脱炭素化事業について、具体的な事例を交えな
がら、機会と財務影響の方向性を整理します。 
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環境事業 

環境事業では、WtE/WtX、水処理、海水淡水化、汚泥資
源化、バイオガス、バイオメタネーション等を通じて、廃
棄物、水、炭素、エネルギーを地域の中で循環させる機会
があります。気候・自然の観点では、オープンダンピング
や埋立処分の削減、メタン排出の抑制、廃棄物の資源化、
CO₂回収、エネルギー回収、水質改善、水資源の確保、生態
系への負荷低減等に貢献できます。人と社会の観点では、
衛生・公衆衛生、生活環境、エネルギーアクセス、地域雇
用、環境教育、サービス継続性、災害時のレジリエンス向
上に関わる社会インフラとしての価値を有しています。 

 

 

 

ごみ焼却発電事業では、カナデビアグループは、世界
トップクラスの納入実績を有するプラントエンジニアリン
グ企業として、各地域の廃棄物処理と環境負荷低減に貢献
してきました。 

ごみ焼却発電は、廃棄物という特殊な燃料を燃焼させ、
廃棄物の減量化、衛生的な処理、埋立処分に伴うメタン排
出の抑制、有害物質の適正処理、廃熱を活用した発電を同
時に実現する技術です。燃焼に関するノウハウ、排ガス処
理性能、事業開発、設計、建設、アフターサービス、運
転・運営、維持・保全を組み合わせることで、プラントの
稼働効率を高め、顧客および地域の環境課題に対応するこ
とができます。 

さらにWtE施設にCO2回収、メタネーション、バイオガス
等の脱炭素化・資源循環技術を組み合わせることで、従来
のごみ処理施設を、地域の脱炭素・循環型インフラへ高度
化する機会になります。 

モロッコ・カサブランカ地区におけるごみ焼却発電プラ
ントの建設プロジェクトでは、ごみの焼却により埋立地か
らのメタン発生を抑制し、ごみ処理のプロセス全体での
GHG排出量削減とカーボンクレジット89)の創出を組み合わ
せる事業モデルが想定されています。また、マレーシア・
マラッカ地区におけるごみ焼却発電プラントの建設プロ
ジェクトでは、現地の発電事業者および環境サービス企業
が設立した事業会社と共に、約34年間にわたる都市ごみ処
理事業の一環としてプラントを整備します。従来多くが埋
立処理に依存していた廃棄物を焼却処理へ転換し、廃棄物
の減容化と衛生的な処理、廃熱を活用した発電を行うこと
で、地域のごみ問題の改善、安定的な電力供給、生活イン
フラの向上に貢献します。 

 

 

これらの案件は、開発途上地域における廃棄物処理、公
衆衛生、エネルギー供給に関する課題解決と連動してお
り、EPC、⾧期運営、保守、地域パートナーとの協業等を通
じた事業機会につながります。また、WtEの機会は、新規プ
ラントの建設に限らず、既存施設の高度化にも広がりま
す。主灰・飛灰等の焼却残渣の再利用、施設の⾧寿命化、
基幹的設備改良工事、排ガス処理性能の向上、環境配慮型
コンクリートの採用、運転管理の高度化等を通じて、施設の
環境性能と利用価値を高めることができます。 

さらに、プラント設計や運転ノウハウを標準化すること
で、導入コストの低減、品質の安定、保守・更新の効率化
を進めることができます。循環型社会の進展により、ごみ
に含まれるプラスチック比率や発熱量が変化する場合に
は、その変化に対応した燃焼方式や運転管理の高度化も重
要になります。 

これらは、既存施設の更新・延命、運転効率の向上、保
守・改良需要の拡大を通じて、顧客の環境負荷低減とカナデ
ビアグループの継続的な収益機会の双方につながり得ます。 

水事業では、水不足、水質悪化、都市化、産業化、気候
変動による渇水や災害の影響を背景に、海水淡水化、下
水・産業排水処理、汚泥資源化、再生水利用等の需要が高
まると考えています。海水・汽水の逆浸透膜(RO)による淡
水化や、限外ろ過(UF：Ultrafiltration)90)などの膜技術を活
用した高度浄水、上水・下水処理、産業排水処理等を通じ
て、自治体向けの上水供給、鉱山・資源開発、エネルギー、
食品・飲料、農業用水など、幅広い分野で水需要に対応し
ています。水処理プラントの建設実績や運営受託の経験
は、設備の受注に加え、運転管理、⾧期保守、設備更新、
顧客・自治体との継続的な関係構築につながります。 
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以下では、機会分析を踏まえ、各事業における主な機会
を示しています。各事業に付しているアイコンは、機会創
出の主な方向性を示しています(以下の凡例を参照)。 
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また、未整備地域における安全な水と衛生、離島・乾燥
地域の海水淡水化、都市化に伴う下水処理、産業化に伴う
排水処理、災害・干ばつ時の緊急水供給は大きな社会的機
会です。例えば、2025年にはキリバス共和国・南タラワ島
では、新設した海水淡水化プラントからの飲料水供給を開
始し、5万人以上の島民に持続可能な水を提供するプロジェ
クトの第一段階を達成しました。モルディブでは、災害な
どによる停電時にも自立して淡水の製造を継続可能とする
ため、商用電力系統とは独立して再生可能エネルギーで稼
働させる脱炭素型海水淡水化システムの導入を進めていま
す。これらは、水資源の確保だけでなく、気候変動適応、
生活基盤の安定、地域レジリエンスの向上に貢献する取組
です。 

下水処理や汚泥処理の分野では、下水汚泥をメタン発酵
することで発生したバイオガス中のCO2を有効活用するバイ
オメタネーション技術の開発に注力しています。下水処理
場が分散型のエネルギー供給拠点となることは、地域のエ
ネルギー安全保障とレジリエンス向上にもつながります。
また、汚水処理の過程でリンを回収する技術(MAP法)91)や、
窒素回収技術の開発は、地域の農業や水環境との接続を通
じて、資源循環と生態系保全の両面で機会となります。水
事業は、単独の処理設備にとどまらず、処理過程から発生
する汚泥、バイオガス、濃縮海水、リン・窒素等を、エネ
ルギー・資源として活用し、WtE/WtX、再生可能ガス、地
域資源循環と接続する事業機会にも発展し得ます。 

機械事業 

機械事業では、脱炭素化や資源循環を支える産業機械に
機会があります。ペロブスカイト太陽電池向け成膜装置
は、従来のシリコン型太陽電池では困難だった場所にも設
置可能な次世代太陽電池の量産を支える技術であり、再生
可能エネルギーの普及に向けた製造装置として、気候変動
緩和に貢献し得る領域です。今後のマーケットの拡大に伴
いさらなる受注が期待されます。 

また、現在再生可能エネルギーの普及に伴い蓄電池の廃
棄・リサイクルが課題となるなか、ブラックマス(複数の金
属の集合体)から有用金属を回収するプロセスにおいて、当
社製フィルタープレスが使用されています。今後、再エネ
分野やリサイクル分野に関する産業で、カナデビアグルー
プの産業機械や固液分離技術に対する機会が広がる可能性
があります。 

これらの機会は、カナデビアグループが有する精密な製
造技術、顧客仕様への対応力、品質管理力を活かすもので
す。気候・自然の観点では、再生可能エネルギー関連市場
や資源循環市場の拡大に貢献し、人と社会の観点では、高
度な産業基盤、品質、安全、技能継承を支える事業として
位置づけられます。財務面では、成⾧市場向けの装置受注、
既存顧客との継続取引、技術差別化による競争力向上、保
守・更新需要の獲得につながる可能性があります。 
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報告の基礎と開示の考え方 ガバナンス 戦略 リスクとインパクトの管理 測定指標とターゲット 

WtX事業では、従来のごみ焼却発電を拡張し、廃棄物か
らバイオガス、再生可能ガス、水素、有価資源等を取り出
すことで、廃棄物を「資源」として最大限活用する機会が
あります。その一例が、EFCaR(Energy Free Carbonizing 
for Resource Recovery)事業です。この事業では、廃棄物か
ら広域的な資源循環を促進する、バイオ炭92)の品質管理
サービスを展開しています。具体的には、廃棄物の適正処
理、資源循環および炭素削減を目的として、有機系廃棄物
(汚泥、畜糞、メタン発酵残渣)を無酸素下で加熱してバイオ
炭を製造します。廃棄物中のリンが可溶性を有した状態で
このバイオ炭に濃縮されるため、肥料として活用できま
す。またバイオマス由来の炭素をバイオ炭に固定化してい
るので、農地に肥料として使うことで、農地のカーボンネ
ガティブに貢献します。EFCaRは、廃棄物処理を、資源回
収、農業利用、炭素固定へと広げる事業機会と位置づけら
れます。 

バイオガス事業も、環境事業における重要な機会です。
食品廃棄物、農業廃棄物、下水汚泥等の有機性廃棄物をメ
タン発酵によりバイオガスへ転換し、発電、熱供給、ガス
供給等に活用することで、廃棄物の削減、再生可能エネル
ギーの創出、地域資源循環を同時に進めることができま
す。欧州では、農業廃棄物を主原料とするバイオガス生成
プラントについて、廃棄物の収集から生成したガスの供給
までを一括して担う事業モデルが展開されており、プロ
ジェクトファイナンスを活用した事業拡大の可能性も示さ
れています。これらの取組は、EPC、O&M、事業開発、資
金調達、地域パートナーとの協業を組み合わせた収益機会
につながり得ます。 










































































































































































































































































